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第 1 章 序論 
 
第 1 節 研究の背景 
 
１．障害人口の増加と障害関連制度に対する公共支出の増加 
 
 『2011 年世界障害報告書』(1)によれば、世界では 10 億人以上が何らかの障害を持ってお
り、障害人口は障害認定基準の拡大や保険・医療リハビリテーションの発達、人口の高齢
化などを背景としてさらに増加すると予測される。 
 多くの先行研究では、障害は貧困率の増加につながることを明らかにした。例えば、
『Sickness disability and work: Keeping on Track in the Economic Downturn (2009)』(2)
調査報告書では、上位中所得国及び高所得国 21 ヵ国のうち、3 ヵ国(ノルウェー、スロバキ
ア、スウェーデン)を除くすべての国において、生産年齢にある障害者の貧困率が健常者に
比べて高かった。相対的貧困リスク(生産年齢にある健常者の貧困率と比較した生産年齢に
ある障害者の貧困率)は、オーストラリア、アイルランド、韓国において最高値(約 2 倍高い)
を示しており、アイスランド、メキシコ及びオランダにおいて最低値を示した。また、
Contreras, Jaime et al.(2006)(3)は、チリにおける障害者世帯(障害者がいる世帯あるいは障
害者が世帯主である世帯)の貧困率に影響を及ぼす要因について分析した結果、教育年数が
長くなるとともに、また 15 歳未満の子供数が多くなるとともに貧困率は低くなるものの、
障害は貧困の可能性を 3%~4%高めることを明らかにした。 
 障害による貧困率の増加は、最終的に障害者の社会的かつ経済的な自立を支援するため
の公共支出(4)の増加につながる。障害を原因とする健康低下や生産性の損失に関わる生活保
護、医療、社会保護および労働市場制度にかかわる費用などを福祉財政から負担しなけれ
ばないからである。 
 OECD(2009)(5)の調査によれば、OECD 全体の公共社会支出総額のうち、障害者に対する
支出は約 10%と推定されており、特に 2007 年度の障害給付金(6)の受給率は、生産年齢人口
の約 6%である。また、過去 20 年間、障害給付金の受給者数と障害関連制度に関する公共
支出は両方とも増加しており、各国で財政面から障害関連制度の実施可能性や持続可能性
が懸念されている。さらに、障害によって労働市場から離れることは、税収減にもつなが
るため、経済学的な観点から、障害者関連の公共財政の効率的な運営とともに、障害者の
労働市場への参加を促進することが重要な課題であるといえる。 
  
2. 障害者関連公共財政の効率的な活用 
 
障害給付金の受給率を軽減させるとともに、障害者関連の公共支出の効率性を高めるた
めの一つの方法として、障害者雇用を促進していくことが考えられる。障害者雇用を促進
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することによって、障害による貧困率や失業率を軽減し、あらゆる公共制度に対する支出
を抑制することができる。 
障害者の雇用促進のための公的制度政策は、障害者の雇用体系によって異なってくる。 
障害者の雇用体系は、大きく「福祉的雇用」と「一般雇用」の 2 つに区分され、福祉的雇
用とは、福祉的な観点から、雇用されることの困難な障害者等に必要な訓練と働く場の提
供を通じて自活させることを目的としている。そのために、現実には労働過程の一端を担
いながらも、雇用契約に基づく労働ではなく、授産施設や小規模作業所（就労移行支援、
就労継続支援Ｂ型など）をはじめとする福祉施設における作業や訓練として位置づけられ
ている。一方、一般雇用とは、労働法に基づいて民間企業や国の機関、地方自治体の機関
にて、健常者と同様な雇用契約に基づいて雇用する体系である。 
つまり、福祉的雇用は福祉サービスの一環として行われるため、福祉的雇用の利用者数
の増加とともに就労支援施設が増えると、就労支援施設に対する公共支出とも増加するこ
とになる。実際に、厚生労働省の『社会福祉施設等調査』(7)によれば、2013 年の全国にお
ける就労継続支援 A 型事業所は 1,811 ヵ所、就労継続支援 B 型事業所は 7,936 ヵ所と推計
されており、その設置数は年々増加している。同時に、事業所に対する自立支援給付の支
出予算も増加している。 
それに対して、一般雇用は、健常者と同様に雇用契約に基づいて民間企業や国の機関で
雇用する体系であるため、障害者が経済主体となり、納税者としての役割を果たすことが
可能になる。これによって、障害関連の生産性の損失と税収減を緩和することができると
いえる。一般雇用を促進するための公共支出もあるものの、一般雇用に対する費用対効果
について分析した先行研究では、一般雇用にかかる公共支出の費用よりも効果が大きいこ
とを明らかにされている。例えば、Hemenway and Rohani(1999)(8)は、1998 年職業リハ
ビリテーションプログラムに参加した障害者 29,475 名(うち、就職者 9,598 名)に対して費
用―便益分析を行った結果、職業リハビリテーションプログラムにより、1 人当たり 2,917
ドルが支出され、1 人あたり 59,960 ドルの便益があることが分かった。ここで、便益とし
て用いた変数としては、「所得増加分」、「租税増加分」、「公共支出の減少分」、「公共支出の
行政費用減少分」であった。 
すなわち、障害給付金の受給率を軽減させるとともに、障害者関連制度の効率的な運営
のためには、福祉的雇用よりも一般雇用を促進する意義があり、そのため、民間企業の役
割が大きいといえる。 
 
3．障害者に対する機会の公平性 
 
 経済学的な観点から障害者問題について研究した松井(2011) (9)によれば、経済学は効率性
を追求する学問であり、障害学は公平性を追求する学問である。しかし、経済学において
公平性の問題が無視されることはなく、公平性を保ったまま、効率性を増やすための方策
6 
を考える学問であると論じた(10)。図 1-1 のように、A 点では効率性と公平性はトレードオ
フの関係にあるものの、現実の社会は公平性を重視する B 点にあり、B 点から効率性と公
平性の両方を高めるための方策を考えることができる(d 点)。 
 
図 1-1 効率性と公平性 
 
出典：松井・長瀬(2011)『障害を問い直す』, p.13 
 
 障害者の雇用問題も同じく、公平性と効率性を両立していくためには福祉的雇用よりも
一般雇用を促進する意義がある。労働市場のなかで障害者は、1) 障害による生産性の低下、
2) 障害に対する偏見や差別、3) 障害給付制度がもたらす阻害要因などの多数の要因によっ
て、雇用機会が均等に与えられておらず、健常者に比べて就職率まだは雇用率が低くなる
(Kidd, Sloane and Ferko 2000(11))。OECD(5)の調査によれば、27 ヵ国で生産年齢にある障
害者と健常者の就職率を比較した結果、障害者の平均就職率は 44%である一方、健常者の
平均就職率は 75%となっており、障害者の就職率が健常者に比べて半分以上低くなってい
る。また、障害者は労働市場において職務能力及び障害(者)に対する偏見や差別によって重
大な不利益を経験しており、健常者に比べて経済活動に参加する障害者の割合が約 2.5 倍低
くなっている。さらに、Mitra and Sambamoorthi(2006)(12)は、世界の各国における障害者
雇用データに基づいて分析した結果、障害者の就職率や雇用率が低い現状は、先進国と開
発途上国の両方において共通的に生じていることを明らかにした。 
 そこで、企業による障害者雇用は、労働市場のなかで障害者に対する雇用機会を提供す
ることによって、障害者の所得増加や租税増加、生活保護・障害給付などの公共支出の減
少につながる可能性が高い。そのため、公平性を保護したまま、効率性を増やすために重
要な役割を果たしているといえる(C. Thornton and R. Maynard 1986(13), Dongchul YOO 
1998(14), Hemenway and Rohani 1999(8))。 
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4. 企業への障害者雇用促進の課題 
 
 上述したように、障害関連公共支出の効率的な運営とともに、雇用への公平性を追求す
るためには、障害者の雇用を促進していくことが重要な課題である。特に、福祉的雇用よ
りも一般雇用を促進する意義があり、民間企業の役割が大きいといえる。 
 障害者の一般雇用を促進するために、日本と韓国を含むフランス、ドイツなどでは、障
害者割当雇用制度を実施しており、日本と韓国では常時労働者 50 人以上の企業に対して一
定水準の障害者雇用を義務づけている。障害者割当雇用制度を実施することによって、あ
る程度の障害者雇用率が増加したものの、就労を希望しながら失業している障害者の割合
が増加していると指摘されている(中島・中野・今田 2005(15), Shim 2007(16), 金・韓 2015(17))。
2014 年の企業における障害者実雇用率は日本で 1.82%、韓国で 2.41%と、国の機関や地方
自治体の機関における障害者実雇用率(日本は 2.57%、韓国は 2.85%)に比べて低くなってい
る。すなわち、現行の障害者割当雇用制度のみでは、企業への障害者雇用促進に限界があ
るといえる。 
そこで、雇用主に対して調査した研究結果からみると、一部の雇用主は障害者雇用にあ
たって、障害者の業務遂行能力や生産性、職場への適応といった懸念を持ち続けているこ
とが分かった。それに対して、障害者雇用は、1) 健常者と障害者の分業による生産効率性
の向上、2) 障害者と健常者の分業による生産性向上、3) 障害者の高い勤勉性、4) 品質及
び衛生管理の充実による顧客満足度の向上といった財務利益につながる効果もあると示し
た先行研究もある(Roberts S et al. 2004(18), 障害者職業総合センター  2013(19), 影山 
2013(20), Employment Development Institute 2014(21))。このことから、障害者雇用に関す
る実質的な情報提供が十分行われていないことが分かる。 
すなわち、現行の障害者割当雇用制度のみならず、障害者雇用が企業経営上に与えるあ
らゆる効果を実証的に評価・公表することによって、障害者雇用に関する懸念を緩和する
ことができ、長期的な観点から障害者雇用促進につながると期待できる。 
そこで、本研究においては、従来、日本と韓国において企業に対する障害者雇用の事例
分析やアンケート調査から明らかになった障害者雇用の経営上の効果を、総合的かつ定量
的に評価するためのツールを開発し、障害者雇用が企業活動に及ぼす影響を明示する。 
 
第 2 節 先行研究 
 
 国内外において、経済経営学的な観点から障害者雇用と企業活動について分析した先行
研究の全体的な動向をみると、大きく 3 つに区分できる。 
一つ目は、経済学的な観点から障害者雇用と企業の財務的な業績の関係について分析し
た研究である。これらの研究では、主に障害者割当雇用制度の効率性に着目しており、現
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行の制度の効率性を検証するために障害者法定雇用率と企業の業績(売上高、営業利益など)
との関係を実証的に分析している。 
二つ目としては、経営学的な観点から障害者雇用が企業経営の全般に与えるあらゆる効
果や成果を分析した研究である。これらの研究では、障害者雇用に積極的に取り組んでい
る企業を対象としてケーススターディ(事例分析)やアンケート調査を行い、障害者雇用が企
業経営の全般に及ぼす肯定的な影響について分析している。 
三つ目としては、近年、CSR として障害者雇用に積極的に取り組んでいる企業が増加し
ている現状に基づいて、CSR 経営の観点から、障害者雇用を促進していくための課題につ
いて分析した研究である。これに関する先行研究では、主に CSR 経営として障害者雇用の
位置づけや意義、障害者雇用の社会貢献的な意義について考察している。 
 
1．企業の財務的成果と障害者雇用の関係に関する先行研究 
 
経済学的な観点から、障害者雇用と企業の財務的な業績との関係について分析した研究
としては、青山(1997)(22)、長江(2009) (23) 、長江(2014) (24)などの研究がある。また、企業
の利潤最大化に基づいて障害者割当雇用制度の効率性を分析した研究として、土橋・尾山
(2008) (25)、Yoo and Lee(2006) (26), Yoo, Jang, Kim and Shim(2009) (27), Jeon, Park, Kim et 
al.(2010) (28)などの研究がある。 
青山(1997)は、障害者雇用と企業の倒産の関係性について、障害者雇用に係るコスト負担
過大により企業財政が悪化されるため、障害者雇用を維持する企業は、倒産のリスクが高
いと示した。すなわち、障害者雇用は企業の財務的な利益にマイナスの影響及ぼすことを
明らかにした。 
また、長江(2009)は、東京労働局と大阪労働局が管轄する企業のデータと東洋経済新報社
の『企業財務カルテ2008』の2003 年から2006 年まで継続して入手可能なサンプルとマッ
チできたデータを用いて、企業属性別（業種と規模、位置場所）に障害者雇用と企業業績
との関係について実証分析した結果、特に障害者比率に着目すると、業種や従業員規模が
同一の企業であっても、立地場所が異なるだけで障害者雇用が企業利潤に影響すること、
立地場所や業種が同一であったとしても、従業員規模が異なるだけで障害者雇用が企業利
潤に影響することを明らかにした。これは、現行の障害者割当雇用制度のもと、障害者の
限界生産性と賃金が一致するようにコーディネートできているグループとできていないグ
ループがあることを示している。そのため、日本の障害者雇用施策の主旨である障害者雇
用の促進に伴う、企業負担の均等化はなされていないことが明らかになした。 
長江(2014)は、障害者雇用と生産性の関係を検証するために、法定雇用率達成企業と未達
成企業の企業パフォーマンス(売上高利益率、資本比率、負債比率)が異なるか否かを実証分
析した。2003年から2010年までの個別企業における障害者雇用状況データと東洋経済新報
社の『企業財務カルテ2011』のデータを用いて分析した結果、法定雇用率を達成した企業
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が未達成となった企業と比較して相対的に財務パフォーマンスが悪くなることを明らかに
した。さらに、法定雇用率達成の可否が企業の生産性に影響していないことを確認し、障
害者雇用施策では、企業負担の均等化を目的とした施策の強化を実施すべきであると指摘
した。 
また、土橋・尾山(2008)は、企業の費用最小化・利潤最大化に基づいて障害者雇用納付金
及び調整金制度の有効性を理論分析した。土橋らは、各企業の規模に応じて比例的に雇用
させる一律雇用率は、資源の無駄使いが生じ社会的厚生を損なうという意味で非効率であ
ると示した。企業では、障害者雇用に対する機会費用を考慮して障害者雇用を決定してい
くにも関わらず、現行の制度が各企業の障害者雇用に対する機会費用を考慮できていない
という指摘した。 
このような障害者割当雇用制度に関する非効率性の問題は韓国においても示されており、
Yoo and Lee(2006)は、障害者の側面から韓国の障害者雇用納付金制度の雇用促進効果を実
証分析した結果、軽度障害者や男性障害者における雇用効果はあるものの、重度障害者や
女性障害者に対する雇用効果はないことを明らかにし、納付金制度は改善する余地が十分
あると示した。また、Yoo, Jang, Kim and Shim(2009)の研究では、障害者法定雇用率の算
定方式に着目して、持続的な改善と引き上げによって障害者実雇用率が増加したとはいえ、
いまだ健常者に比べて障害者雇用率がはるかに低くなっている現状を指摘しながら、障害
者法定雇用率の有効性を分析した。その結果、韓国の障害者法定雇用率は、政治的・社会
的な状況に基づいて算定されており、科学的に検証できる方式が被材している大きな限界
があるため、雇用の均等化を果たしていないと示した。 
Jeon, Park, Kim et al.(2010)の研究では、障害者割当雇用制度として実施されている障
害者雇用納付金制度の非効率性を指摘した。障害者雇用による追加費用に対する負担能力
は、企業規模や産業によって異なるものの、現行の制度では企業の障害者雇用による追加
費用の負担能力を考慮せず、一律的な納付金単価を適用しているため、比較的に重度の障
害者雇用を阻害していると指摘した。また、障害者を雇用しても費用最小化に基づいて低
賃金で雇用する可能性が高いと示し、障害者雇用納付金制度の非効率性を指摘した。 
これらの研究結果からみると、いずれも障害者割当雇用制度の非効率性の問題を指摘し
ており、ほとんどの研究において企業経営を考慮していない障害者法定雇用率は企業の売
上高や利益率といった財務的な業績に不定的な影響を与えると示した。つまり、制度のみ
では企業への障害者雇用促進に限界がみえるため、企業経営を考慮して積極的かつ能動的
に障害者雇用へ取り組むような対策が必要であるといえる。 
 
2．企業経営と障害者雇用に関する先行研究 
 
経営的な観点から、障害者雇用が企業経営上に与える効果及び成果を分析した研究とし
ては、茅原(1996) (29)、佐渡・岡田・河村他2名(2010) (30)、立石(2010) (31)、影山(2013) (20)な
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どの研究がある。 
 茅原(1996)は、障害者雇用の需要面である障害者雇用企業に費用・便益について理論分析
した。その結果、障害者雇用企業の便益には、売上高や利益率のような財務的な利益だけ
でなく、人間的利益（非財務的利益）が含まれるため、財務的な利益と非財務的な利益の
両方を考慮した費用・便益分析の枠組みを考えるべきであると指摘した。ここで人間的利
益(非財務的な利益)とは、例えば障害者雇用が企業イメージ改善につながり、長期的な観点
から財務的な利益を得る可能性が高くなること、または障害者法定雇用率の達成が社会的
規範を守る企業として認められ、従業員の経営者に対する信頼形成、また既存の従業員の
将来の福利厚生への安心感の構築などにつながることを意味する。つまり、障害者雇用が
企業経営に及ぼす間接的な利益を示している。 
 佐渡・岡田・河村他2名(2010)は、障害者雇用が企業経営に与える様々な影響を明らかに
するために、常用労働者数101人以上の企業に対してアンケート調査を行った。その結果、
障害者を雇用していない企業または障害者雇用の経験がない企業では、1) 生産性への懸念、
2) 社内の人間関係への不安といった負担及び不安を感じていることが示された。この結果
に対して、障害者を雇用している企業あるいは障害者雇用の経験がある企業では、1) 企業
価値や企業イメージの向上(顧客や地域住民、株主、投資家からの評判が良くなる)、 2) 社
内全体に対する波及的効果(社員と企業、社員同士の良好な関係構築、従業員の仕事に対す
る姿勢や職場全体の雰囲気の向上など)、3) コストの削減(障害者雇用納付金の支払い軽
減・解消)といった経営上の効果を高く評価していると示した。特に、回答した企業の約80%
以上が、企業価値や企業イメージの向上(顧客や地域住民、株主、投資家からの評判が良く
なる)やコストの削減(障害者雇用納付金の支払い軽減・解消)の効果について肯定的に評価
しており、企業経営上における障害者雇用の効果を幅広く評価していることを示した。 
 また、立石(2010)は、障害者雇用が企業のイメージ改善や消費者確保に及ぼす影響につい
て実証分析した。この研究では、アンケート調査を行い、法定雇用率達成企業と未達成企
業の製造した同一の財を示した上で、雇用率の達成の有無と価格を変化させた11 の想定シ
ナリオを明記し、それに伴って購入意思（買う／買わない）を回答してもらった。その結
果、法定雇用率の達成の有無と価格の両変数は、回答者の購買行動に有意に影響を与える
ことを検証した。つまり、消費者は、市場において法定雇用率達成企業を高く評価し、未
達成企業に対しては否定的に評価する可能性が示された。 
影山(2013)は、主に中小企業を対象として障害者雇用の経営上の効果を検証するために、
障害者雇用に積極的に取り組んでいる中小企業の事例を分析するとともに、中小企業を対
象としたアンケート調査を通して障害者雇用の経営上の効果を実証分析した。最初に、事
例を分析した結果、障害者雇用企業では障害者が健常者に与える肯定的な影響として 1) 障
害者に接触することによるコミュニケーション能力の向上、2) 仕事への満足度の向上、3) 
業務の単純化や職場環境改善による業務上の効率向上など高く評価し、経営効率性を維持
しながら障害者雇用を維持していると示した。また、中小企業に対したアンケート調査の
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結果、障害者社員の一人当たりの労働生産性は低いものの、障害者社員が健常者社員に直
接影響を与えることによって、労働生産性が改善され、企業の財務利益が向上することを
示した。 
これらの研究結果からみると、障害者雇用が直接的に売上高や利益率のような財務的な
効果に影響をあたえるとは言えないが、障害者社員が健常者社員または企業内部の組織に
及ぼす肯定的な影響、企業イメージ改善や消費者確保に及ぼす肯定的な影響によって、財
務的な利益に間接的な影響を与えているといえる。 
また、障害者を雇用していない企業では、障害者雇用による生産性低下や健常者社員と
の人間関係について懸念されている一方で、実際に障害者を雇用している企業では、障害
者雇用によるあらゆる経営上の効果を肯定的に評価している。このことから、障害者雇用
による経営上の肯定的な効果に関する情報提供がまだ十分行われていないといえる。また、
障害者雇用の肯定的な効果について実証的に検証した研究は少なく、ほとんどが事例とし
て紹介される段階に留まっているといえる。 
  
3．企業の社会的責任と障害者雇用に関する先行研究 
 
近年、CSR経営として障害者を積極的に雇用する企業が増加する現状に基づいて、CSR
経営の観点から、障害者雇用を促進していくための課題について分析した研究がある。こ
れに関する先行研究では、主にCSR経営として障害者雇用の位置づけや意義、障害者雇用
の社会貢献的な意義について考察している。 
たとえば、工藤・佐藤・松為他 2 名(2005) (32)は、CSR のうち「雇用労働」に注目し、CSR
の雇用労働分野において障害者雇用の位置づけ及び意義について示した。雇用労働分野に
おける CSR は、一般的に、1) 労働権の保障(従業員に対する福利厚生の充実、労働環境の
整備など)、2) 雇用における差別禁止、3) 多様な人材の育成に関する取り組みを意味する
ため、これらの雇用労働分野における CSR を実現していくために障害者雇用は重要な意義
があると示した。そのため、近年には法定雇用率を達成している企業割合は少ないものの、
障害者雇用に取り組みをCSR の目標や成果指標に挙げている企業の割合は多くなっている。
ただし、今後 CSR として企業の障害者雇用を促進していくためには、障害者を雇用する企
業が社会や市場でさらに認められるように、障害者雇用企業の社会貢献的な成果に関する
情報開示やモニタリングの仕組みづくりが必要であると示した。 
 また、Shim(2007) (16)は、CSR 経営として韓国の企業に対する障害者雇用の意義を強調
しながら、今後 CSR 経営として障害者雇用を促進していくための課題を示した。工藤・佐
藤・松為他 2 名(2005)の研究でも示されたように、Shim の研究では、雇用労働分野におけ
る CSR を充実していくために障害者雇用は意義があると示した。さらに、障害者雇用は、
障害者割当雇用制度に基づいて義務づけられているため、コンプライアンスにおける CSR
を充実していくためにも意義があり、障害者雇用により不合理な差別の禁止という人権に
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おける CSR を充実していくためにも意義があると示した。 
 Lee(2007) (33)の研究においても、雇用労働分野における CSR として障害者雇用の位置づ
けや意義について理論的に考察した。この研究では、国内外で広く活用されている雇用労
働分野における CSR 基準である、「Global Compact principle 10(34)」や「GRI(Global 
Reporting Initiative) (35)」に基づいて、障害者雇用は「雇用労働分野における差別解消」と
「多様な人材確保・育成」に該当しており、CSR として意義があると強調した。 
 これらの先行研究からみると、障害者雇用は「コンプライアンス」、「人権」、「雇用労働」
分野の CSR 活動としての意義があり、障害者を雇用する企業は、社会貢献的な側面から障
害者雇用の義務に対する規範意識や雇用労働分野における差別禁止及び人権保障、多様な
人材育成といった社会貢献度が評価されるといえる。 
 しかし、ほとんどの先行研究では障害者雇用企業の社会貢献度を事例として紹介する段
階に留まっており、障害者雇用企業の社会貢献度について実証的に分析し評価した研究は
見当たらない。工藤・佐藤・松為など(2005)の研究でも、企業の障害者雇用促進のためには、
CSR 観点から障害者雇用によるあらゆる成果を具体的に評価する必要があると指摘した。 
 
4. 先行研究の限界 
  
以上、1) 企業の財務的成果と障害者雇用の関係に関する先行研究、2) 企業経営と障害者
雇用に関する先行研究、3) 企業の社会的責任と障害者雇用に関する先行研究に基づいてみ
ると、日本と韓国では、障害者割当雇用制度の非効率性の問題が指摘されており、制度の
みでは企業への障害者雇用促進に限界があること、障害者雇用に関する実質的な成果にお
ける情報が十分行われていないことが分かった。 
具体的に、2) 企業経営と障害者雇用に関する先行研究、3) 企業の社会的責任と障害者雇
用に関する先行研究からみると、事例分析及びアンケート調査結果をもとに、障害者を雇
用していない企業では、組織内の経営管理全般に及ぼす否定的な影響に関して懸念してい
るが、実際に、障害者を雇用している企業では、「労働者のコミュニケーション能力向上」
や「障害者の業務遂行能力」、「障害者の職場適応能力」について肯定的に評価しており、
障害者雇用の経営全般に肯定的な影響を与えると評価している。 
つまり、障害者雇用に対する企業の実態や現状を把握するための研究を通して、障害者
雇用が経営上の効果に関する調査研究は進んでいるにも関わらず、いまだ障害者雇用に対
する懸念が解消されていない背景として、障害者雇用が企業経営に与える効果に関する情
報提供が十分行われていないことが考えられる。 
以上のような先行研究の限界に基づいて、本研究では、障害者雇用企業の経済経営的か
つ社会貢献的な成果を、総合的かつ定量的に評価することが可能な「障害者雇用企業の成
果評価ツール」を開発し、障害者雇用が企業経営に与える効果を明示する。 
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第 3 節 研究目的 
 
 本研究では、日本と韓国の企業に対する障害者雇用を促進していくためには、障害者割
当雇用制度のみならず、企業経営の観点から障害者雇用による効果を総合的かつ定量的に
明示する必要があることに着目し、障害者雇用が企業活動に及ぼす影響を明らかにするこ
とを第 1 目的とした。ここでの企業活動とは、売上高や利益率といった財務利益を追求す
るための活動だけでなく、企業の社会的責任(Corporate Social Responsibility; 以下 CSR)
や社内の従業員を教育・成長していくための経営活動、業務の効率性を向上するための活
動、顧客及び消費者を確保するためのすべての経営活動と定義づける。 
障害者雇用が企業活動に及ぼす影響を明らかにするために、障害者雇用企業の経済経営
的な成果を分析し、経営効率性と障害者雇用を両立していくためのマネジメント・ツール
として「障害者雇用企業の経済経営的な成果の評価指標」開発を第 2 の目的とした。また、
CSR 経営の観点から障害者雇用企業の社会貢献的な成果を分析し、これらの成果を定量的
に評価する「障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価の尺度」開発を第 3 の目的とした。
本研究において開発された「障害者雇用企業の経済経営的な成果の評価指標」と「障害者
雇用企業の社会貢献的な成果評価の尺度」に基づいて、日本と韓国において障害者雇用が
企業活動に及ぼす影響を総合的かつ実証的に明示した。 
 本論文の構成と各章における目的は、以下のようである。 
 第 2 章では、障害者割当雇用制度を実施している日本と韓国の企業における障害者雇用
の現状を比較分析し、企業における障害者雇用の問題と課題を明らかにすることを目的と
した。 
 第 3 章では、日本と韓国の企業に対する障害者雇用実態調査の結果に基づいて、障害者
雇用企業と障害者未雇用企業では障害者雇用についてどのように考えており、どのように
取り組んでいるかを比較分析し、障害者未雇用企業が抱えっている問題及び課題を明らか
にすることを目的とした。 
 第 4 章では、第 2 章と第 3 章の結果を踏まえて、障害者雇用企業の経済経営的な成果を
明らかにし、経営効率性と障害者雇用を両立していくためのマネジメント・ツールとして
「障害者雇用企業の経済経営的な成果の評価指標」開発を目的とした。 
 第 5 章では、第 4 章では明らかにされてなかった障害者雇用企業の社会貢献的な成果を
明らかにし、これらの成果を定量的に評価するための「障害者雇用企業の社会貢献的な成
果評価の尺度」開発を目的とした。 
 第 6 章では、第 4 章と第 5 章において開発された「障害者雇用企業の経済経営的な成果
の評価指標」と「障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価の尺度」に基づいて、実際に障
害者雇用企業の経済経営的かつ社会貢献的な成果を評価し、その成果を明らかにすること
を目的とした。 
 最後に、第 7 章では、本研究の結論と考察として、第 2 章から第 6 章までの研究結果に
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基づいて、障害者雇用が企業活動に及ぼす影響について明らかにすることを目的とした。
また、「障害者雇用企業の経済経営的な成果の評価指標」と「障害者雇用企業の社会貢献的
な成果評価の尺度」の今後の活用可能性について考察し、最後には、本研究の限界と課題
について明らかにすることを目的とした。 
 
第 4 節 研究内容と方法 
 
1. 研究の構成と内容 
 
 本論文は、全体 6 章に構成されており、2 章では日本と韓国の企業における障害者雇用の
現状と課題を明らかにするために、まずは障害者割当雇用制度(障害者法定雇用率制度、障
害者雇用納付金・調整金制度)の内容を比較分析した。また、障害者割当雇用制度に基づい
た障害者雇用の現状を明らかにするために、企業の規模別と産業別における障害者雇用の
状況を比較分析した。その結果に基づいて、日本と韓国では障害者割当雇用制度のみでは、
企業の障害者雇用促進に限界があり、企業が積極的かつ能動的に障害者雇用へ取り組むた
めの対策が必要であることを今後の課題として示した。    
第 3 章では、企業の障害者雇用を決定する要因を明らかにするために、日本と韓国の「企
業に対する障害者雇用実態調査」の結果に基づいて、障害者雇用を雇用する理由、障害者
雇用における評価、障害者雇用にあたっての懸念などを比較分析した。その結果に基づい
て、企業の障害者雇用を促進していくためには、障害者雇用による経営上のあらゆる効果
やメリットに関する総合的な情報提供が十分行われる必要があると示した。 
第 4 章では、第 2 章と第 3 章の研究結果に基づいて、障害者雇用による経済経営的な成
果を実証的に評価するためのツールとして「障害者雇用企業の経済経営成果の評価指標」
を開発した。特に、ここでは BSC(Balanced Scorecard)という企業の財務的な成果と非財
務的な成果を均衡的に評価するためのマネジメント・ツールを活用して、障害者雇用をイ
ンプットとした場合の経済経営的なアウトカムを示した。 
第 5 章では、第４章では明らかにされていなかった障害者雇用による社会貢献的な成果
を総合的かつ定量的に評価するためのツールとして「障害者雇用企業の社会貢献的な成果
評価の尺度」を開発し、CSR 観点から障害者雇用をインプットとした場合の社会貢献的な
アウトカムを示した。 
第 6 章では、第 4 章と第 5 章で開発された「障害者雇用企業の経済経営成果の評価指標」
「障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価の尺度」に基づいて、実際に日本と韓国におけ
る障害者雇用企業を評価した。 
最後に、第 7 章では、第 2 章と第 6 章までの研究結果を踏まえて、障害者雇用が企業活
動に及ぼす影響について総合的に考察し、本研究の限界と課題を明示した。 
 本論文の構成と研究内容は、図 1-2 にまとめて示した。 
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図 1-2 論文の全体構成と研究内容 
 
出典：著者作成 
 
2. 研究方法 
  
 本研究において、企業の障害者雇用における現状と課題を分析するためには、最初に、
障害者割当雇用制度に関連する文献サベーイを行い、日本と韓国における障害者法定雇用
率、障害者雇用納付金・調整金制度の内容を比較・分析した。また、両国の国単位の障害
者雇用に関する統計データや報告書を用いて、企業の規模別と産業別における障害者雇用
の現状を比較・分析した（第 2 章）。 
 続いて、企業が障害者雇用に取り組む姿勢を分析するために、日本では 2015 年度の東洋
経済新報「CSR 調査―雇用・人材活用部門」に回答した全国の上場企業と主要未上場企業
1,292 社を対象として「企業の障害者雇用実態に関するアンケート調査」を実施した。アン
ケート調査内容は、1) 障害者雇用に取り組む理由、2) 障害者雇用にあたっての懸念、障害
者雇用による経営上のメリット、3) 障害者雇用による成果評価及び管理状況などであった。
ただし、時間的・経済的事情、サンプル確保の困難さにより、韓国の企業における実態調
査ができなかったため、韓国障害者雇用公団(日本の独立行政法人高齢・障害・求職者雇用
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支援機構の障害者就業総合センターに該当)で調査した「2014 企業における障害者雇用の
実態調査(Survey on the Employment Status of the Disabled in Business 2014)」の調査結
果を用いて分析した（第 3 章）。 
 次に、日本と韓国で通用可能な「障害者雇用企業の経済経営的な成果の評価指標」を開
発するためには、最初に、日本と韓国における障害者雇用企業の事例分析及び文献レビュ
ーを通して、障害者雇用が企業経営に与える効果を分析した。これらの効果を障害者雇用
企業の経済経営成果として評価するための指標(試案)を作成した。また、障害者雇用企業の
経済経営成果評価指標（試案）の因果関係及び構造的な妥当性を検証するために、統計ソ
フト Amos 23.0 を用いて構造方程式モデリング(Structural Equation Modeling)分析を行
った。構造方程式モデリングの分析データは、①東洋経済の『2015 CSR 総覧』のうち「雇
用・人材活用１」と「CSR 全般」の raw-data と、②日経 NEEDS 財務データを用いた。
ただし、時間的・経済的事情、サンプル確保の困難さにより、韓国での調査はできなかっ
たため、日本の分析結果をもとに、韓国での活用可能性について考察した（第 4 章）。 
また、日本と韓国で通用可能な「障害者雇用企業の社会貢献な成果の評価尺度」を開発
するためには、最初に、日本と韓国における障害者雇用企業の事例分析及び文献レビュー
を通して、障害者雇用による社会貢献的な効果を分析した。これらの効果を障害者雇用企
業の社会貢献的な成果として評価するための尺度(試案)を作成した。作成した尺度(試案)の
信頼性と構造妥当性を検証するために、障害者雇用に関して研究している大学教授及び研
究者(員)、障害者雇用企業の経営者及び人事担当者（日本 77 名、韓国 177 名）を対象とし
て設問紙調査を行った。尺度の信頼性は、SPSS 17.0 を使って Cronbach’s α 係数により検
証し、構造概念妥当性は、Amos 23.0 を用いて構造方程式モデリング分析により検証した
（第 5 章）。 
続いて、第 4 章と第 5 章で開発された評価ツールに基づいて、実際に日本と韓国の障害
者雇用企業における経済経営的な成果と社会貢献的な成果を評価した(第 6 章)。 
最後には、第 2 章から第 6 章までの研究結果に基づいて、障害者雇用が企業活動に及ぼ
す影響について総合的に考察し、本研究の限界と課題を明示した(第 7 章)。 
以上の各章における研究方法を図 1-3 にまとめて示した。 
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図 1-3 各章における研究方法 
 
出典：著者作成 
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第 2 章 障害者割当雇用制度と障害者雇用の現状と課題 
―日本と韓国の比較分析を中心に―1) 
 
 労働市場において障害者雇用率が低くなっている背景には、障害による生産性の格差、
障害(者)に対する差別及び偏見、障害給付制度による阻要因などが影響している (World 
bank and Oxford University Press 1994(1), OECD 2010(2), Kidd, Sloane and Ferko 
2000(3))。このような背景に基づいて、障害者の雇用を促進するために、世界の各国では、
障害者就労支援または障害者雇用促進制度及び政策を実施している。世界における障害者
雇用促進制度は、主に法定雇用率や納付金制度に基づいて障害者雇用を義務付けるケース
と、障害者差別禁止法に基づいて労働雇用面において障害者の差別を禁止しながら、障害
者の職業リハビリテーションの側面を重視するケースに大別される。法定雇用率や納付金
制度を採用している国には、日本と韓国、フランス、ドイツなどが該当し、障害者差別禁
止法に基づいている国には、スウェーデン、ノルウェー、アメリカなどが該当する。 
 しかし、障害者割当雇用制度を実施している日本と韓国では、民間の企業と国の機関、
地方自治体の機関に対して障害者雇用を義務づけているにも関わらず、企業における障害
者雇用が横ばいであると指摘されつつある。経済学的な観点から、日本と韓国において企
業の障害者雇用が横ばいである現状に基づいてその原因を分析した多くの先行研究では、
障害者割当雇用制度の非効率性を一つの原因として挙げている。 
そこで、第２章では、最初に、日本と韓国における障害者法定雇用率制度と障害者雇用
納付金・調整金・助成金制度に関連する文献サーベイを通して、障害者割当雇用制度の具
体的な内容を分析し、制度上の問題や課題を明らかにした。また、日本と韓国の国単位の
統計データや報告書を用いて、企業の障害者雇用における現状を比較分析し、今後、企業
の障害者雇用を促進していくための課題について考察した。 
 
第 1 節 障害の定義と認定範囲 
 
1. 障害の定義 
 
日本の「障害者基本法」においては、障害者を身体障害、知的障害、精神障害(発達障害
を含む)そのほかの心身の機能の障害がある者であって、障害及び社会的障壁により継続的
に日常生活または社会生活に相当な制限を受ける状態にある者と定義している。また、障
害者雇用制度実施において法的根拠になる「障害者の雇用の促進等に関する法律」では、
障害者とは、身体障害、知的障害又は精神障害があるため、長期にわたり、職業生活に相
                                                   
1) 2012 年 Journal of Asian Human Services vol. 2 に投稿・掲載された論文を一部修正し
たものである(「日韓割当雇用制度の比較考察」)。 
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当の制限を受け、又は職業生活を営むことが著しく困難な者と定義している。 
韓国の「障害者福祉法」では、障害者とは、身体的または精神的な障害によって長期間
にわたって日常生活や社会生活に相当の制約をうける者と定義しており、具体的に身体的
障害とは、主に身体外部の機能障害または、身体内部の障害として定義されている。精神
的な障害とは、発達障害及び精神疾患によって生じる障害として定義されている。また、
韓国の障害者雇用制度の実施において法的根拠になる「障害者雇用促進及び職業リハビリ
テーション法」では、障害者とは、身体的・精神的障害により、長期間職業生活に相当の
制限を受ける者と定義している。 
以上の法律に基づいてみると、障害種について、日本では障害者を身体障害者、知的障
害者、精神障害者と大きく 3 つに区分しており、韓国では身体的障害者と精神的障害者と 2
つに区分している。一方、障害者割当雇用制度の基になる「障害者雇用促進法」では、日
本と韓国の両国とも、障害者とは、身体的または精神的な障害によって職業生活を営むこ
とが著しく困難な者と定義づけている。ここでは、日本の「障害者の雇用の促進等に関す
る法律」と韓国の「障害者雇用促進及び職業リハビリテーション法律」における定義を用
いる。 
 
2. 障害の認定範囲 
 
日本では、「身体障害者福祉法」、「精神保健福祉法」、「障害者の雇用の促進等に関する法
律」にて各障害種別における障害の範囲を定めている。 
「身体障害者福祉法」による身体障害者とは、視覚障害、聴覚又は平衡機能の障害、音
声機能・言語機能又はそしゃく機能の障害、肢体不自由、心臓・じん臓・呼吸器・小腸・
ぼうこう・直腸などの機能障害がある者と規定しており（同法の別表）、精神障害者は「精
神保健福祉法」により、統合失調症、精神作用物質による急性中毒またはその依存症、知
的障害、精神病質などの精神疾患を有する者と規定している。知的障害者は「障害者の雇
用の促進等に関する法律」により、障害者のうち「知的障害者判定機関」により、知的障
害者と認定された者と規定している。 
韓国では、「障害者福祉法施令」及び「国家犠牲者などの支援に関する法律施行令」によ
り、同法にて障害者基準に該当する者のなかで市・郡・区（日本の市町村）から交付され
た障害者登録証（日本の障害者手帳）を持っている者と定めている。韓国における障害者
認定範囲は「障害者福祉法」に基づいて大きく身体的障害と精神的障害に区分されており、
各々の基準に合わせて合計 15 種に分類されている(表 2-1)。 
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表 2-1 日韓における障害者の認定範囲 
日本 韓国 
区分 障害 区分 障害 
身体 
障害者 
視覚障害 
身体的
障害 
肢体障害 
聴覚障害又は平衡機能障害 脳病弁障害 
言語機能障害又はそしゃく機能障害 視覚障害 
肢体不自由 聴覚障害 
内部障害 
・心臓機能障害  ・じん臓機能障害 
・呼吸器機能障害 ・ぼうこう機能障害 
・直腸機能障害 ・小腸機能障害 
・ヒト免疫不全ウイルスによる免疫機能 
障害 
言語障害 
じん臓機能障害 
心臓機能障害 
呼吸器機能障害 
肝機能障害 
顔面障害 
直腸機能障害 
てんかん障害 
知的 
障害者 
知的障害がある者であって、「知的障害者
判定機関」により、知的障害者と認定され
た者。 精神的
障害 
知的障害 
精神 
障害者 
統合失調症、精神作用物質による急性中毒
又はその依存症、知的障害、精神病質その
他の精神疾患を有する者。 
精神障害 
自閉症障害 
出典：日本「身体障害者福祉法」、「障害者の雇用の促進等に関する法律」、「精神保健福祉
法」、韓国「障害者福祉法」を参考に著者作成 
 
第 2 節 障害者割当雇用制度の概要 
 
1. 障害者法定雇用率制度 
 
障害者割当雇用制度とは、一定水準の障害者雇用を法律で定め(障害者法定雇用率)、民間
の企業と公共機関に対して障害者雇用を義務付ける制度である。日本では、「障害者の雇用
の促進等に関する法律」に基づいて国と地方公共団体、民間企業の法定雇用率を定めてお
り、韓国では「障害者雇用促進及び職業リハビリテーション法律」に基づいて障害者法定
雇用率を定め、障害者雇用を義務づけている。 
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最初に、2015 年の日本における障害者法定雇用率は、民間の企業(常用労働者 50 人以上
の企業)で 2.0%、国の機関及び地方自治体の機関の場合 2.3％、都道府県の教育委員会の場
合 2.2%と定めており、民間企業では 2.0％と定めている(4)。日本の法定雇用率は、健常者と
障害者の常用労働者の数及び失業者数を考慮した算定しており、約 5 年ごとに改正されて
いる。法定雇用率算定方式は、以下の式１のように定めている。 
 
    ・・・ 式１ 
 
式１から分かるように、現行の法定雇用率の算定対象になる障害者は、身体及び知的障
害者に限定している。つまり、精神障害者に対する雇用義務はないことが分かる。ただし、
各企業の実雇用率を算定する際には精神障害者もカウント対象として認め、身体障害者の
雇用を勧告している。今まで日本における障害者法定雇用率の引き上げや対象の拡大をま
とめて表 2-2に示した。 
 
表 2-2 障害者法定雇用率と対象の拡大(日本) 
改正年度 雇用義務になる対象 
法定雇用率の引き上げ 
企業 国の機関・地方自治体 
1960 
身体障害者の雇用勧告 1.3% 
1.5% 
1968 1.7% 
1976 身体障害者の雇用義務化 1.5% 1.9% 
1988 
・身体障害者の雇用義務化 
・知的障害者の雇用勧告 
1.6% 2.0% 
1998 ・身体障害者の雇用義務化 
・知的障害者の雇用義務化 
・精神障害者の雇用勧告 
1.8% 2.1% 
2013 2.0% 2.3% 
出典：著者作成 
 
一方、韓国における 2015 年、障害者法定雇用率は、民間の企業(常時労働者 50 人以上)
で 2.7%と定めており、公的機関の場合、障害者雇用率が 3％に至るまで採用するように定
めている(表 2-3)。韓国における障害者法定雇用率の引き上げ推移を表 2-3 に示した。表 2-3
から分かるように、韓国では精神障害者に対しても雇用義務を定めており、日本とは相違
点がみられる。 
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表 2-3 韓国における障害者法定雇用率の引き上げ推移 
年度 公的機関 民間企業 
1991 
2.0% 
1.0% 
1992 1.6% 
1993 
2.0% 
2008 
2010 
3.0% 
2.3% 
2012 2.5% 
2014 2.7% 
出典：著者作成 
注 1) 公的機関：中央行政機関、憲法機関、地方自治体の機関、教育庁を意味する。  
 
また、韓国の法定雇用率は、日本と同様に、総人口に対する障害人口数、総労働者数に
対する障害者労働者の数、障害者の失業者数などを考慮して改正することを規定している
が、法定雇用率の算定方式は存在しない。Yoo, Jang, Kim and Shim(2009)(5)の研究では、
韓国の障害者法定雇用率は、科学的に検証できる方式がない大きな限界があるため、今後
障害者雇用の均等化を果たしていくための法定雇用率の算定方式が必要であると示した。 
 
2. 障害者雇用納付金・調整金・助成金制度 
 
障害者雇用納付金制度は、障害者の雇用に伴う事業主の経済的負担を調整するとともに、
全体として障害者の雇用水準を引き上げることを目的に、障害者法定雇用率を達成してい
ない企業に対して障害者雇用納付金を徴収する制度である。また、徴収された障害者雇用
納付金は、障害者雇用調整金、報奨金、各種の助成金の形で、障害者を雇用する企業に対
して支給している。 
日本の 2015 年における納付金徴収は、常時労働者 100 人以上の民間企業を対象としてお
り、法定雇用率に不足する障害者 1 人につき、月額 5 万円を徴収している。納付金の管理・
運営に関しては、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（Japan Organization of 
Employment of the Elderly and Person with Disabilities；以下、JEED）で担当している。 
徴収された納付金は、法定雇用率を上回る障害者を雇用した企業や事業主に対して調整
金、報奨金を支給するとともに、障害者の持続的な雇用を促進し、重度障害者の雇用を促
進させるための各種の助成金を支給するためにのみ使うことを規定している（表 2-4）。 
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表 2-4 日本の障害者雇用納付金による事業主支援制度 
支援制度 内容 
調整金 
常時労働者 100 人以上の企業に対して、法定雇用率を超えて雇用した障害者
1 人につき月額 27,000 円を支給 
在宅就業 
障害者特別 
調整金 
納付金または調整金を申請した事業主に対して、前年度に在宅就業障害者の
業務に対する対価を支払った場合、「調整金額（63,000 円）」に「105 万円-
（事業主が当核年度に支払った総額）」を乗じた金額を支給 
報奨金 
常時労働者 100 人以下の企業に対して、雇用障害者が常時労働者の 4%また
は年度間合計 72 人以上になる場合 1 人につき 21,000 円を支給 
在宅就業 
障害者特別 
報奨金 
納付金または調整金を申請した事業主に対して、前年度に在宅就業障害者の
業務に対する対価を支払った場合、「報奨金（51,000 円）」に「105 万円－（事
業主が当核年度に支払った総額）」を乗じた金額を支給 
助成金 
障害者作業施設
設置助成金 
障害を克服し作業を容易に行えるよう配慮された施設ま
たは改造等がなされた設備の設置または整備を行う（賃借
による設置を含む）場合、その費用の一部を助成 
障害者 
介助助成金 
障害の種類や程度に応じた適切な雇用管理のために必要
な介助等の措置を実施する場合、その費用の一部を助成 
重度障害者通勤
対策助成金 
重度障害者を雇用した場合、これらの障害の通勤を容易に
するための措置を行うためにかかる費用の一部を助成 
重度障害者多数
雇用事業所施設
設置助成金 
重度障害者を多数雇い入れるか継続して雇用し、安定した
雇用を継続することができると認められる事業主に対し
て障害者のために事業施設等の設置または整備を行う場
合、の費用の一部を助成 
出典：著者作成 
 
2010 年の日本において徴収された障害者の納付金は、136 億 9 千万円である。障害者雇
用納付金の収入は、企業の障害者実雇用率が増加することによって減少する傾向をみせて
いる一方で、障害者を雇用する企業に支給される調整金や報奨金、助成金が増加している
ことから、法定雇用率を上回る障害者を雇用する企業が徐々に増加しているといえる(表
2-5)。 
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表2-5 障害者雇用納付金関係収支状況の推移 
(単位：百万円) 
区分 平成 16 年 平成 17 年 平成 18 年 平成 19 年 平成 20 年 平成 21 年 平成 22 年 
収入額 
(経常収益)① 
22,638 23,022 21,157 19,562 18,003 15,526 13,960 
支出額 
(経常費用等)② 
21,082 22,079 22,650 23,849 23,251 23,713 23,645 
 
調整金 4,349 4,673 4,955 5,541 6,024 6,750 7,138 
報奨金 4,680 4,671 4,631 4,682 4,729 4,693 4,742 
助成金 6,871 7,138 7,423 7,751 7,631 7,747 7,879 
業務費等 5,183 5,596 5,641 5,875 4,867 4,523 3,887 
積立金への増減 
①-② 
1,556 944 △1,493 △4,288 △5,248 △8,187 △9,955 
各年度末における積
立金等 
44,013 44,957 43,464 39,176 33,928 25,741 15,786 
出典：第48回労働政策審議会障害者雇用分科会資料 
注 1) 四捨五入の関係で一致しないことがある。 
 
 韓国の障害者雇用納付金制度は、常時労働者 100 人以上の民間企業を対象として法定雇
用率に不足する障害者 1 人につき月 71 万ウォン(約 7 万円)を徴収している。また、法定雇
用率に対して雇用している障害者の比率によって差等的な納付金を適用しており、障害者
を１人も雇用していない場合には、1人つき116万ウォン(約12万円)を徴収している(表2-6)。 
 
表 2-6 障害者雇用納付金の差等的な適用 
基準 
障害者雇用納付金の単価 
(1 人当たり) 
障害者法定雇用率未達成 710,000 ウォン 
法定雇用率に対して雇用し
ている障害者の比率 
1/2～3/4 未満 781,000 ウォン 
1/4～1/2 未満 852,000 ウォン 
1/4 未満 923,000 ウォン 
障害者雇用 0 人 1,166,220 ウォン 
出典：雇用労働部(2014)行政規則「障害者雇用納付金単価」をもとに、著者作成 
 
企業や事業主から徴収した納付金は、「障害者雇用促進及び職業リハビリテーション基
金」で管理しており、負担金収入は義務雇用率を上回る障害者を雇用した企業や事業主支
援制度として奨励金または、障害者雇用の促進に関する事業経費、韓国障害者雇用公団の
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運営経費などに支出されている(表 2-7)。 
 
表 2-7 韓国の障害者雇用納付金による事業主支援制度 
支援制度 内容 
奨励金 
障害者労働者を常時労働者の 20%以上雇用した場合、障害者 1 人に
つき、月額 15 万ウォン～50 万ウォンを支給する。 
雇用支援資金ローン 
障害者雇用に必要な施設・設備の設置または購入にかかる費用と障
害者労働者の通勤自動車購入にかかる費用をローンとして支援す
る。支援限度額は、一つの事業場に対して合計 15 億ウォン、支援
期間は 10 年となっている。ただ、事業主は融資金額 3,000 万ウォ
ン当たりに障害者 1 人を雇用する義務が求められる。 
補助機器支援 
身体機能低下のため、補助機器を必要とする障害者を雇用した事業
主に対して、障害者 1 人につき 300 万ウォン以内、合計 5,000 万ウ
ォン以内相当の各種の補助機器を無料で賃貸する。 
雇用管理費用支援 
重度障害者を雇用した事業主に対して障害者の業務適応能力を向
上させるための手話通訳者、作業指導者を配置する場合にかかる費
用を支援する。支援期間は障害別に1年または3年と異なっており、
支援費用は 6 ヵ月に一回支給している。 
保護作業場設置支援 
障害者 10 人以上または、障害者労働者を常時労働者の 30%以上雇
用した場合支援する。 
出典：著者作成 
 
 2014 年韓国において徴収された障害者雇用納付金は、3,420 億ウォンであり、急速に増
加する傾向を見せており、これは法定雇用率や納付金単価の引き上げによるものである(表
2-8)。 
 
表 2-8 韓国の障害者雇用納付金関係収支状況の推移 
(単位：百万ウォン) 
年度 
障害者雇用納付金の収入 障害者雇用奨励金への支出 
金額 増加率(%) 金額 増加率(%) 
2010 146,086  152,050  
2011 214,384 46.8 129,227 -15.0 
2012 243,466 13.6 128,074 -0.9 
2013 318,777 30.9 139,250 8.7 
2014 341,958 7.3 141,740 1.8 
出典：障害者雇用公団「障害者雇用促進及び職業リハビリテーション基金」(年度別収入と
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支出)をもとに、著者作成 
 
第３節 障害者雇用の現状 
 
1. 障害者の経済活動における現状 
 
 『2015障害者白書』(6)によれば、身体障害、知的障害、精神障害の3区分で障害者数の概
数を見ると、身体障害者393万７千人、知的障害者74万1千人、精神障害者320万１千人と
なっている。複数の障害を併せ持つ者もいるため、単純な合計数にはならないものの、お
よそ国民の6%が何らかの障害を有していることになる。また、各障害別における生産年齢
人口(15歳～64歳までの者で就労して生活費を得ることができる年齢の人口)の割合は、身体
障害者の場合28.8%(111.1万人)、知的障害者の場合65.6%(40.8万人)、精神障害者の場合
59.9%(97.4万人)と推計され、知的障害者と精神障害者の半分以上が生産年齢人口であるこ
とが分かる。 
 障害者の経済活動における量的な状況として、厚生労働省による「平成25年身体障害、
知的障害及び精神障害者就業実態調査」によれば、回答者の各障害別における就職者の割
合は、身体障害者は45.5%、知的障害者は51.9%と半分程度で就職していることが分かる。
しかし、精神障害者のうち就職していると答えた人はわずか28.5%となっており、経済活動
に参加する精神障害者は非常に少ないことが分かる(図2-1)。 
 
図2-1 障害種別における就職状況(日本) 
 
出典：厚生労働省「平成23年度 障害者の就業実態把握のための調査」を参考し著者作成 
 
また、障害者の経済活動における質的な状況として、障害者の貧困率を表す指標である
30 
障害者世帯の生活保護受給率は、2014年28%と10年前の2004年に比べて減少したものの、
高齢者を除いて母子世帯やその他の世帯に比べて多くなっており、障害者の貧困率が高く
なっているといえる(図2-2)。 
 
図2-2 障害者世帯の生活保護受給比率（世帯別構成割合） 
 
出典：厚生労働省「被保護者調査」年次調査 
注1) 高齢者世帯：男女とも65歳以上の者のみで構成された世帯か、これらに18歳未満の者
が加わった世帯 
2) 母子世帯：死別・離別・生死不明及び未婚などにより現に配偶者がいない65歳未満の
女子と18未満のその子のみで構成されている世帯 
3) 障害者世帯：世帯主が障害者加算を受けているか、心身上の障害のため働けない者で
ある世帯 
4) その他の世帯：上記以外の世帯 
 
 一方、「登録障害者の現状」(7)調査によれば、2014年障害人口は249万4千人である。その
うち、精神的な障害者の割合は12.1%と、ほとんどは身体障害者である。障害人口数には、
重複障害者の数も含まれているため、単純な合計数にはならないものの、国民の4.9%が何
らかの障害を有しているといえる。また、障害人口のうち生産年齢人口(15歳~64歳)の割合
は、約55.6%(138万人)であると推計された。 
また、「2014 障害者経済活動実態調査」(8)によれば、15歳以上の障害者のうち、就職し
ている者は90万人と約37.0%が就職している。これを障害別に分けてみると、精神的な障害
者の就職率は約23.1%(6万人)である。各障害種別における就職状況は図2-3に示した。 
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図2-3 障害種別における就労状況(韓国) 
 
出典：Employment Development Institute「2014 障害者経済活動実態調査」 
注 1) 身体障害者(外部)：肢体障害、顔面障害などの外部的な身体障害を有する者 
 2) 身体障害者(内部)：心臓障害、呼吸器障害など内部障害を有する者 
 3) 感覚障害者：視覚障害、聴覚障害、言語障害を有する者 
 4) 精神的障害者：知的障害、精神障害、自閉症障害を有する者 
 
障害者の経済活動における質的な状況として、障害者の貧困率を表す指標である障害者
世帯の生活保護受給率は、2014年21.9%と過去最大値になっており、年々増加傾向をみせ
ている。 
 
図2-4 生活保護受給者のうち障害者世帯の推移 
 
出典：保健福祉部(Ministry of Health & Welfare)「生活保護受給者の現状」 
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2. 企業における障害者雇用の現状 
 
 障害者割当雇用制度に基づいて、2014 年の民間の企業に雇用されている障害者数は、日
本で約 43 万人(実雇用率 1.82%)のとなっており、韓国では約 16 万人(実雇用率 2.5%)と推
計された。一方、民間の企業と同様に、障害者割当雇用制度の対象になっている国の機関
を含む公的機関における実雇用率は、日本で約 2.4%となっており、韓国では 2.9%となって
いることから、企業における障害者雇用率は両国とも低くなっていることが分かる(図 2-5)。 
 
図 2-5 日本と韓国における障害者実雇用率の推移 
 
出典：厚生労働省「平成 26 年障害者雇用状況の集計結果」、韓国雇用労働部「2015 障害者
統計」 
 
1) 規模別における障害者雇用状況 
「平成26年障害者雇用状況の集計結果」(4)によれば、すべての企業規模において障害者雇
用率が増加している。具体的に、常時労働者50～100人未満規模の企業に雇用されている障
害者は、39万人(実雇用率は1.46%)であり、常時労働者100～300人未満規模の企業に雇用さ
れている障害者は、82万人(実雇用率は1.52%)である。また、常時労働者300人～500人未満
の企業には40万人(実雇用率は1.71%)の障害者が雇用されており、500人～1,000人未満では
51万人(実雇用率は1.77%)、1,000人以上の企業では21万人(実雇用率は1.82%)の障害者が雇
用されている。 
しかし、法定雇用率に基づいてみると、すべての企業規模において法定雇用率を達成し
ていないことが分かる(図2-6)。また、法定雇用率達成企業の割合は、50～100人未満が44.1％、
100～300人未満が45.9％、300～500人未満が42.5％、500～1,000人未満が41.7％、1,000
人以上が49.5％となっており、前年に比べて全て増加した。 
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図 2-6 企業規模別における障害者実雇用率（日本, 2014 年度） 
 
出典：厚生労働省「平成 26 年障害者雇用状況の集計結果」 
 
一方、「2014 障害者義務雇用の現状」(9)によれば、常時労働者100人未満規模の企業に
雇用されている障害者は、2万3千人(実雇用率は2.50%)であり、常時労働者100～300人未満
規模の企業に雇用されている障害者は、4万5千人(実雇用率は2.87%)である。また、常時労
働者300人～500人未満の企業には1万4千人(実雇用率は2.64%)の障害者が雇用されており、
500人～1,000人未満では1万9千人(実雇用率は2.66%)、1,000人以上の企業では4万5千人(実
雇用率は2.03%)の障害者が雇用されている。すなわち、法定雇用率を達成する義務のある
常時労働者100人~1,000人未満のすべての企業では、法定雇用率をほぼ達成しており、日本
に比べて法定雇用率を達成している企業が多いといえる。しかし、日本とは相違する点と
して、韓国では1,000人以上の大企業の障害者実雇用率が最も低くなっている(図2-7)。 
 
図 2-7 企業規模別における障害者実雇用率（韓国, 2014 年度） 
 
出典：韓国障害者雇用公団「2014 障害者義務雇用の現状」をもとに、著者作成 
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2) 産業別における障害者雇用状況 
 日本の産業別における障害者実雇用率をみると、「医療・福祉業」で2.17%と最も高く、
その他に、法定雇用率2.0%を達成している産業は「生活関連サービス、娯楽業」のみであ
った。一方、「不動産業、物品賃貸」の実雇用率は1.45%と最も低い水準であることが分か
った。 
韓国では、「その他の個人サービス業」の実雇用率が5.78%と最も高く、そのほかに、法
定雇用率を上回って障害者を雇用している産業は「鉱業」(2.77%)、「電気・ガス・水道事
業」(2.99%)、「環境復興関連業」(3.58%)、「運輸業」(3.62%)、「事業支援サービス業」
(3.54%)、「保健・社会福祉サービス業」(3.3%)などであった。また、「出版、放送及び情
報サービス業」の実雇用率は、1.37%と最も低い水準であり、産業別における実雇用率の偏
差が激しいことが分かる。 
 日本と韓国の産業別における障害者実雇用率をみると、日本では法定雇用率を達成して
いる産業はほとんどみられなく、韓国では、産業別における実雇用率の偏差が激しいこと
が問題として考えられる。また、両国とも製造業に雇用されている障害者の割合が圧倒的
に多くなっていることから、障害者割当雇用制度は、企業に対して障害者雇用を均等化す
る役割を果たしていないことが問題として考えられる。 
 
第 4 節 日本と韓国の企業における障害者雇用の課題 
 
 以上、日本と韓国における障害者割当雇用制度と企業の障害者雇用現状について検討し
た。その結果を踏まえて、企業の障害者雇用に関する問題と課題を以下のように示した。 
第１に、法定雇用率や納付金制度の改正による障害者の雇用促進効果はほとんど見られ
ないという限界がある。日本と韓国では、障害者割当雇用制度を導入・実施しながら、障
害者法定雇用率の引き上げや対象の拡大、障害者雇用納付金の単価調整など、持続的な制
度改正を行ってきた。その結果、企業で雇用された障害者数は少しずつ増加傾向をみせて
いる。しかし、障害認定の拡大や人口の高齢化といった背景により、障害人口は急速に増
加している一方、障害者の就職率は両国ともいまだ半分程度にとどまっており、特に、韓
国における障害者世帯の生活保護受給率は、年々増加していることが分かる。また、日本
と韓国の産業別における障害者実雇用率をみると、日本では法定雇用率を達成している産
業はほとんどみられなく、韓国では、産業別における実雇用率の偏差が激しいことが問題
として考えられる。また、両国とも製造業に雇用されている障害者の割合が集中されてお
り、産業別における障害者雇用促進の効果はほとんどみられないことが問題として考えら
れる。これに対しては、中島・中野・今田（2005）や土橋・尾山（2008）などの先行研究
でも確認できる。中島・中野・今田（2005）の研究では、現行の障害者割当雇用制度が障
害者雇用促進に有効である否かを明らかにするため、現在の制度下でシミュレーション分
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析を行った結果、助成金の引き上げは、障害者雇用と社会収支という点から見てある程度
の効果が見込まれるが、納付金や調整金の引き上げ，法定雇用率の引き上げは，必ずしも
良い効果をもたらさないことを指摘した。また、土橋・尾山（2008）は、一律的に適用さ
れる障害者法定雇用率に関して、業種や職種・規模によって各企業の障害者雇用のための
受け入れ態勢は異なるため、一律雇用率というのは社会的にみれば資源の無駄遣いが生じ
社会厚生を損なうという意味で非効率的であると示した。 
第２に、障害者雇用の維持・管理に関するシステムや情報提供が不十分である問題があ
る。障害者割当雇用制度は、企業に対して障害者雇用を義務づけており、障害者雇用にか
かる経済的な費用を補助金または調整金、奨励金のかたちで支援している。また、職業定
着のために障害者担当職員や職場適応援助者（ジョブコーチ）を配置するように支援して
いる。しかしながら、障害者職業総合センター(2013)の「中小企業における障害者雇用促進
の方策に関する研究」結果からみると、ジョブコーチを活用したいと答えた比率は、常時
労働者 100 人未満の企業で 14.6%、101 人～200 人企業で 15.4%、201 人～300 人企業で
18.8%とほとんどの中小企業ではジョブコーチに対する有効性を感じていないもしくは、ジ
ョブコーチに対する認知度が低いことが分かる。そのため、法定雇用率を達成する前の段
階で、障害者雇用を維持・管理していくための支援対策が必要であり、さらに企業で積極
的かつ能動的に活用可能な支援対策が必要であるといえる。 
以上の障害者割当雇用制度の問題と課題を踏まえて、今後企業に対する障害者雇用を促
進していくためには、障害者割当雇用制度の持続的な改善とともに、企業で障害者雇用を
続けていくことができるような対策が必要であると考えられる。 
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第 3 章 企業が障害者雇用に取り組む姿勢 
―企業の障害者雇用実態に関するアンケート調査を中心に― 
 
第 2 章では、日本と韓国における障害者割当雇用制度と障害者雇用の状況を分析し、制
度の改革及び改正だけでは企業における障害者雇用促進に限界があることを明らかにした。
そこで、第 3 章では、障害者雇用にかかわっている企業を対象として、障害者雇用の実態
調査を行い、日本と韓国における企業の障害者雇用を促進していくために取り組むべき課
題を明らかにした。特に、ここでは、1) 障害者を雇用する理由や 2) 障害者雇用にあたる
懸念及び不安、3) 障害者雇用による経営上の効果に関する評価に焦点を当てて、企業の障
害者雇用の実態を分析し、今後の課題を提案した。 
ただし、時間的・経済的事情、サンプル確保の困難さにより、韓国の企業における障害
者雇用実態調査ができなかったため、韓国における企業の障害者雇用実態に関しては、韓
国障害者雇用公団(日本の独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の障害者就業総合
センターに該当)で調査した「2014 企業における障害者雇用の実態調査(Survey on the 
Employment Status of the Disabled in Business 2014)」(1)結果を用いて分析した。 
 
第 1 節 日本における企業の障害者雇用実態 
 
1. 企業の障害者雇用実態に関するアンケート調査 
 
1) アンケート調査の目的 
本調査では、障害者雇用促進に着目し、企業に対する障害者雇用の実態を明らかにする
ことを目的とした。また、調査結果に基づいて、今後企業の障害者雇用を促進していくた
めに必要な対策を明らかにした。 
 
2) アンケート調査の方法 
(1) 調査対象及び抽出方法 
 東洋経済新報『2015 CSR 総覧』調査に回答した全国の上場企業と主要未上場企業 1,305
社のうち、所在地が不明な会社の一部を除いて、1,292 社を調査対象とした。 
 
(2) 調査方法と調査期間 
調査票による郵送調査を行った。調査期間は、2015 年 01 月 23 日～2015 年 03 月 06 日
であった。また、この調査は、2015 年 01 月 07 日に東北大学大学院経済学研究科の研究倫
理審査委員会の承認を受けて実施した。 
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(3) 調査票の構成及び作成 
 調査票は、「Ⅰ. 障害者雇用の概要」、「Ⅱ. 身体障害者の雇用状況」、「Ⅲ. 知的障害者の雇
用状況」、「Ⅳ. 精神障害者の雇用状況」、「Ⅴ. 障害者雇用上の管理及び評価」、「Ⅵ. 障害者
雇用にあたる懸念及び配慮」と 6 つのパートに構成し、各障害別における雇用状況や労務
管理に関する実情が把握できるように作成した(付録 1)。 
 
2. 企業の障害者雇用実態に関するアンケート調査の結果 
 
1) 回収率及び回答企業の状況 
 1,292 社のうち、122 社からの回答があった(回収率 9.4%)。企業の規模別における回収状
況をみると、従業員 50 人未満の中小企業における回収率が 13.7%と最も高く、従業員 300
人～1,000 人未満の企業で 7.3%と最も少なかった(表 3-1)。 
一方、企業の産業別における回収状況をみると、その他の産業を除いて「卸売り・小売
業」の回収率が 9.5%と「製造業」の回収率が 9.2%と高くなっていた(表 3-2)。 
 
表 3-1 企業の規模別における回収状況 
単位：数、% 
企業規模 調査票配布企業数(構成割合) 回答数(構成割合) 回収率 
従業員 1 人～49 人 73 (5.7%) 10 (8.2%) 13.7% 
従業員 50 人～299 人 282 (21.8%) 32 (26.2%) 11.3% 
従業員300人～999人 397 (30.7%) 29 (23.8%) 7.3% 
従業員 1,000 人以上 540 (41.8%) 51 (41.8%) 9.4% 
合計 1,292 (100.0%) 122 (100.0%) 9.4% 
出典：著者分析結果 
 
表 3-2 企業の産業別における回収状況 
単位：数、% 
産業区分 調査票配布企業数(構成割合) 回答数(構成割合) 回収率 
卸売り・小売業 242 (18.7%) 23 (18.9%) 9.5% 
サービス業 1) 105 (8.2%) 6 (4.9%) 5.7% 
その他産業 2) 338 (26.2%) 37 (30.3%) 10.9% 
製造業 3) 607 (46.9%) 56 (45.9%) 9.2% 
合計 1,292 (100.0%) 122 (100.0%) 9.4% 
出典：著者分析結果 
注 1) サービス業は、「学術研究，専門・技術サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「生
活関連サービス業，娯楽業（家事サービス業を除く）」、「複合サービス事業」、「サービ
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ス業（他に分類されないもの）（外国公務を除く）」を含む。 
2) その他産業は、「農林漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「電気・ガス・
熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「金融業，保険業」、「不動産業，
物品賃貸業」、「教育，学習支援業」、「医療・福祉」、「銀行業」を含む。 
3) 製造業は、「食料品・たばこ」、「繊維・衣服」、「木材・家具」、「パルプ・紙・印刷」、
「化学工業」、「窯業・土石」、「鉄鋼」、「非鉄金属」、「金属製品」、「電気機材」、「その
他機械」、「その他製品」を含む。 
 
2) 障害者雇用の状況 
 調査結果、122 社のうち障害者を雇用していると答えた企業の割合は 86.1%(n=103)とほ
とんどの企業で障害者を雇用していた。また、障害者雇用の可否を企業規模別にみると、
従業員 300 人以上の大企業では 90%以上の企業で障害者を雇用しており、企業の規模が大
きくなるとともに、障害者を雇用する企業の割合も多くなる傾向がみえた (図 3-1)。 
 
図 3-1 企業規模別における障害者雇用の可否 
 
出典：著者分析結果 
 
 図 3-1 のような調査結果に基づいて、企業規模と障害者雇用の可否の関係を検証するため
に、企業規模と障害者雇用の可否についてクロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、
χ2 = 46.832、p 値=0.000 であり、統計的に有意な差が検証された(表 3-3)。 
すなわち、企業規模によって障害者雇用の可否が異なり、企業規模が大きくなるととも
に、障害者を雇用する可能性が高くなるといえる。 
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表 3-3 企業規模と障害者雇用の可否に関するクロス集計結果 
 
障害者雇用の可否 
合計 
雇用している 雇用していない 
企 
業 
規 
模 
1~49 人 
度数 2 8 10 
規模の % 20.0% 80.0% 100.0% 
50~299 人 
度数 25 7 32 
規模の % 78.1% 21.9% 100.0% 
300~999 人 
度数 28 1 29 
規模の % 96.6% 3.4% 100.0% 
1,000 人以上 
度数 50 1 51 
規模の % 98.0% 2.0% 100.0% 
合計 
度数 105 17 122 
規模の % 86.1% 13.9% 100.0% 
カイ 2 乗検定 χ2 = 46.832、p= 0.000 
出典：著者分析結果 
 
また、産業別における障害者雇用の可否状況をみると、すべての産業の 80%以上が障害
者を雇用していると答えており、そのうち製造業ではおよそ 92.9%が障害者を雇用してい
ると答えた(図 3-2)。 
 
図 3-2 企業産業別における障害者雇用の可否 
 
出典：著者分析結果 
 
 図 3-2 の調査結果に基づいて、企業の産業と障害者雇用の可否の関係を検証するために、
企業の産業と障害者雇用の可否についてクロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、
χ2 = 4.243、p 値=0.236 であり、統計的に有意な差は検証できなかった(表 3-4)。 
すなわち、企業の産業に関係なく、障害者を雇用する企業が多くなっていることが分か
った。 
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表 3-4 企業産業と障害者雇用の可否に関するクロス集計結果 
 
障害者雇用の可否 
合計 
雇用している 雇用していない 
企 
業 
産 
業 
卸売業・小売業 
度数 19 4 23 
規模の % 82.6% 17.3% 100.0% 
サービス業 
度数 5 1 6 
規模の % 83.3% 16.7% 100.0% 
その他の産業 
度数 29 8 37 
規模の % 78.4% 21.6% 100.0% 
製造業 
度数 52 4 56 
規模の % 92.9% 7.1% 100.0% 
合計 
度数 105 17 122 
規模の % 86.1% 13.9% 100.0% 
カイ 2 乗検定 χ2 = 4.243、p= 0.236 
出典：著者分析結果 
 
3) 障害者を雇用する理由 
 障害者を雇用している企業に対して障害者を雇用する理由を調査した結果、障害者を雇
用する最も大きな理由は「法定雇用率を達成するために(52.9%)」であった。続いては、「社
会的な責任を遂行するために(34.6%)」障害者雇用に取り組む企業の割合が多くなっていた。 
 障害者雇用の理由を企業規模別にみると、従業員 300 人未満の中小企業では「業務上の
必要のために」障害者を雇用すると答えた企業の割合が多くなっている一方、従業員 300
人以上の大企業では、「法定雇用率を達成するために」または「社会的責任を遂行するため
に」障害者を雇用すると答えた企業の割合が多くなっていた(図 3-3)。特に、「業務上の必要
のために」障害者を雇用すると答えた企業の割合は、企業規模が大きくなるとともに、減
少する傾向がみられた。 
 
図 3-3 企業規模別における障害者雇用の理由(1 位のみ) 
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出典：著者分析結果 
 
図 3-3 のような調査結果に基づいて、「企業規模」と「障害者雇用の理由」の関係を検証
するために、クロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、χ2 = 9.086、p 値=0.429 で
あり、統計的に有意な差は検証されなかった(表 3-5)。 
すなわち、企業規模が小さいほど「業務上の必要のために」障害者を雇用するとはいえ
ない。また、企業規模に関係なく、障害者を雇用する際に「法定雇用率を達成」と「社会
的な責任を遂行」は、最も主な根拠になることが分かった。 
 
表 3-5「企業規模」と「障害者雇用の理由」のクロス集計結果 
 
障害者雇用の理由 
合計 法定雇用率
を達成する
ために 
自社の社会
的責任を遂
行するため
に 
障害者でも
できる仕事
があり、業務
上の必要の
ために 
その他 
企 
業 
規 
模 
1~49 人 
度数 0 1 1 0 2 
規模の % 0.0% 50.0% 50.0% 0.0% 100.0% 
50~299 人 
度数 12 8 4 1 25 
規模の % 48.0% 32.0% 16.0% 4.0% 100.0% 
300~999人 
度数 18 8 2 0 28 
規模の % 64.3% 28.6% 7.1% 0.0% 100.0% 
1,000 人以
上 
度数 25 19 3 2 49 
規模の % 51.0% 38.8% 6.1% 4.1% 100.0% 
合計 
度数 55 36 10 3 104 
規模の % 52.9% 34.6% 9.6% 2.9% 100.0% 
カイ 2 乗検定 χ2 = 9.086、p= 0.429 
出典：著者分析結果 
 
続いて、障害者雇用の理由を企業の産業別にみると、障害者を雇用する理由のうち、特
に「法定雇用率を達成するために」と「企業の社会的責任を遂行するために」障害者を雇
用すると答えた企業の割合は、企業産業によって非常に大きな差がみられた。具体的には、
製造業のうち 67.3%は「法定雇用率を達成するために」障害者雇用を雇用すると答えてい
る一方、卸売業・小売業とサービス業の場合には、法定雇用率を達成するよりも、「企業の
社会的責任を遂行するために(55.6%)」障害者を雇用すると答えた企業の割合が最も多くな
っていた(図 3-4)。 
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図 3-4 企業産業別における障害者雇用の理由(1 位のみ) 
 
出典：著者分析結果 
 
図 3-4 のような調査結果に基づいて、「企業産業」と「障害者雇用の理由」の関係を検証
するために、クロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、χ2 = 17.236 と p 値=0.045
であり、統計的に有意な差が検証された(表 3-6)。 
すなわち、企業の産業によって障害者を雇用する理由が異なり、卸売業・小売業とサー
ビス業では、法定雇用率のような制度的な強制よりも企業の社会的責任の観点から自発的
に障害者を雇用しているといえる。 
 
表 3-6 「企業産業」と「障害者雇用の理由」のクロス集計結果 
 
障害者雇用の理由 
合計 法定雇用率
を達成する
ために 
自社の社会
的責任を遂
行するため
に 
障害者でもでき
る仕事があり、
業務上の必要の
ために 
その他 
企 
業 
産 
業 
卸売業・ 
小売業 
度数 5 10 3 0 18 
産業の % 27.8% 55.6% 16.7% .0% 100.0% 
サービス
業 
度数 1 2 1 1 5 
産業の % 20.0% 40.0% 20.0% 20.0% 100.0% 
その他の
産業 
度数 14 11 3 1 29 
産業の % 48.3% 37.9% 10.3% 3.4% 100.0% 
製造業 
度数 35 13 3 1 52 
産業の % 67.3% 25.0% 5.8% 1.9% 100.0% 
合計 
度数 55 36 10 3 104 
産業の % 52.9% 34.6% 9.6% 2.9% 100.0% 
カイ 2 乗検定 χ2 = 17.236, p= 0.045 
出典：著者分析結果 
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 以上のような分析結果に基づいてみると、「障害者法定雇用率の達成」と「企業の社会的
責任の遂行」は、障害者を雇用するうえで最も重要な役割を果たしているといえる。特に、
サービス業や卸売業・小売業において「企業の社会的責任の遂行」は、障害者を雇用する
際に最も重要な理由になっていることいえる。 
 
4) 障害者雇用にあたっての懸念 
障害者を雇用していない企業に対して、障害者雇用にあたる懸念について調査した結果、
「障害者の職場適応」について懸念していると答えた企業の割合は 83.8%と最も多くなっ
ていた。続いては、「健常者労働者の納得(52.5%)」や「障害者の作業態度(40.4%)」のよう
な不安によって障害者を雇用していないことが分かった。 
一方、「障害者雇用による経営上の成果」に関して懸念していると答えた企業は、9.1%し
かなかった。これは、障害者未雇用企業では、障害者雇用が経営上に及ぼす不定的な影響
について懸念していないわけではなく、障害者雇用が経営上に及ぼす肯定的な影響に関す
る認識が弱いため、「障害者雇用による経営上の成果」が示す具体的な意味を理解していな
いと考えられる。 
 障害者雇用にあたる懸念を企業規模別にみると、従業員 50 人未満の小規模企業では「施
設設備やそれにかかる費用(60.0%)」について懸念していると答えた企業が最も多くなって
いた。特に、「障害者の職場適応」に関する懸念を企業規模別にみたところ、従業員 50 人
以上の企業では、80%以上が懸念しているものの、従業員 50 人未満の小規模企業では「障
害者の職場適応」に関する懸念が圧倒的に低くなっていた (図 3-5)。 
 
図 3-5 企業規模別にみた障害者雇用にあたる懸念(複数回答) 
 
出典：著者分析結果 
 
図 3-5 のような調査結果に基づいて、「企業規模」と「障害者の職場適応に関する懸念の
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有無」の関係を検証するために、クロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、χ2 = 16.321、
p 値=0.001 であり、統計的に有意な差が検証された(表 3-7)。 
すなわち、従業員 50 人未満の小規模企業では障害者の職場適応に関する懸念よりは、障
害者雇用による追加コストに関して懸念されている企業の割合が多くなっている一方、企
業規模が 50 人以上のすべての企業では、障害者雇用による追加コストよりは、障害者に対
する健常者の理解に関する不安を含めて、障害者が職場に適応できるかに関して懸念され
ていることが分かった。 
 
表 3-7「企業規模」と「障害者の職場適応に関する懸念の有無」のクロス集計結果 
 
障害者の職場適応に関する懸念 
合計 
なし あり 
企業規模 
1~49 人 
度数 4 1 5 
規模の % 80.0% 20.0% 100.0% 
50~299 人 
度数 4 19 23 
規模の % 17.4% 82.6% 100.0% 
300~999 人 
度数 3 23 26 
規模の % 11.5% 88.5% 100.0% 
1,000 人以上 
度数 5 40 45 
規模の % 11.1% 88.9% 100.0% 
合計 
度数 16 83 99 
規模の % 16.2% 83.8% 100.0% 
カイ 2 乗検定 χ2 = 16.321 p= 0.001 
出典：著者分析結果 
 
また、企業の産業別にみると、サービス業においては「障害者の労働意欲・作業態度
(75.0%)」に関して懸念していると答えた企業の割合が、他の産業に比べて多くなっていた
(図 3-6)。 
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図 3-6 企業産業別にみた障害者雇用にあたる懸念(複数回答) 
 
出典：著者分析結果 
 
図 3-6 のような調査結果にもとづいて、企業産業と「障害者の職場適応に関する懸念の有
無」の関係を検証するために、クロス集計とカイ２乗検定を行った。その結果、χ2 = 3.737、 
p 値= 0.291 であり、統計的に有意な差は検証されなかった(表 3-8)。 
すなわち、障害者を雇用していない企業では、産業に関わらず、障害者に対する健常者
の理解に関する不安や障害者のコミュニケーション能力及び対人関係などによる障害者の
職場適応に関して懸念されているといえる。 
 
表 3-8「企業の産業」と「障害者の作業態度に関する懸念の有無」のクロス集計結果 
 
障害者の作業態度に関する懸
念 合計 
なし あり 
企業の産
業 
卸売業・小売業 
度数 9 9 18 
産業の % 50.0% 50.0% 100.0% 
サービス業 
度数 1 3 4 
産業の % 25.0% 75.0% 100.0% 
その他の産業 
度数 18 11 29 
産業の % 62.1% 37.9% 100.0% 
製造業 
度数 32 16 48 
産業の % 66.7% 33.3% 100.0% 
合計 
度数 60 39 99 
産業の % 60.6% 39.4% 100.0% 
カイ 2 乗検定 χ2 = 3.737,  p= 0.291 
出典：著者分析結果 
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5) 障害者雇用による経営上のメリット及び効果 
 障害者雇用による経営上のメリットや効果について調査した結果、障害者雇用の効果と
して「法定雇用率の達成(87.5%)」と「企業のイメージ改善(65.4%)」を評価すると答えた企
業の割合が多くなっていた。続いては、「健常者労働者のモラルやスキル向上(34.6%)」や「障
害者と健常者の分業による業務上の効率性の向上(30.8%)」に対して評価すると答えた企業
の割合が多くなっていた。 
このことから、障害者を雇用している企業では、障害者雇用によって実際に「企業のイ
メージ改善の効果」や「分業による業務上の効率向上の効果」、「健常者のモラルやスキル
向上の効果」があると評価していることが分かった(図 3-7)。 
一方、図 3-7 からみても分かるように、従業員 50 人未満の小規模企業では、「人事管理
の向上による組織内の安定性の向上」と「労働者たちのコミュニケーション能力向上」に
ついて評価する企業の割合が多くなっていた。 
 
 
図 3-7 企業規模別における障害者雇用のメリット及び効果(複数回答) 
 
出典：著者分析結果 
 
図 3-7 のような調査結果に基づいて、「企業規模」と「人事管理の向上による組織内の安
定性」、「労働者たちのコミュニケーションの能力向上」に関する評価可否の関係を検証す
るために、クロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、最初に「企業規模」と「人事
管理の向上による組織内の安定性」効果の評価可否の関係について分析した結果、χ2 = 
12.533 と p 値= 0.006 であり、統計的に有意な差が検証された(表 3-9)。すなわち、従業員
50 人未満の小規模企業では障害者を雇用することによって全般的な人事管理のスキルが向
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上され、組織内の安定性につながると評価しているといえる。 
続いて、「企業規模」と「労働者たちのコミュニケーションの能力向上」に関する評価
可否の関係について分析した結果、χ2 = 3.987 と p 値= 0.263 であり、統計的に有意な差
は検証されなかった(表 3-9)。すなわち、企業規模に関係なく、障害者雇用によって労働者
たちのコミュニケーション能力が向上されたと評価する企業は 24.0%程度であるといえる。 
 
表 3-9 「企業の規模」と「人事管理の向上による組織内の安定性」、「労働者たちのコミュ
ニケーションの能力向上」効果の有無に関するクロス集計結果 
 
組織内の安定性向
上の効果 合計 
労働者たちのコミュニ
ケーションの能力向上 合計 
なし あり なし あり 
企
業
規
模 
1~49 人 
度数 1 1 2 1 1 2 
規模の % 50.0% 50.0% 100.0% 50.0% 50.0% 100.0% 
50~299 人 
度数 25 0 25 22 3 25 
規模の % 100.0% 0.0% 100.0% 88.0% 12.0% 100.0% 
300~999 人 
度数 27 1 28 22 6 28 
規模の % 96.4% 3.6% 100.0% 78.6% 21.4% 100.0% 
1,000 人以上 
度数 47 2 49 34 15 49 
規模の % 95.9% 4.1% 100.0% 69.4% 30.6% 100.0% 
合計 
度数 100 4 104 79 25 104 
規模の % 96.2% 3.8% 100.0% 76.0% 24.0% 100.0% 
カイ 2 乗検定 χ2 = 12.533, p= 0.006 χ2 = 3.987, p= 0.263 
出典：著者分析結果 
 
 また、企業産業別における調査結果をみると、特にサービス業では他の産業に比べて、
障害者雇用による「労働者たちのコミュニケーション能力向上(50.0%)」と「障害者と健常
者の分業による業務上の効率性の向上(75.0%)」について評価すると答えた企業の割合が多
くなっていた(図 3-8)。 
 
49 
図 3-8 企業産業別における障害者雇用のメリット及び効果(複数回答) 
 
出典：著者分析結果 
 
図 3-8 のような調査結果に基づいて、企業の産業と「労働者たちのコミュニケーション能
力向上」「障害者と健常者の分業による業務上の効率性の向上」効果に関する評価可否の関
係について検証するために、クロス集計とカイ 2 乗検定を行った。最初に「企業産業」と
「労働者たちのコミュニケーション能力向上」効果の評価可否の関係について分析した結
果、χ2 = 5.167 と p 値= 0.160 であり、統計的に有意な差は検証されなかった。また、「障
害者と健常者の分業による業務上の効率性の向上」との関係について分析した結果、χ2 = 
5.780 と p 値= 0.123 であり、統計的に有意な差は検証されなかった(表 3-10)。 
すなわち、障害者を雇用している企業では、産業に関係なく、法定雇用率の達成効果と
社会的なイメージ改善効果について評価していることが分かった。 
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表 3-10 企業産業と「労働者たちのコミュニケーション能力向上」「障害者と健常者の分業
による業務上の効率性の向上」効果の有無に関するクロス集計結果 
 
労働者たちのコミュ
ニケーション能力の
向上効果 合計 
業務上の効率性の向
上効果 合計 
なし あり なし あり 
産
業 
卸売業・ 
小売業 
度数 14 5 19 11 8 19 
産業の% 73.7% 26.3% 100.0% 57.9% 42.1% 100.0% 
サービス業 
度数 2 2 4 1 3 4 
産業の % 50.0% 50.0% 100.0% 25.0% 75.0% 100.0% 
その他の 
産業 
度数 26 3 29 22 7 29 
産業の % 89.7% 10.3% 100.0% 75.9% 24.1% 100.0% 
製造業 
度数 37 15 52 38 14 52 
産業の % 71.2% 28.8% 100.0% 73.1% 26.9% 100.0% 
合計 
度数 79 25 104 72 32 104 
産業の % 76.0% 24.0% 100.0% 69.2% 30.8% 100.0% 
カイ 2 乗検定 χ2 = 5.167, p=.160 χ2=5.780, p=.123 
出典：著者分析結果 
 
6) 障害者雇用による成果管理及び評価 
 障害者雇用による経営上のあらゆる効果や成果などに関する評価・管理について調査し
た結果、成果評価を行っている企業は 35.3%となっていた。企業規模別にみると、従業員
1,000 以上の大企業では約 49%が評価・管理していると答えており、他の企業規模に比べて
多くの企業が評価・管理していることが分かった。一方、産業別にみると、サービス業で
は 75.0%が評価・管理しており、他の産業に比べて障害者雇用による成果評価・管理を行
っていることが分かった(表 3-11)。 
 
表 3-11 障害者雇用による成果評価・管理の実施可否 (複数回答) (n=102) 
区分 
評価・管理している 評価・管理していない 
企業数数 割合 企業数数 割合 
全体 36 35.5% 66 64.7% 
企
業
規
模 
従業員 1~49 人 0 0.0% 2 100.0% 
従業員 50 人～299 人 5 20.0% 20 80.0% 
従業員 300 人～999 人 8 28.5% 20 71.4% 
従業員 1,000 人以上 23 48.9% 25 51.1% 
企 卸売業・小売業 5 26.3% 14 73.7% 
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業
産
業 
サービス業 3 75.0% 1 25.0% 
その他の産業 11 37.9% 18 62.1% 
製造業 17 34.0% 33 66.0% 
出典：著者分析結果 
 
また、障害者雇用による成果を評価・管理している企業に対して、評価の形態(どのよう
に評価・管理しているか)について調査した結果、「CSR の一部として評価・管理している
(64.1%)」企業の割合が最も多くなっていた。その他の評価形態としては、「社内で自己評価・
管理している(30.8%)」企業の割合が多くなっていた。一方、「自社に係るステークホルダー
による外部評価を行っている(7.7%)」「障害者雇用及び就労関係の第 3 者機関による評価を
行っている(2.5%)」といった外部評価を受けている企業はほとんどなかった。 
企業規模別にみると、特に従業員 1,000 人以上の大企業では、ほとんど「CSR の一部と
して評価・管理している(72.0%)」企業が多くなっていた。さらに、一部ではあるが「自社
に係るステークホルダーによる外部評価を行っている(12.0%)」「障害者雇用及び就労関係の
第 3 者機関による評価を行っている(4.0%)」企業があり、従業員 1,000 人未満のすべての企
業に比べて外部評価や第 3 者評価にも積極的に取り組んでいることが分かった(図 3-9)。 
 
図 3-9 企業規模別にみた障害者雇用の成果評価の形態(複数回答) 
 
出典：著者分析結果 
 
企業産業別にみると、特に製造業では、「自社に係るステークホルダーによる外部評価を
行っている(15.8%)」「障害者雇用及び就労関係の第 3 者機関による評価を行っている
(5.3%)」企業があり、他の産業に比べて外部評価も積極的に受けていることが分かった(図
3-10)。 
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図 3-10 企業産業別にみた障害者雇用の成果評価の形態(複数回答) 
 
出典：著者分析結果 
 
以上、日本における障害者雇用企業実態した結果に基づいて、企業規模と企業産業別に
おける 1)障害者を雇用する理由、2) 障害者雇用にあたる懸念及び不安、3) 障害者雇用によ
る経営上の効果及びメリットに関する評価、4) 障害者雇用による成果評価に関して分析し
た。 
最初に、企業の規模や産業に関わらず、障害者を雇用するうえで最も大きな根拠になる
理由は「法定雇用率の達成」と「企業の社会的責任の遂行」であることが分かった。特に、
卸売業・小売業とサービス業においては、企業の社会的責任の遂行が最も重要な理由とな
っていることが分かった。 
 また、障害者を雇用していない企業に対して、「障害者の職場適応」に関する懸念は、最
も大きく、これは企業の規模が大きくなるとともに多くなることが分かった。続いては、「障
害者に対する健常者社員の納得への懸念」と「障害者の労働意欲や作業態度に関する懸念」、
「障害者雇用管理に関する懸念」が多くなっていた。これは、障害者を雇用していない企
業では、企業規模や産業に関わらず、障害者を雇用することが健常者社員を含めて、組織
内の経営管理全般に及ぼす不定的な影響に関して懸念されているといえる。 
一方で、実際に障害者を雇用している企業では、企業の規模や産業に関わらず、組織管
理及び組織経営の観点から「社員のモラルやスキル向上」や「分業による業務上の効率向
上」、「社員間のコミュニケーション能力向上」といった効果があると評価していることが
分かった。特に、従業員 50 人未満の小規模企業では、「人事管理の向上による組織内の安
定性の向上」についても評価していることが分かった。 
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第 2 節 韓国における企業の障害者雇用実態 
―韓国の「2014 企業における障害者雇用の実態調査(Survey on the 
Employment Status of the Disabled in Business 2014)」の調査結果
を中心に― 
 
以上で日本の障害者雇用企業の実態として、1)障害者を雇用する理由、2) 障害者雇用に
あたる懸念及び不安、3) 障害者雇用による経営上の効果及びメリットに関する評価、4) 障
害者雇用による成果評価に関して分析した。ここでは、韓国の障害者雇用企業の実態とし
て 1)障害者を雇用する理由、2) 障害者雇用にあたる懸念及び不安、3) 障害者雇用による経
営上の効果及びメリットに関する評価について分析する。 
ただし、上述したように、時間的・経済的事情、サンプル確保の困難さにより、韓国の
企業における実態調査ができなかったため、韓国における企業の障害者雇用実態に関して
は、韓国障害者雇用公団(日本の独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の障害者就
業総合センターに該当)で調査した「2014 企業における障害者雇用の実態調査(Survey on 
the Employment Status of the Disabled in Business 2014)」結果を用いて分析する。 
 
1.  「2014 企業における障害者雇用の実態調査」の概要 
 
1) 調査の目的 
 本調査は 2 年ごとに行われており、韓国の企業における障害者雇用のあらゆる実態を把
握することを目的としている。そのため、1)常時労働者 1 人以上の企業における障害者雇用
の現状、2)常時労働者 5 人以上の企業に対する障害者の採用(社員募集、採用計画など)、人
事・労務管理、業務環境、教育訓練、雇用に対する認識、企業の財務状況を明らかにした。 
 
2) 調査の方法 
(1) 調査対象及び抽出方法 
 本調査では、1)基本調査(障害者労働者及び障害者を雇用する企業の全般的な状況調査)と
2)雇用要因調査(障害者雇用に影響を及ぼす要因調査)を行った。基本調査の対象は常時労働
者 1人以上の企業 30,060社であり、雇用要因調査の対象は常時労働者 5人以上の企業 6,392
社(障害者雇用企業：5,074 社、障害者未雇用企業：1,318 社)である。 
 調査対象は、韓国統計局(Statistics Korea)で公表している「2012 年の企業名簿」と「2012
年の全国事業体調査」の 2 つの統計資料に基づいて、重複する企業を除いて抽出された。 
 
(2) 調査方法と調査期間 
基本調査と雇用要因調査は、両方ともオンライン・FAX による設問紙調査で行われた。
基本調査の調査期間は、2014 年 5 月～8 月(3.5 ヵ月)であり、雇用要因調査の調査期間は、
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2014 年 6 月～8 月(2.5 ヵ月)である。 
調査機関は、雇用労働部(Ministry of Employment and Labor)、韓国障害者雇用公団雇
用開発院(Employment Development Institute)である。 
 
3) 設問紙構成及び調査内容 
 基本調査のための設問紙は、常時労働者 1 人以上の企業を対象として、規模別、産業別、
企業の形態別における雇用された障害者の数や障害者雇用企業の数を把握するための設問
項目で構成された。 
 雇用要因調査のための設問紙は、常時労働者 5 人以上の企業を対象として、障害者の募
集・採用、採用計画、人事・労務管理、業務環境、教育訓練、障害者雇用に対する満足度、
障害者雇用に関する認識、障害者雇用にあたっての懸念、財務情報などを把握するための
設問項目で構成された。 
 
2.  「2014 企業における障害者雇用の実態調査」の結果 
  
ここでは、「2014 企業における障害者雇用の実態調査」のうり、主に雇用要因調査の結
果に基づいて分析する。 
 
1) 回収率及び回答企業の状況 
 雇用要因調査のうち、障害者雇用企業における回収率は、85.7%(5,932 社のうち 5,074 社)
であった。企業規模別における回収率をみると、常時労働者 50 人～99 人規模の企業の回収
率が 95.4%と最も高くなっていた。また、企業産業別における回収率はほとんど 80%以上
と高くなっていた(表 3-12)。 
一方、障害者未雇用企業における回収率は 10.0%(13,215 社のうち 1,318 社)であり、障
害者雇用企業の回収率に比べて非常に低くなっていた。企業規模別における回収率をみる
と、常時労働者 50 人～99 人規模の企業の回収率が 85.6%と最も高くなっていた。また、
企業産業別における回収率をみると、特にサービス業の回収率が 13.6%と高くなっていた。 
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表 3-12 「2014 企業における障害者雇用の実態調査」の回収企業の状況 
区分 質問紙配布企業数 回収数(回収率) 
障害者雇用企業 
企業規模 
5~9 人 255 170  (66.7%) 
10~49 人 840 595  (70.8%) 
50~99 人 1,005 959  (95.4%) 
100~299 人 2,825 2,491  (88.2%) 
300 人以上 1,007 859  (85.3%) 
企業産業 
卸売業・小売業 423 342  (80.9%) 
サービス業 1) 1,748 1,498  (85.7%) 
その他産業 2) 2,149 1,862  (86.6%) 
製造業 3) 1,630 1,372  (84.2%) 
合計 5,923 5,074  (85.7%) 
障害者未雇用企業 
企業規模 
5~9 人 5,244 237  (4.5%) 
10~49 人 6,945 249 (3.9%) 
50~99 人 595 509 (85.6%) 
100~299 人 379 301 (79.4%) 
300 人以上 34 22 (64.7%) 
企業産業 
卸売業・小売業 2,236 199 (8.9%) 
サービス業 1) 2,994 406  (13.6%) 
その他産業 2) 3,456 294 (8.5%) 
製造業 3) 4,529 419 (9.3%) 
合計 13,215 1,318 (10.0%) 
出典：「2014 企業における障害者雇用の実態調査」をもとに、著者作成 
注：1) サービス業は、「教育サービス業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「出版、映像、放送
通信及び情報サービス業）」、「専門サービス業(科学・技術サービス)」、「事業施設及び
事業支援サービス業」を含む。 
2) その他産業は、「農林漁業」、「鉱業，採石業，砂利採取業」、「建設業」、「電気・ガス・
熱供給・水道業」、「情報通信業」、「運輸業，郵便業」、「金融業，保険業」、「不動産業，
物品賃貸業」、「教育，学習支援業」、「医療・福祉」、「銀行業」を含む。 
3) 製造業は、「食料品・たばこ」、「繊維・衣服」、「木材・家具」、「パルプ・紙・印刷」、
「化学工業」、「窯業・土石」、「鉄鋼」、「非鉄金属」、「金属製品」、「電気機材」、「その
他機械」、「その他製品」を含む。 
 
2) 障害者雇用の状況 
 常時労働者 5 人以上の企業に雇用されている障害者は約 13 万 6 千人と推計されており、
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そのうち、92.7%が正規労働者として雇用されていることが分かる。男女別にみると、女性
よりも男性の割合が約 5%多くなっている。非正規労働者として雇用されている障害者のう
ちには、男性よりも女性の割合が半分程度で多くなっている(表 3-13)。 
 
表 3-13 常時労働者 5 人以上の企業における障害者雇用の状況(韓国―雇用形態別) 
区分 
男性労働者 女性労働者 合計 
人数 割合 人数 割合 人数 割合 
正規 104,974 93.7% 21,997 88.2% 126,971  92.7% 
非正規 7,018 6.3% 2,956 11.8% 9,974  7.3% 
合計 111,992 100.0% 24,953 100.0% 136,946  100.0% 
出典：「2014 企業における障害者雇用の実態調査」をもとに、著者作成 
 
一方、厚生労働省の「平成 25 年度障害者雇用実態調査結果」によれば、日本における従
業員 5 人以上の事業所 8,673 社に雇用されている障害者は 63 万 1,000 人であり、そのうち
正規社員として雇用されている障害者の割合は、身体障碍者のうち 55.9%、知的障害者の
うち 18.8%、精神障害者のうち 40.8%である(表 3-14)。この調査結果からみても、日本に比
べて韓国の企業では、障害者を正規雇用の形態で雇用していることが分かる。 
 
表 3-14 従業員 5 人以上の事業所における障害者雇用の状況(日本―雇用形態別) 
区分 
身体障害者 知的障害者 精神障害者 
人数 割合 人数 割合 人数 割合 
正規 242,047 55.9% 28,050 18.8% 19,584 40.8% 
非正規 189,221 43.7% 121,950 81.2% 28,272 58.9% 
無回答 1,732 0.4% 0 0.0% 144 0.3% 
合計 433,000 100.0% 150,000 100.0% 48,000 100.0% 
出典：厚生労働省(2014) 平成 25 年度障害者雇用実態調査結果をもとに、著者作成 
 
 次に、障害者労働者の主な職務をみると、「単純作業(28.2%)」に勤めている障害者の割合
が最も多く、続いて「技術的な職務(17.5%)」「事務職務 16.1%)」「サービス職務(13.9%)」
と多くなっていた(表 3-15)。 
 
表 3-15 常時労働者 5 人以上の企業における障害者雇用の状況(職務別) 
単位：人、%  
区分 
合計 男性労働者 女性労働者 
人数 割合 人数 割合 人数 割合 
57 
管理職 5,734 4.2 5,199 4.6 536 2.1 
専門職 9,041 6.6 7,895 7.0 1,146 4.6 
事務職 22,071 16.1 17,578 15.7 4,493 18.0 
サービス職 19,008 13.9 14,088 12.6 4,919 19.7 
販売職 3,341 2.4 2,340 2.1 1,002 4.0 
農・林・漁業職 400 0.3 362 0.3 38 0.2 
技術職 23,907 17.5 21,405 19.1 2,501 10.0 
機械・機材など
の組立職 
14,883 10.9 13,462 12.0 1,422 5.7 
単純作業 38,561 28.2 29,663 26.5 8,897 35.7 
合計 136,946 100.0 111,992 100.0 24,953 100.0 
出典：著者分析結果 
 
3) 障害者を雇用する理由 
 障害者を雇用する理由(1 位)について調査した結果、「法定雇用率を達成するために
(40.9%)」障害者を雇用すると答えた企業の割合が最も多く、続いて「障害に関わらず業務
上の必要によって(30.4%)」障害者を雇用する企業の割合が多くなっていた。一方、「企業の
社会的なイメージ改善のために(6.9%)」障害者を雇用する企業の割合は最も低く、日本の調
査結果とは異なる結果がみられた(図 3-11)。 
 
図 3-11 障害者雇用の理由(1 位) 
 
出典：著者分析結果 
 
図 3-11 のような調査結果に基づいて、「企業規模」と「障害者雇用の理由」の関係を検証
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するために、クロス集計とカイ 2 乗検定と行った。その結果、χ2 =711.570、p 値=0.003
であり、統計的に有意な差が検証された(表 3-16)。 
すなわち、障害者を雇用する理由は企業規模によって異なり、企業規模が大きくなると
ともに「法定雇用率を達成するために」障害者を雇用する企業の割合が多くなるものの、「障
害に関わらず業務上の必要によって」雇用する企業の割合は少なくなることが分かった。 
 
表 3-16 「企業規模」と「障害者雇用の理由」に関するクロス集計結果 
 
障害者雇用の理由 
合計 法定雇用
率の達成
のために 
助成金な
どの事業
主支援を
受給する
ために 
企業の社
会的なイ
メージ改
善のため
に 
障害者に
かかわら
ず業務上
の必要の
ために 
その他 
企業
規模 
5~49 人 
度数 0 158 119 388 72 737 
規模の% 0.0% 21.4% 16.1% 52.6% 9.8% 100.0% 
50~299 人 
度数 1,632 350 178 939 263 3,362 
規模の% 48.5% 10.4% 5.3% 27.9% 7.8% 100.0% 
300~999人 
度数 421 85 39 180 51 776 
規模の% 54.3% 11.0% 5.0% 23.2% 6.6% 100.0% 
1,000 人以
上 
度数 123 14 14 36 12 199 
規模の% 61.8% 7.0% 7.0% 18.1% 6.0% 100.0% 
合計 
度数 2176 607 350 1543 398 5074 
規模の% 42.9% 12.0% 6.9% 30.4% 7.8% 100.0% 
カイ 2 乗検定 χ2 =711.570, p =0.003 
出典：著者分析結果 
 
4) 障害者雇用にあたっての懸念 
 過去 3 年間、障害者を雇用していない企業を対象として障害者雇用にあたっての懸念を
調査した。最初に、障害者の雇用意思について調査した結果、「障害者を雇用する意思がな
い」と答えた企業の割合は 54.9%、「障害者を雇用する意思はあるものの、障害者雇用がで
きない」と答えた企業の割合は 45.1%と、障害者雇用の意思がない企業の割合が若干高く
なっていた。 
 また、「障害者雇用の意思」と「企業規模」の関係を検証するために、クロス集計とカイ
２乗検定を行った。その結果、χ2 =101.563、p 値=0.002 であり、統計的に有意な差が認
められた(表 3-17)。 
すなわち、障害者雇用の意思は企業の規模によって異なり、企業規模が大きくなるとと
もに、障害者を雇用する意思はあるものの、何らかの理由によって雇用することができな
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い企業が増えることが分かった。 
 
表 3-17 「企業規模」と「障害者雇用に対する意思」に関するクロス集計結果 
 
障害者雇用に対する意思 
合計 障害者雇用の意思
がない 
障害者雇用の意思はある
ものの、雇用できない 
企
業
規
模 
5~49 人 
度数 423 184 607 
規模の% 69.7% 30.3% 100.0% 
50~299 人 
度数 294 397 691 
規模の% 42.5% 57.5% 100.0% 
300~999 人 
度数 6 13 19 
規模の% 31.6% 68.4% 100.0% 
1,000 人以上 
度数 0 1 1 
規模の% 0.0% 100.0% 100.0% 
合計 
度数 723 595 1318 
規模の% 54.9% 45.1% 100.0% 
カイ 2 乗検定 χ2 =101.563, p =0.002 
出典：著者分析結果 
 
次に、「障害者の雇用意思がない」企業に対して、障害者雇用にあたっての懸念を調査し
た結果、「障害者に適した業務の開発(61.4%)」と回答した企業の割合が最も多くなっていた。
続いて、「障害者に対する人事管理の難しさ(6.6%)」や「障害者の生産性の低さ(8.2%)」に
関して懸念されている企業の割合が多くなっていた。ここで、「障害者に適した業務がない」
という回答は、業務に対する障害者の遂行能力や達成度といった業務能力に関する不安及
び懸念ともいえる。このような結果から、ほとんどの企業において、障害による業務遂行
能力や業務達成度に不安を最も感じていることが分かった(図 3-12)。 
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図 3-12 障害者雇用にあたっての懸念(「障害者の雇用意思ない」と回答した企業のみ) 
 
出典：著者分析結果 
 
図 3-12 のような調査結果に基づいて、「企業規模」と「障害者雇用にあたっての懸念」
の関係を検証するために、クロス集計とカイ 2 乗検定を行った。その結果、χ2 =10.382、p 
値=0.239 であり、統計的に有意な差は検証されなかった(表 3-18)。 
すなわち、企業規模に関係なく、障害者を雇用していない企業では、障害者の遂行能力
や達成度といった業務能力に合わせた業務を開発することに最も懸念していることが分か
った。 
 
表 3-18 「企業規模」と「障害者雇用にあたる懸念」に関するクロス集計結果(「障害者
の雇用意思ない」と回答した企業のみ) 
 
障害者雇用にあたる懸念 
合計 障害者に適
正した業務 
障害者の生
産性 
人事管理 
危険な業
務が多い 
その他 
企 
業 
規 
模 
5~49 人 
度数 248 37 36 40 60 421 
規模の% 58.9% 8.8% 8.6% 9.5% 14.3% 100.0% 
50~299 人 
度数 187 22 11 30 41 291 
規模の% 64.3% 7.6% 3.8% 10.3% 14.1% 100.0% 
300 人以上 
度数 5 0 0 0 0 5 
規模の% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
合計 
度数 440 59 47 70 101 717 
規模の% 61.4% 8.2% 6.6% 9.8% 14.1% 100.0% 
カイ 2 乗検定 χ2 =10.382, p =0.239 
出典：著者分析結果 
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一方、「障害者の雇用意思はあるが、雇用できない」企業に対して、障害者雇用にあたっ
ての懸念を調査した結果、「障害者に適した業務がない(45.2%)」と回答した企業の割合が最
も多くなっていた。続いては、「障害者の業務能力の低さ(23.5%)」に対して懸念されている
企業の割合が高くなっていた。特に、「障害者の業務能力の低さ」に関して懸念している企
業の割合は、企業規模が大きくなるとともに増加する傾向がみられた(図 3-13)。 
 
図 3-13 障害者雇用にあたっての懸念 
(「障害者の雇用意思はあるが、雇用できない」と回答した企業のみ) 
 
出典：著者分析結果 
 
図 3-13 のような調査結果に基づいて、「障害者の雇用意思はあるが、雇用できない」企
業規模と障害者雇用にあたる懸念の関係を検証するために、クロス集計とカイ 2 乗検定を
行った。その結果、χ2 =36.901、p 値=0.002 であり、統計的に有意な差が検証された(表
3-19)。 
 すなわち、障害者を雇用する意思のある企業の規模によって障害者雇用にあたえる懸念
は異なり、企業規模が大きくなるとともに、障害者に適した業務の開発に関する懸念は減
少する一方、障害者の業務能力の低さに関する懸念は増加することが分かった。 
 
表 3-19 「企業規模」と「障害者雇用にあたる懸念」に関するクロス集計結果(「障害者の
雇用意思はあるが、雇用できない」と回答した企業のみ) 
 
障害者雇用にあたる懸念 
合計 障害者に
適した業
務 
障害者の業
務能力の低
さ 
人事管
理 
危険な業
務が多い 
その他 
企
業
規
5~49 人 
度数 84 21 0 6 70 181 
規模の% 46.4% 11.6% .0% 3.3% 38.7% 100.0% 
50~299 人 度数 179 112 4 17 84 396 
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模 規模の% 45.2% 28.3% 1.0% 4.3% 21.2% 100.0% 
300~999 人 
度数 4 5 0 1 3 13 
規模の% 30.8% 38.5% .0% 7.7% 23.1% 100.0% 
1,000 人以上 
度数 0 1 0 0 0 1 
規模の% 0.0% 100.0% 0.0% 0.0% 0.0% 100.0% 
合計 
度数 267 139 4 24 157 591 
規模の% 45.2% 23.5% .7% 4.1% 26.6% 100.0% 
カイ 2 乗検定 χ2 =36.901, p=0.002 
出典：著者分析結果 
 
5) 障害者雇用による経営上のメリット及び効果（障害者雇用に対する評価） 
(1) 経営上の効果に対する評価 
 障害者を雇用している企業に対して、障害者雇用による経営上の効果を 5 段階(1=まった
く効果がない, 2=効果がない, 3=ふつうである, 4=効果がある, 5=非常に効果がある)に評価
してもらった。障害者雇用による経営上の成果としては、「1. 法定雇用率の達成の効果」、
「2. 補助金などによる財務的な利得」、「3. 企業の社会的責任(CSR)の達成の効果」、「4. 労
働力確保としての効果 」「5. 企業のイメージ改善の効果」の 5 つの項目に対してそれぞれ
評価してもらった。ここでは、障害者雇用による経営上の効果の有無を明確に示すために
2.50 点を基準点として、2.50 点以上であると「効果がある」と解釈し、2.50 点未満である
と「効果がない」と解釈する。 
 最初に、5 つの項目について評価した結果、いずれも平均点数が 2.50 点以上となってお
り、障害者を雇用している企業では、障害者雇用によって「1. 法定雇用率の達成の効果」、
「2. 補助金などによる財務的な利得」、「3. 企業の社会的責任(CSR)の達成の効果」、「4. 労
働力確保としての効果 」、「5. 企業のイメージ改善の効果」があると評価していることが分
かった。また、そのうち、「1. 法定雇用率の達成の効果」に対した平均点数は 3.69 点と最
も高く評価されており、「4. 労働力確保」と「5. 企業のイメージ改善」の効果については
比較的に低く評価されていた (表 3-20)。 
 
表 3-20 障害者雇用による経営上の効果に関する評価 
単位：点数 
  N 最小値 最大値 平均値 標準偏差 
1. 法定雇用率の達成 4,337 1 5 3.69 .766 
2. 補助金などによる財務的な利得 4,690 1 5 3.30 .928 
3. 企業の社会的責任(CSR) 5,074 1 5 3.46 .731 
4. 労働力確保 5,074 1 5 3.30 .766 
5. 企業のイメージ改善 5,074 1 5 3.28 .759 
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有効なケースの数 4,200     
出典：著者分析結果 
 
 次に、企業規模によって経営上の効果に関する評価に差があるかについて検証するため
に、一要因分散分析と多重比較を行って検討した。その結果、「1. 法定雇用率の達成の効果」
を除いて、「2. 補助金などによる財務的な利得」、「3. 企業の社会的責任(CSR)の達成の効果」、
「4. 労働力確保としての効果 」、「5. 企業のイメージ改善の効果」の 4 つの経営上の効果
に関する評価と企業規模間に有意な差が認められた(表 3-21)。 
具体的に、企業規模による評価の格差を比較分析するために、Tukeyによる多重比較を行
った結果、「2. 補助金などによる財務的な利得」と「3. 企業の社会的責任(CSR)の達成の
効果」については、従業員5~49人(1)＜従業員50~299人(2)、従業員5~49人(1)＜従業員
300~999人(3)、従業員5~49人(1)＜従業員1,000人以上(4)であったことから、従業員5~49人
小規模企業に比べて従業員50人以上のすべての企業規模で、補助金などによる財務的な利
得と企業の社会的責任(CSR)の達成の効果を高く評価していることが分かった。 
続いて、「4. 労働力確保としての効果」について企業規模別に多重比較した結果、従業員
5~49人(1)＜従業員50~299人(2)、従業員300~999人(3)＜従業員50~299人(2)であったことか
ら、労働力確保の効果については、企業の規模が小さい企業であるほど高く評価している
ことが分かった。「5. 企業のイメージ改善の効果」について多重比較した結果、従業員5~49
人(1)＜従業員50~299人(2)であったことから、企業イメージ改善効果については、従業員
5~49人規模よりも従業員50~299人が高く評価しているものの、従業員300人以上の大企業
の間には有意な差が認められなかった。 
 
表 3-21 企業規模と 4 つの経営上の効果に関する評価 
単位：点数 
  
1 2 3 4 
F 値 多重比較 
5~49 人 50~299 人 300~999 人 1000 人以上 
1. 法定雇用率の
達成の効果 
. 3.69 3.70 3.72 
0.115   
. (0.77) (0.76) (0.75) 
2. 補助金などに
よる財務的な利得 
3.13 3.32 3.31 3.34 
6.375*** 
1<2***, 
1<3**, 
1<4* 
(0.88) (0.93) (0.95) (0.83) 
3. 企業の社会的
責任 (CSR)の達成
の効果 
3.24 3.50 3.49 3.58 
27.097*** 
1<2***, 
1<3***, 
1<4*** 
(0.69) (0.73) (0.72) (0.75) 
4. 労働力確保と
しての効果 
3.21 3.33 3.24 3.21 
8.121*** 
1<2**, 
3<2** (0.68) (0.78) (0.79) (0.70) 
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5. 企業のイメー
ジ改善の効果 
3.18 3.31 3.26 3.26 
6.092*** 1<2*** 
(0.69) (0.78) (0.74) (0.73) 
***p<0.001, **p<0.01, *p<0.05 
注：多重比較は、Tukey 多重比較検定を行った。 
出典：著者分析結果 
 
 以上の分析結果に基づいてみると、韓国における障害者雇用企業では、障害者雇用によ
って「1. 法定雇用率の達成の効果(3.7 点)」、「2. 補助金などによる財務的な利得(3.4 点)」、
「3. 企業の社会的責任(CSR)の達成の効果(3.5 点)」、「4. 労働力確保としての効果(3.3 点)」、
「5. 企業のイメージ改善の効果(3.3 点)」があると評価しており、特に、従業員 50~299 人
の中小企業で障害者雇用による経営上の効果を高く評価しているといえる。 
 
 (2) 障害者社員に対する評価 
障害者を雇用している企業を対象として、障害者社員の業務能力と職場適応能力につい
て評価してもらった。障害者社員の業務能力や職場適応能力としては、健常者社員に対し
た障害者社員の「1. 職務遂行の能力」、「2. 生産性」、「3. 勤勉性」、「4. 対人関係」、「5. 組
織への適応能力」、「6. コミュニケーション能力」について評価してもらった。障害者社員
に対する評価は、5 段階(1=健常者のほうが非常に優秀, 2=健常者のほうが優秀, 3=等しい, 
4=障害者のほうが優秀, 5=障害者のほうが非常に優秀)に評価してもらった。 
最初に、6 つの項目に関する平均点数をみると、いずれも 2.70 点以上となっており、障
害者のほうが優秀とは評価されていないものの、健常者社員とほとんど等しいと評価され
ていることが分かった。また、業務能力を示す「1. 職務遂行の能力」、「2. 生産性」、「3. 勤
勉性」よりも、職場適応能力を示す「4. 対人関係」、「5. 組織への適応能力」、「6. コミュ
ニケーション能力」について高く評価している傾向がみられた(表 3-22)。 
 
表 3-22 健常者社員に対した障害者社員の能力評価 
単位：点数 
  N 最小値 最大値 平均値 標準偏差 
1. 職務遂行の能力 6,392 1 5 2.79 0.641 
2. 生産性 6,392 1 5 2.77 0.651 
3. 勤勉性 6,392 1 5 3.00 0.588 
4. 対人関係 6,392 1 5 2.88 0.447 
5. 組織への適応能力 6,392 1 5 2.83 0.580 
6. コミュニケーション能力 6,392 1 5 2.80 0.599 
有効なケースの数 6,392     
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次に、企業規模によって障害者社員の業務能力や職場適応能力に関する評価に差がある
かについて検証するために、一要因分散分析と多重比較を行って検討した。その結果、「1. 職
務遂行の能力」、「2. 生産性」、「3. 勤勉性」、「4. 対人関係」、「5. 組織への適応能力」、「6. コ
ミュニケーション能力」のすべての項目に関する評価と企業規模間に有意な差が認められ
た(表 3-23)。 
 具体的に、企業規模による評価の格差を比較分析するために、Tukey による多重比較を
行った結果、「1. 職務遂行の能力」と「2. 生産性」、「5. 組織への適応能力」については、
従業員 5~49 人(1)＜従業員 50~299 人(2)、従業員 5~49 人(1)＜従業員 300~999 人(3)、従業
員 5~49 人(1)＜従業員 1,000 人以上(4)であったことから、従業員 50 人未満の小規模企業よ
りも、50 人以上のすべての企業で、障害者社員の職務遂行能力と生産性、組織への適応能
力を高く評価していることが分かった。 
 また、「3. 勤勉性」と「4. 対人関係」、「6. コミュニケーション能力」については、従
業員 5~49 人(1)＜従業員 50~299 人(2)、従業員 5~49 人(1)＜従業員 300~999 人(3)であった
ことから、障害者社員の勤勉性や対人関係、コミュニケーション能力については、従業員
5~49 人規模よりも従業員 50~299 人が高く評価しているものの、従業員 300 人以上の大企
業の間には有意な差が認められなかった。 
 
表 3-23 企業規模による障害者社員の能力評価 
単位：点数 
  
1 2 3 4 
F 多重比較 
5~49 人 50~299 人 300~999 人 1000 人以上 
1. 職務遂行の能力 
2.68  2.81  2.87  2.84  
20.256*** 
1<2***, 
1<3***, 
1<4*** 
(0.75)  (0.61)  (0.57)  (0.57)  
2. 生産性 
2.66  2.79  2.85  2.80  
18.365*** 
1<2***, 
1<3***, 
1<4* 
(0.75)  (0.63)  (0.58)  (0.59)  
3. 勤勉性 
2.91  3.03  3.04  2.99  
13.322*** 
1<2***, 
1<3*** (0.71)  (0.56)  (0.51)  (0.45)  
4. 対人関係 
2.83  2.89  2.90  2.91  
4.969** 
1<2**, 
1<3* (0.63)  (0.52)  (0.51)  (0.48)  
5. 組織への適応能
力 
2.73 2.86 2.86 2.86 
16.451*** 
1<2***, 
1<3***, 
1<4*** 
(0.669) (0.551) (0.552) (0.544) 
6. コミュニケーシ
ョン能力 
2.70 2.83 2.83 2.79 
17.490*** 
1<2***, 
1<3*** (0.691) (0.569) (0.573) (0.536) 
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***p<0.001, **p<0.01, *p<0.05 
注：多重比較は、Tukey 多重比較検定を行った。 
 
以上、韓国における障害者雇用企業の実態として 1)障害者雇用の理由、2) 障害者雇用に
あたる懸念及び不安、3) 障害者雇用による経営上の効果及びメリットに関する評価に関し
て分析した。 
最初に、企業において「法定雇用率の達成」と「障害者に関係なく、業務上の必要」は、
障害者を雇用するうえで最も大きな根拠になる理由はであることが分かった。特に、企業
規模が大きくなるとともに、「法定雇用率の達成」のために障害者を雇用する企業が多く、
「障害者に関係なく、業務上の必要」のために雇用する企業が減少することが分かった。 
 また、障害者雇用にあたっての懸念は、障害者雇用の意思によって異なり、障害者雇用
の意思がある企業では、「障害者に適した業務の開発」について最も懸念しており、これは
企業の規模とは関係なく、全ての企業において最も懸念される要因であることが分かった。
一方、障害者雇用の意思がある企業では、「障害者に適した業務の開発」と「障害者の業務
能力の低さ」に対して懸念していることが分かった。特に、企業規模が大きくなるととも
に「障害者の業務能力の低さ」について懸念する企業が増加し、「障害者に適した業務の開
発」について懸念する企業は減少することが分かった。つまり、「障害者に適した業務の開
発」に関して懸念は、障害者雇用の意思とは関係なく、障害者雇用を阻害する要因である
といえる。また、障害者に適した業務の開発に関する懸念は、障害者の業務遂行能力や生
産性、組織内での対人関係といった障害者の能力全般に関する懸念ともいえる。 
 一方で、実際に障害者を雇用している企業では、障害者社員の業務遂行の能力や対人関
係の能力について健常者とほぼ等しいと評価していることが分かった。特に、業務遂行の
能力よりは、対人関係の能力に関して高く評価しているが、勤勉性については最も高く評
価されており、健常者に比べても大きな差はないと評価していることが分かった。 
 さらに、障害者雇用が企業経営に及ぼす効果についても「法定雇用率の達成」、「補助金
などによる財務的な利得」、「企業の社会的な責任の遂行」、「労働力の確保」、「企業イメー
ジの改善」のすべての項目について効果があると評価していることが分かった。また、こ
れらの経営上の評価については、従業員 300～999 人の企業規模で高く評価していることが
分かった。 
 
第 3 節 日本と韓国における企業の障害者雇用促進のための課題 
 
以上、日本と韓国の企業に対する障害者雇用実態調査に基づいて、1) 企業が障害者を雇
用する理由や 2) 障害者雇用にあたる懸念及び不安、3) 障害者雇用がもたらす経営上の効
果やメリットについて分析した。その結果に基づいて、日本と韓国における企業の障害者
雇用促進のための課題を以下のように示した。 
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1. 企業の社会的責任(CSR)として障害者雇用の意義を強調 
 
最初に、企業に対して、障害者を雇用する理由について分析した結果、企業規模や業種
に関わらず、「法定雇用率」と「企業の社会的責任(CSR)」は、障害者雇用を決定する際に
重要な影響を与えることが分かった。特に、他の産業に比べて卸売業・小売業とサービス
業の場合には、法定雇用率よりも企業の社会的責任(CSR)がさらに重要な影響を与えること
が分かった。 
一方、韓国においては、「法定雇用率の達成」と「障害者に関係なく、業務上の必要」が
障害者を雇用するうえで最も大きな根拠になる理由はであることが分かった。また、日本
とは異なって、韓国では「企業の社会的責任(CSR)」を遂行するために障害者を雇用する企
業の割合は非常に少ないことが分かった。 
この結果から、日本の企業に比べて、韓国の企業の場合、企業の社会的責任(CSR)や社会
貢献として障害者雇用をとらえる企業の割合が少ないといえる。『2014 企業における社会
貢献白書』(2)によれば、社会貢献を実施している企業の売上高に対する社会貢献関連の支出
費用の比率を日韓で比較した結果、日本は 0.10%(395 社)、韓国は 0.17%(234 社)と韓国で
若干高くなっていると示した。つまり、韓国の企業では社会的責任や社会貢献に積極的に
取り組んでいるものの、社会的責任や社会貢献として障害者雇用を認識する企業は少なく、
また、社会貢献として障害者雇用をとらえる企業の割合も少ないと解釈できる。 
そこで、今後韓国において企業の障害者雇用を促進していくための一つの課題として、
企業の社会的責任(CSR)観点から障害者雇用の意義や、障害者雇用による社会貢献的な効果
について認知させるための情報提供が必要であるといえる。 
 
2. 障害者雇用が組織全体に与える肯定的な影響に関する情報開示 
 
障害者を雇用していない企業に対して、障害者雇用にあたる懸念及び不安について分析
した。その結果、特に、日本の企業では、全般的に「障害者の職場適応」に関して懸念し
ており、続いて、「障害者に対する健常者労働者の納得」または「障害者の労働意欲・作業
態度」に関して懸念していることが分かった。これは、障害者を雇用していない企業では、
企業規模や産業に関わらず、障害者を雇用することが健常者社員を含めて、組織内の経営
管理全般に及ぼす不定的な影響に関して懸念されているといえる。 
一方で、実際に障害者を雇用している企業では、企業の規模や産業に関わらず、組織管
理及び組織経営の観点から「社員のモラルやスキル向上」や「分業による業務上の効率向
上」、「社員間のコミュニケーション能力向上」といった効果があると評価していることが
分かった。特に、従業員 50 人未満の小規模企業では、「人事管理の向上による組織内の安
定性の向上」についても評価していることが分かった。また、韓国の調査結果では、健常
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者社員に対した障害者社員の「対人関係」や「組織への適応能力」、「コミュニケーション
能力」について点数化して評価したところ、障害者のほうが優秀とは評価できないものの、
健常者社員と等しいと評価されていることが分かった。 
すなわち、障害者を雇用していない企業では、組織内の経営管理全般に及ぼす不定的な
影響に関して懸念されているが、実際に、障害者を雇用している企業では、「労働者のコミ
ュニケーション能力向上」や「障害者の業務遂行能力」、「障害者の職場適応能力」につい
て肯定的に評価しており、これは、障害者雇用が組織全体に与える影響に関する情報提供
が十分行われていないため、障害者雇用にあたって懸念する企業の割合が多くなっている
といえる。 
そのため、今後企業の障害者雇用を促進していくための一つの課題として、障害者雇用
企業に対して、障害者雇用が組織全体にどのような影響を与えたかについて総合的に評価
してもらい、情報提供の観点から評価結果を公開することによって、障害者雇用にあたっ
ての懸念を解消していく必要があるといえる。これは、『中小企業における障害者雇用促進
の方策に関する研究』(3)の企業の障害者雇用に関する調査でも明らかになっており、企業の
障害者雇用を促進していくためには、何よりも障害者が企業にとって利益を生み出す戦力
となりうることを、分かりやすく説明できることが必要であると強調した。 
 
3. 障害者雇用による経営上の効果に関する総合的な評価システム構築 
 
経営効率性と障害者雇用を両立していくためには、障害者雇用による経営成果評価を通
した管理・改善がさらに重要であるといえる。しかし、日本の企業に対して、障害者雇用
による経営上のあらゆる効果や成果などに関する評価・管理について調査した結果、「評
価・管理している」企業は 30%程度であり、ほとんどは企業の社会的責任(CSR)の一部とし
て評価していることが分かった。つまり、障害者雇用は、企業の社会的責任(CSR)評価の一
部として法定雇用率を達成しているか否かあるいは、自社の障害者実雇用率の推移だけを
評価するレベルに留まっている。 
一方、韓国の企業では、韓国障害者雇用公団で実施している「企業における障害者雇用
の実態調査」に応じて障害者雇用による経営上の効果を評価しているが、「企業の社会的責
任(CSR)としての効果」や「労働力確保の効果」といった効果に対する具体的な評価基準が
示されていないため、評価結果の妥当性が低い限界がある。 
このことから、今後企業の障害者雇用を促進していくための一つの課題として、経営効
率性と障害者雇用を両立していくために、障害者雇用による企業経営上の効果に関する評
価システムが必要であると考えられる。 
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(1) Employment Development Institute “Survey on the Employment Status of the
 Disabled in Business 2014”. 
URL: https://edi.kead.or.kr/BoardType01.do?bid=21&mid=49&cmd=_view&idx=51
93&currentPage=1&searchYear=0&searchField=0&searchString= 
(2) The Federation of Korean Industries『2014 企業における社会貢献白書』, FIP-20
14-0007 
 URL: http://www.fki.or.kr/issue/_download.asp?rt=csr&file=2014_book01.pdf 
(3) 独立行政法人障害者職業総合センター(2013)『中小企業における障害者雇用促進の方策
に関する研究』, 調査報告書No.114. 
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第 4 章 障害者雇用が企業に及ぼす経済経営的な影響に関する研究 
―BSC を活用した障害者雇用企業の経営的な成果評価指標の開発を中心
にー2) 
 
第 1 節 問題と目的 
 
本章では、経営効率性と障害者雇用を両立していくための経営プロセスを明らかにする
と同時に、これらの経営プロセスをもとに、経営成果を評価するための指標を開発するこ
とを第 1 の目的とする。また、障害者雇用が経営成果に及ぼす影響を明らかにすることを
第 2 の目的とする。 
企業の経営成果を評価することは、成果主義の観点から企業の経営効率性を高めると共
に競争力を強化していくために非常に重要である。特に、障害者雇用促進法に基づいて障
害者雇用が義務付けられている従業員 50 人以上の民間企業では、障害者雇用と経営効率性
を同時に考慮しなければならないため、経営成果評価を通した管理・改善がさらに重要で
あるといえる。また、第 3 章で明らかにしたように、障害者雇用にあたっての懸念を解消
するためにも障害者雇用企業の経営成果を総合的に評価し、公表する意義があると考えら
れる。 
企業の障害者雇用と経営成果ついて実証分析した多くの先行研究では、主に売上高や営
業利益といった財務的な成果に焦点をあてて、障害者雇用と財務的利益との関係について
分析されている。例えば、青山(1997)(1)は、障害者雇用と企業の倒産の関係性について、障
害者雇用に係るコスト負担過大により企業財政が悪化されるため、障害者雇用を維持する
企業は、倒産のリスクが高いと示した。すなわち、障害者雇用は企業の財務的な利益にマ
イナスの影響及ぼすことを明らかにした。 
また、長江(2014) (2)は、2003 年から 2010 年までの個別企業における障害者雇用状況デ
ータと東洋経済新報社の『企業財務カルテ 2011』のデータを用いて分析した結果、法定雇
用率を達成した企業が未達成となった企業と比較して相対的に財務パフォーマンスが悪く
なることを明らかにした。 
一方、近年においては財務的な成果だけでなく、顧客満足度や従業員満足度、社内の内
部効率性の向上といった非財務的な成果を同時に取り入れて、障害者雇用と財務的かつ非
財務的な関係について調査研究した研究が行われている。例えば、金・韓(2015)(3)や影山
(2013) (4)の研究においても、障害者雇用企業の事例を分析した結果、障害者雇用によって①
職場の衛生安全管理の改善、②社員のモチベーション向上、③組織安定性の向上、④生産
                                                   
2) 2015 年 9 月 30 日、日本経営倫理学会(Japan Society for Business Ethics Study)に投稿・
掲載確定された（「BSC 観点に基づいた障害者雇用企業の経営成果評価指標の開発」）。また、
本研究は、JSPS 科研費 15J00551 の助成を受けたものである。 
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性の向上などのプラスの影響があることを示した。また、障害者雇用企業の費用と便益に
ついて理論的に考察した茅原(1996) (5)の研究でも、障害者雇用における便益には、売上高や
利益率のような財務的な利益だけでなく、人間的利益（非財務的利益）が含まれるため、
財務的な利益と非財務的な利益の両方を考慮した費用・便益分析の枠組みを考えるべきで
あると指摘されている。 
以上のような先行研究からみると、売上高や利益率のような財務的な成果のみで、障害
者雇用の成果を評価すると、障害者雇用が企業経営に必ずしもプラスの影響を与えるとは
言えない。ただし、間接的かつ直接的に売上高や利益率といった財務的な成果につながる
社内の教育による従業員のスキルアップや成長、業務の効率性の向上、顧客及び消費者の
確保・維持といった非財務的な成果から障害者雇用の成果を評価すると、障害者雇用は企
業経営に肯定的な影響を与えるといえる。そのため、障害者雇用企業の経営成果を評価す
るためには、財務的な成果だけでなく、財務的な利益につながる経営活動の全般的な成果
を総合的に評価する必要がある。 
しかし、上述したように、今までの先行研究では、主に企業の売上高や利益率といった
財務的な成果に焦点をあてて障害者雇用の成果を評価しており、非財務的な成果を含めた
分析はまだ十分行われていない。そこで、本研究において経営プロセスとは、BSC 視点に
基づいて、「財務」「顧客」「内部プロセス」「学習と成長」の 4 つの視点からの経営的な取
組みと定義づけ、経営成果とは、経営的な取組みによる「財務的な利益」「顧客維持・確保」
「業務効率の向上」「社員のスキルアップ及び成長」と定義し、障害者雇用企業の財務的か
つ非財務的な成果を評価することができる指標を開発する。特に、企業の財務的成果と非
財務的成果を同時に評価する手法である BSC(Balanced Scorecard, 以下 BSC)に基づいて
評価指標を開発する。 
BSC とは、1992 年の Robert S. Kaplan と David P. Norton が発表したものであり、「財
務」「顧客」「内部プロセス」「学習と成長」の 4 つの視点から経営成果を評価するため
の経営マネジメント・ツールである。BSC に基づいて経営成果を評価することにより、財
務・会計指標だけでなく、顧客満足度や業務効率、従業員訓練・教育等々に関連する非財
務・会計的の諸指標を明示的・体系的に表示し、全体的な調和・均衡を図ることにより、
短期的な利益と長期的な利益を均衡に図ろうとする(6)。つまり、BSC マネジメント・ツー
ルを活用することによって、障害者雇用企業の財務的・非財務的な経営成果を定量的に評
価することができるといえる。 
 
第 2 節 研究方法 
 
1. 障害者雇用企業の経営成果評価指標の開発 
 
1) 障害者雇用企業の経営成果評価の指標（試案）作成 
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日本と韓国における障害者雇用企業の事例分析及び先行研究の文献レビューを通して、
①障害者雇用を促進・維持するための経営上の取り組みと、②障害者雇用による経営成果
を分析する。また、障害者雇用企業の経営成果を、BSC マネジメント・ツールに基づいて
「財務」「顧客」「内部プロセス」「学習と成長」の 4 つの視点に区分し、その成果を測
定するための指標(試案)を作成する。 
障害者雇用企業の経営成果評価の指標(試案)の作成にあたっては、障害者雇用について研
究する者あるいは障害者雇用に関連した職業の経歴がある障害者雇用専門家、また企業経
営について研究する者からの意見を反映しながら作成する。 
 
2) 障害者雇用企業の経営成果評価の指標（試案）における構造的妥当性検証 
➀ 測定モデル(構造方程式モデリング) 
障害者雇用企業の経営成果評価指標（試案）の構造的な妥当性を検証するために、構造
方程式モデリング(Structural Equation Modeling, 以下 SEM)分析を行う。SEM 分析結果
に基づいて、「財務」「顧客」「内部プロセス」「学習と成長」の 4 つの視点から障害者
雇用企業の経営成果を評価するための指標を開発する。 
尺度及び指標を構成する一つの手法として、最初に因子分析により、因子(潜在変数)ごと
に関連が深い変数(観測変数)を分類する。また、相関分析及び回帰分析により、因子間の相
関及び影響関係を分析する。最後には、各因子と変数で構成した全体の尺度及び指標モデ
ルの妥当性を検証することで、尺度及び指標を完成させる手法がある。 
本研究で SEM 分析を使用する必要性は、因子分析と相関分析、回帰分析を同時に行うこ
とが可能であり、尺度及び指標として設定した仮説モデルの適合度を検証することができ
る点にある。 
 
② 分析データ 
ここでは、障害者雇用企業(障害者雇用率0.1%以上の企業)のデータのみを用いて分析を行
った。日本では①東洋経済新報社の『2015 CSR総覧』のうち「雇用・人材活用１」と「CSR
全般」のraw-dataと、②日経NEEDS財務データを企業コードでマッチさせ、すべての項目
に欠損値のないデータ221ケースを用いた。 
ただし、韓国では、「財務」、「顧客」、「内部プロセス」、「学習と成長」の観点から障害者
を雇用している企業の財務的かつ非財務的な状況について調査されたデータがなく、時間
的・経済的な事情、サンプル確保の困難さにより、実際に調査を行うことができなかった
ため、日本のデータにより構造的妥当性を検証した結果に基づいて、韓国での適用可能性
を示した。 
 
2. 障害者雇用が経営成果に与える影響分析 
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1) 測定モデル(構造法定式モデリング) 
障害者雇用と「財務」「顧客」「内部プロセス」「学習と成長」視点からの経営成果の関係
は複雑であり、例えば、「財務」「顧客」「内部プロセス」「学習と成長」視点からのそれぞ
れの経営成果が障害者雇用に影響を与える可能性が考えられる。逆に、障害者雇用が「財
務」「顧客」「内部プロセス」「学習と成長」視点からのそれぞれ経営成果に影響を与える可
能性も考えられる。 
そこで、SEM 分析により、障害者雇用が「財務」「顧客」「内部プロセス」「学習と成長」
視点からのそれぞれの経営成果に及ぼす影響について分析する。特に、ここでは、障害者
雇用が各経営成果に及ぼす直接的な影響だけでなく、間接的な影響について総合的に分析
する。 
 SEM 分析を使用する必要性は、観測変数と潜在変数の影響関係について回帰分析ができ
る点、直接的な影響と間接的な影響、総合的な影響を同時に測定することができる点にあ
る。 
 
2) 分析データ 
ここでは、障害者を雇用している企業だけでなく、障害者を雇用していない企業も含め
て分析を行った。日本のデータとして東洋経済新報社の『2015 CSR総覧』のうち「雇用・
人材活用１」と「CSR全般」のraw-dataと、日経NEEDS財務データを企業コードでマッチ
させ、すべての項目に欠損値のないデータ239ケースを用いた。 
 
第3節 BSCによる経営成果評価の概要 (BSCの4つの視点における因果関係) 
 
 BSC マネジメント・ツールは、短期的な利益と長期的な利益を均衡に図ろうとする目的
で、主に「財務」「顧客」「内部プロセス」「学習と成長」の 4 つの視点から企業の経営
成果を評価する。BSC は、長期的な観点から持続可能性を考慮した経営成果評価ツールで
あるため、労働慣行やコンプライアンス、消費者課題といった CSR に関連する内容が多く
含まれている。 
 BSC のうち「財務」視点では、利益性や成長率、株主価値といった業績評価指標により、
財務的な成果を評価する。また、「顧客」視点では、財務的な成果を上げるために顧客に
焦点をあてて、顧客が要求する要素または基準を満たしているかを評価する。ここでは、
顧客満足度や顧客苦情のマネジメントといった指標に基づいて評価される。「内部プロセ
ス」視点では、顧客の満足度を向上させるための業務プロセスやマネジメントシステムを
評価する。そのため、製造に要する時間、品質、従業員の技術水準といった指標により評
価される。「学習と成長」視点では、「顧客」及び「内部プロセス」成果を達成するため
の従業員のスキルアップや技術開発などを評価する。 
BSC に設けられる 4 つの視点間の因果関係は図 4-1 のように示される。つまり、現場の
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従業員を教育・訓練し、スキルアップを図る(「学習と成長」視点)ことができれば、業務プ
ロセスのサイクルタイムの短縮や質の向上を実現できる(「内部プロセス」視点)。またそれ
は、顧客の満足度向上や顧客ロイヤルティの向上(「顧客」視点)につながり、最終的には売
上や利益率の向上(「財務」視点)が達成される(6)(7)(8)。 
 
図 4-1 BSC の 4 つの視点間の因果関係 
 
出典：Kaplan and Norton(1996) ; 吉川(1997) 
 
 ただし、BSC マネジメント・ツールは企業の経営成果を評価するための視点及び概念だ
けを提示しており、各視点に対する成果を測定するための統一された指標は提示していな
い。そのため、BSC マネジメント・ツールを用いる企業や組織では、主要業績評価指標(Key 
Performance Indicator, KPI)を含む様々な業績測定指標を用いて評価することができる(表
4-1)(9)。 
  
表 4-1 BSC の 4 つの視点における業務測定指標の例 
BSC の 
4 つの視点 
業績測定指標 
財務の視点 
• 総資産 
• 従業員一人当たり付加価値 
• 従業員一人当たり資産 
• 成長率 
• 総資産利益率 
• 配当 
• 純資産利益率 
• 市場価値 
• 総資産回転率（売上高/総資産）  
• 株価 
• グロスマージン（粗利益率） 
• 株主構成 
• 従業員一人当たり収益 
• 自己資本比率 
• 自己資本利益率(ROE)  
• 売掛債権回転日数 
• 使用総資本利益率(ROCE)  
• 売掛金回転率 
• 投資利益率(ROI) 
• 買掛債務回転日数 
• 経済付加価値(EVA)  
• 在庫日数 
• 市場付加価値(MVA) 
• 棚卸資産回転率 
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• 純利益 
• 売上高利益率• キャッシュフロー 
• 従業員一人当たり利益•コスト合計 
• 収益 
• 新製品の収益 
• 負債 
• 格付け 
• 株主のロイヤルティ 
顧客の視点 
• 顧客満足度 
• 成約率（成約/折衝） 
• 顧客ロイヤルティ 
• 企業への販売訪問回数 
• マーケットシェア 
• 顧客と過ごした時間 
• 顧客の苦情 
• 売上高マーケティング費率 
• 初回のコンタクトで解決された苦 
• 広告掲載件数 
• 顧客別総コスト 
• 売上高 
• 顧客と関係をもつ平均期間 
• ターゲット顧客内のシェア 
• 失った顧客 
• チャネル当たり売上高 
• 返品率 
• 提案書作成件数 
• 顧客要求への応答に要する時間 
• ブランド認知度 
• 直販価格 
• 応答率 
• 価格の競合比較 
• トレードショーへの参加件数 
• 顧客維持 
• 平均顧客サイズ 
• 顧客獲得率 
• 従業員当たり顧客数 
• 新規顧客からの収益の割合 
• 顧客当たり顧客サービス費用 
• 顧客数 
• 顧客収益率 
• 顧客当たり年間売上高 
• 頻度（販売トランザクション数） 
内部プロセス
の視点 
• 取引当たり平均コスト 
• ブレーク・イーブン・タイム 
• 納期遵守率 
• サイクルタイム改善 
• 平均リードタイム 
• 継続的改善 
• 在庫回転率 
• 保障請求 
• 環境排出物 
• 先端ユーザーの認識 
• 研究開発費 
• 仕掛かり中の製品・サービス 
• コミュニティへの参加 
• 新規プロジェクト投資の内部利益 
• 出願中の特許 
• 顧客の要求への応答に関する時間 
• 無駄の削減 
• 特許の平均年数 
• スペースの活用効率 
• 新製品比率 
• 仕入返品の頻度 
• 欠品 
• 機械故障時間 
• 労働稼働率 
• 計画の制度 
• 新規製品/サービスの市場投入 
• 不良率 
• 発表した新製品 
• リワーク（再作業） 
• 肯定的なメディア記事の数 
• 使用可能顧客データベース 
学習と成長の
視点 
• 従業員の専門団体への参加 
• 作業環境の質 
• 顧客当たり訓練投資額 
• 内部コミュニケーションの評価 
• 平均サービス提供年数 
• 従業員の生産性 
• 上級学位を保持する従業員比率 
• BSC 作成枚数 
• 倫理規定違反 
• 健康の促進 
• 従業員回転率 
• コンピテンシーカバー率 
• 従業員提案件数 
• 個人目標の達成 
• 従業員満足 
• 業績評価のタイムリーな完了 
• 就職願いの残数 
• 戦略的情報の割合 
• 多様性の割合 
• クロス・ファンクショナルな任
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• 常習欠勤 
• トレーニング時間数 
• リーダーシップ開発 
• 事故によるロスタイム 
• 従業員持ち株制度への参加者数 
• モチベーション指数 
• 従業員コンピューター所有率 
命率 
• 権限委譲指数（マネジャーの数）  
• ナレッジマネジメント 
• コミュニケーション計画 
• 従業員当たり付加価値 
• 事故申告数 
出典：松原(2004) 『ステップ・バイ・ステップ——バランス・スコアカード経営』 
 
第 4 節 障害者雇用企業の経営成果評価の指標(試案)作成 
 
１．障害者雇用企業の経営成果評価のための指標項目収集 
 
BSCの各視点に基づいて、障害者雇用企業の経営成果を評価するための指標には、障害
者雇用と経営効率性を両立していくための仕組みと、実際に障害者雇用が企業経営に及ぼ
す効果が含まれる必要がある。そのため、主に日本と韓国における先行研究や調査報告書
で紹介されている障害者雇用企業の事例分析を通して、障害者雇用のための経営上の取組
みとその効果について分析した。 
最初に、日本における障害者雇用企業の経営上の効果に関する先行研究として、影山
(2013)(4)は障害者を雇用している中小企業に対してヒアリング調査を行い、障害者雇用のき
っかけや経営上の効果に繋がったポイントなどを分析した。そのヒアリング調査の内容を、
①経営効率性と障害者雇用を両立していくための経営上の取組みと②それによる効果にま
とめて＜表4-2＞に示した。 
 
表 4-2 日本における障害者雇用企業の経営戦略と効果事例 (中小企業のみ) 
障害者雇用企業の事例 
(中小企業のみ) 
障害者雇用のための 
経営上の取組み 
経営上の効果 
株式会社バニーフーズ 
(社員 66 名、障害者 26 名) 
障害者と健常者の分業体制 業務効率性の向上 
品質及び衛生管理の充実 
顧客満足度の向上 
消費者からの信頼形成 
障害者ができる業務の拡大 人材育成のノウハウ形成 
高齢者従業員が障害者の業
務を指導 
社内の雰囲気の改善 
社員のモチベーション向上 
リプロ株式会社 
(社員 160 名、障害者 2 名) 
 
NPO などの地域機関との連
携＆ネットワーク形成 
地域からの信頼形成 
新規事業の創出 
障害者雇用以外にも多くの
社会貢献活動を実施 
地域からの信頼形成 
社員のモチベーション向上 
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品質管理の充実 生産性向上 
障害者の特性に応じた作業
実施 
人材育成のノウハウ形成 
株式会社羽後鍍金 
(社員 20 名、障害者 5 名) 
職場の安全性の充実 労働災害の防止＆低下 
品質管理 顧客満足度の向上 
プルデンシャル・ジェネラ
ル・サービス・ジャパン有
限会社(特例子会社) 
(社員 27 名、障害者 18 名) 
品質管理の充実 
顧客満足度の向上 
生産性の向上 
会社内・外のネットワーク構
築＆連携の充実 
コストの削減 
業務効果の向上 
出典：影山(2013) 『なぜ障がい者を雇う中小企業は業績を上げ続けるのか?』をもとに著者
作成 
 
また、影山は障害者を雇用している中小企業を対象としてアンケート調査を行った結果、
障害者一人当たりの生産性は低いものの、障害者が健常者に及ぼす肯定的な影響によって
組織全体の生産性は向上することを明らかにした。障害者が健常者に与える肯定的な影響
としては、①障害者に接触することによるコミュニケーション能力の向上、②仕事への満
足度の向上、③業務の単純化や職場環境改善による業務上の効率向上などがあると示した。 
一方、高齢・障害・求職者雇用支援機構による障害者雇用事例リファレンスサービスで
紹介されている障害者雇用企業のうち、大企業でありながら障害者雇用数が高い企業の事
例を分析した結果、＜表4-3＞のような経営効果があることが分かった。また、同機構の「企
業経営に与える障害者雇用の効果等に関する研究(2010)(10)」では、障害者雇用によって①
納付金の軽減・解消、②株主や投資家からの好評価、③顧客や地域主民からの好評価、④
職場のコミュニケーション活性化といった経営上の効果があることを明らかにした。 
 
表 4-3 日本における障害者雇用企業の事例による経営上の効果事例 (大企業のみ) 
障害者雇用企業の事例 
障害者雇用のための 
経営上の取り組み 
経営上の効果 
株式会社ヨークベニマル 
(社員 16,773 名、障害者 151 名) 
教育研修の実施 業務効率・効果の向上 
障害者の相談・指導担当者
の配置 
社員の満足度改善 
職場の雰囲気改善 
養護学校やどの地域機関と
の連携 
人材育成ノウハウ形成 
CSR の充実  
法令遵守による倫理経
営の実現 
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トヨタ自動車株式会社(神奈川)1) 
(社員 1,865 名、障害者 38 名) 
健康相談センター設置 
メンタルヘルスケアの充実 
健康に対する認識向上 
労働災害の低下 
地域機関との連携 人材育成ノウハウ形成 
花王株式会社 
(社員 7,046 名、障害者 102 名) 
多様性の尊重 
生産性向上 
人材育成ノウハウ形成 
CSR の充実  
法令遵守による倫理経
営の実現 
出典：障害者雇用事例リファレンスサービスのデータをもとに著者作成 
注 1) トヨタ自動車株式会社(神奈川)では、神奈川県内におけるクラウン、プリウス、アリ
オン、RV 車（ランドクルーザー等）等、トヨタ車新車並びにレクサスブランド車の
販売、輸入車の販売、中古車の販売、自動車整備及び部品の販売、損害・生命保険の
代理店業務、通信事業（携帯電話販売、代理店業務等）、物販事業等を行っている。 
 
続いて、Ministry of Employment and Labor で毎年実施している「障害者雇用促進大会」
にて True Company 賞を受賞した企業を対象として、韓国における障害者雇用企業の事例
分析を行った。その結果、2011 年から 2015 年までに True Company 賞を受賞した企業は、
すべて常時労働者 300 人以上の大企業であり、障害者雇用率とともに収益率も高い企業で
あった。 
2011 年から 2015 年までに True Company 賞を受賞した企業の事例を分析した結果、障
害種別における職業教育やスキル・ノウハウに関する訓練を実施することによって、「業務
効率性の向上」が得られることが分かった。また、企業の産業に関わらず、障害者を雇用
することによって品質管理やサービスの質管理、衛生管理に充実するようになり、「サービ
スの質向上」や「収益性向上」につながる経営上の効果があると挙げている企業が多かっ
た。その他にも、健常者社員と障害者社員間のメンタリング(mentoring)教育及び相談シス
テムを実施することによって、社員間のコミュニケーションが活性化し、業務に対する満
足度も向上することが分かった(表 4-4)。 
 
表 4-4  韓国における障害者雇用企業の経営上の取組みと効果事例(大企業のみ) 
区分 経営上の取組み 経営上の効果 
Hanwha Hotels & Resorts 
(2014 年障害者従業員 133
名、障害者雇用率：2.77%) 
・障害者雇用関連の機関とソウル
市と連携した雇用システム実施 
・障害種別における職業教育 
・サービスの衛生管理の充実 
・障害者に対する認識改善教育の
実施 
・サービスの質向上 
・業務効率の向上 
・生産性の向上 
・人材育成と活用 
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LG Innotek 
(2014 年障害者従業員 200
名、障害者雇用率：3.01%) 
・特例子会社の設立 
・従業員の健康及び保健管理の充
実 
・障害種別における職業教育実施 
・地域の関連機関(職業訓練学校)
と連携した雇用システム実施 
・業務効率の向上 
・能力のある人材確保 
・多様な人材育成 
・社会的責任の充実 
Starbucks Coffee Korea 
Co., Ltd 
(2013 年障害者従業員 96 名、
障害者雇用率：2.96%) 
・障害種別における職業教育実施 
・障害に関わらず、公平性のある
人事・労務管理の実施 
・店内の障害者職員に対する紹介
及び情報公開 
・オンラインで健常者に対する障
害認識改善の教育実施 
・職務能力向上 
・社員の勤続年数の増加 
・社員満足度の向上 
・顧客に対するサービス
質の確保 
・障害者に対する認識改
善 
NS Home Shopping 
(2013 年障害者従業員 17 名、
障害者雇用率 6.45%) 
・在宅勤務制度の実施 
・健常者社員と障害者社員間のメ
ンタリング(mentoring)教育及び
相談システム実施 
・障害者の人事管理のための専任
部署設置 
・福利衛生の充実 
・業務効率性の向上 
・職務満足度の向上 
・障害者社員のスキル向
上 
・障害者と健常者社員の
円滑なコミュニケーショ
ン活性化 
・顧客管理及びサービス
質の向上 
・売上高の増加 
・返品及び注文取り消し
の件数の減少 
CJ CGV 
(2012 年障害者従業員 45 名、
障害者雇用率 2.54%) 
・全国の各支店の店長を対象とし
た障害(者)認識の改善教育を実施 
・50 支店ごとに障害者社員 1 人以
上を採用・配置 
・地域関連機関との連携を通して
職務コンサルティング実施 
・障害者のための業務開発 
・健常者と障害者の円滑
なコミュニケーション形
成 
・障害者の業務能力の向
上 
・社員の職務満足度向上 
・顧客及び消費者に対す
る障害(者)認識の改善 
・社会的責任の充実 
HANA Micron Inc. ・地域関連機関との連携を通して ・障害者の生産性向上 
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(2012 年障害者従業員 38 名、
障害者雇用率 5.5%) 
職務コンサルティング実施 
・業務遂行を補助するための手話
通訳者の配置 
・職場内のコミュニケーションの
ために補助装備の配置 
・障害種別に適した職業訓練の実
施した後に採用 
・職場内のコミュニケー
ション活性化 
・職場の早期適応による
勤続年数の増加 
出典：Ministry of Employment and Labor and Korea Employment Agency for the 
Disabled, 障害者雇用促進大会「True Company 賞の受賞事例(2011~2015)(11)」をもとに著
者作成 
 
2．BSC に基づいた障害者雇用企業の経営成果評価の指標(試案)の完成 
 
以上、日本と韓国における障害者雇用企業の経営効果に関する事例分析を行った結果、
障害者雇用は、生産性向上といった財務的な成果だけでなく、人材育成ノウハウの形成や
地域への信頼形成、社員のモチベーション向上のような非財務的な成果が多く含まれるこ
とが分かった。また、これらの経営上の成果を生み出すために、品質管理や労働安全管理、
従業員教育といった組織内の管理・改善を充実していることが分かった。 
つまり、BSC マネジメント・ツールの因果関係と同様に、日本と韓国の障害者雇用企業
では、現場の従業員を教育・訓練し、スキルアップを図る(「学習と成長」視点)ことによっ
て、業務プロセスの効率性や品質が向上され(「内部プロセス」視点)、顧客の満足度に向上
(「顧客」視点)につながり、最終的には売上や利益率の向上(「財務」視点)が達成されると
いえる。 
文献や事例分析の結果から明らかになった障害者雇用企業の経営成果を、BSC マネジメ
ント・ツールに基づいて「財務」「顧客」「内部プロセス」「学習と成長」の 4 つの視点に区
分し、「障害者雇用企業の成果評価指標(試案)」を完成させた(表 4-5)。 
 
表 4-5 BSC に基づいた障害者雇用企業の成果評価指標(試案) 
BSC マネジメント・ツール 経営目標 経営成果評価の指標(試案) 
財務の視点 
生産性向上 
収益性の向上 
・従業員 1 人当たり利益  
・従業員 1 人当使用総資本  
・売上高利益率  
・自己資本成長率 
顧客の視点 
消費者及び顧客の満足度
向上 
・消費者や顧客への対応 
・品質やサービス質の管理 
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内部プロセスの視点 
ステークホルダーとのコ
ミュニケーション活性化 
・ステークホルダーへの情報提供 
・ステークホルダーとの対話 
・クレームの管理 
内部プロセスの効率向上 
・関連機関との連携 
・分業の実施 
学習と成長の視点 
従業員の安全管理 
・労働安全衛生管理 
・健康の促進 
人材育成・教育 
・キャリアアップ支援  
・裁量に応じた労働  
・多様性の尊重 
出典：著者作成 
 
第 5 節 障害者雇用企業の経営成果評価の指標(試案)における構造妥当性検証 
 
1. 変数の測定 
 
＜表 4-5＞のように、BSC マネジメント・ツールに基づいて完成した障害者雇用企業の
経営成果評価の指標（試案）の構造的な妥当性を分析するために、東洋経済の『2015 CSR
総覧』「雇用・人材活用１」「CSR 全般」の raw-data を用いた。また、財務的な指標に関
しては日経 NEEDS 財務データ(2011)を用いた(表 4-6)。今回用いた指標項目の記述統計量
を＜表 4-7＞に示した。 
なお、分析対象となるのは、2013 年時点で障害者を雇用している企業(障害者雇用率 0.1%
以上の企業)のうち、＜表 4-5＞の各項目の回答に欠損値のない企業 221 社である。 
  
表 4-6 経営成果評価の指標の諸項目 
区分 
経営成果評価の指標(試案) 
資料出典 
指標(試案) 項目 
財務の視点 
・生産性の増加 
・従業員 1 人当たり当期利益 
(単位：10 万円) 日 経
NEEDS 財
務 デ ー タ
(2011) 
・収益性の増加 
・売上高利益率(単位：%) 
・自己資本成長率 (5 年間平均) 
(単位：%) 
顧客の視点 
・消費者や顧客への対応 
・品質やサービス質の管理 
・ステークホルダー・エンゲージメント
の開催  
(1=なし 2=今後予定 3=あり) 
・消費者対応部署 の有無 
(1=なし 2=兼任部署で担当 3=あり) 
・商品・サービス安全性・安全体制部署
の有無 
東 洋 経 済
の 『 2015 
CSR 総覧』
「CSR 全
般 」
raw-data 
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(1=なし 2=兼任部署で担当 3=あり) 
内部 
プロセスの
視点 
・ステークホルダーへの情報提供 
・ステークホルダーとの対話 
・クレームの管理 
・関連機関との連携 
・分業の実施 
・投資家を意識した ESG 情報開始  
(1=なし 2=今後予定 3=あり) 
・機関投資家や ESG 調査機関との対話
の実施可否 
(1=なし2=検討中3=今後予定4=あり) 
・NPO・NGO との連携有無 
(1=なし 2=今後予定 3=あり) 
・特例子会社の有無 
(1=なし 2=今後予定 3=あり) 
・クレームデータベースの有無 
(0=なし 1=あり) 
東 洋 経 済
の 『 2015 
CSR 総覧』
「CSR 全
般 」
raw-data 
学習と成長
の視点 
・労働安全衛生管理 
・健康の促進 
・キャリアアップ支援  
・裁量に応じた労働  
・多様性の尊重 
・労働安全衛生 マネジメントの構築 
(0=なし 1=あり) 
・生産部門の労働災害比率(3 年平均)  
(単位：%) 
・多様な人材の活動専任部署の有無 
(1=なし 2=今後予定 3=あり) 
・在宅勤務制度 の実施可否 
(0=なし 1=あり) 
・裁量労働制度の実施可否 
(0=なし 1=あり) 
・キャリアアップ支援の実施可否 
(0=なし 1=あり) 
・障害者雇用率 
 (単位：%) 
東 洋 経 済
の 『 2015 
CSR 総覧』
「雇用・人
材活用１」
raw-data 
出典：著者作成 
 
表 4-7 指標項目の記述統計量 
指標項目 頻度 最小値 最大値 平均値 標準誤差 
従業員一人当たり経常利益 211 -44.68 2815.08 43.46 190.58 
売上利益率 211 -74.14 17.34 3.21 6.12 
自己資本成長率(5 年間平均) 211 -28.43 27.17 3.91 6.17 
ステークホルダー・エンゲージメ
ントの開催  
211 1 3 1.87 0.98 
消費者対応部署 の有無 211 1 3 2.46 0.65 
商品・サービス安全性・安全体制
部署の有無 
211 1 3 2.61 0.55 
NPO・NGO との連携有無 211 1 3 2.17 0.98 
投資家を意識した ESG 情報開始  211 1 4 3.14 1.307 
機関投資家や ESG 調査機関との
対話の実施可否 
211 1 3 2.11 0.96 
特例子会社の有無 211 1 3 1.37 0.77 
多様な人材の活動専任部署の有無 211 1 3 1.63 0.92 
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生産部門の労働災害比率 
(3 年平均) 
211 0.00 18.41 0.92 2.09 
障害者雇用率 211 0.01 4.54 1.97 0.04 
出典：著者分析結果 
 
2. 障害者雇用企業の経営成果評価の指標（試案）の構造的妥当性検証 
 
BSC 各視点における障害者雇用企業の経営プロセスを検討するとともに、経営成果評価
指標の構造的な妥当性を分析するために、図 4-2 のような仮説モデルを設定した。 
 
図 4-2 障害者雇用企業の経営成果評価指標の構造妥当性の分析モデル 
 
資料：著者作成 
 
図 4-2 の仮説モデルをもとに、SEM 分析を行った結果を図 4-3 に示した。 
図 4-3 は、障害者雇用と経営効率性を両立していくための経営プロセスを示している。そ
の経営プロセスをみると、「障害者雇用」は「従業員の教育・学習」に正の影響を与えるこ
とが示された(推定値=0.23, p<0.001)。つまり、障害者雇用率の向上は従業員のスキルを向
上させる効果があるといえる。 
また、「従業員の教育・学習」は「業務プロセス管理」に正の影響を与えていることが示
された(推定値=0.90, p<0.001)。続いて、「業務プロセス管理」は「顧客管理」に正の影響を
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与えることと(推定値=1.10, p<0.001)、「顧客確保・維持」は「財務利益」に正の影響を与え
ることが示された(推定値=0.19, p<0.05)。さらに、「顧客確保・維持」が「財務利益」に及
ぼす影響力は低いものの、すべてプラスの影響を与えることが分かった。これは、障害者
を含む従業員の成長を図ると、業務の効率向上につながり、またそれは、顧客の確保や維
持につながる。さらに、顧客の確保や維持を図ることは、財務利益の向上につながると解
釈できるため、障害者を雇用しながら経営効率性を両立していくためには、「従業員のス
キル向上」「業務プロセスの効率向上」「顧客確保・維持」「財務利益」に対して総合的に取
り組んでいく必要があるといえる。 
 
図 4-3 障害者雇用企業の経営成果評価指標の構造妥当性の分析結果 
 
出典：著者分析結果 
 
次に、モデルの適合度(12)は CFI=.903、AGFI=.865、RMSEA=.056、TLI=.887 とすべて
高い水準であったため、構造的な妥当性が検証された。この結果から、経営効率性と障害
者雇用を両立していくための経営プロセスをもとに、障害者雇用企業の経営成果を評価す
るための指標として、「財務」視点の経営成果指標(3 指標)、「顧客」視点の経営成果指標(3
指標)、「内部プロセス」視点の経営成果指標(5 指標)、「学習と成長」視点の経営成果指標(6
指標)、障害者雇用の成果指標(1 指標)を開発した(図 4-4)。 
 一方、韓国では、「財務」、「顧客」、「内部プロセス」、「学習と成長」の観点から障害者を
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雇用している企業の財務的かつ非財務的な状況について調査されたデータがなく、時間
的・経済的な事情、サンプル確保の困難さにより、実際に調査を行うことができなかった。
ただし、指標(試案)を作成する段階で、韓国における障害者雇用企業の事例分析を行った結
果、企業の産業に関わらず、障害者を雇用することによって品質管理やサービスの質管理、
衛生管理に充実するようになり、「サービスの質向上」や「収益性向上」につながる経営上
の効果があると挙げている企業が多かった。また、健常者社員と障害者社員間のメンタリ
ング(mentoring)教育及び相談システムを実施することによって、社員間のコミュニケーシ
ョンが活性化し、業務に対する満足度も向上することが分かった。この事例分析の結果か
らみると、韓国の障害者雇用企業では、現場の従業員を教育・訓練し、スキルアップを図
る(「学習と成長」視点)ことによって、業務プロセスの効率性や品質を向上させ(「内部プ
ロセス」視点)、それが顧客の満足度に向上(「顧客」視点)につながり、最終的には売上や
利益率の向上(「財務」視点)につながっているといえる。すなわち、「障害者雇用企業の経
営的な成果評価指標」は韓国でも適用可能であると考えられる。 
 
第 6 節 障害者雇用が経営成果に及ぼす影響 
 
 障害者雇用が企業経営に及ぼす影響について分析した先行研究では、障害者雇用が財務
的な利益に与える直接的な影響に焦点を当てており(1)(2)、障害者雇用が経営プロセス全般に
及ぼす直接的かつ間接的な影響について分析した研究はほとんど行われていない。そこで、
ここでは、BSC の 4 つの視点における因果関係を前提として、障害者雇用が「財務利益」
「顧客確保・維持」「業務効率の向上」「従業員の成長」の経営成果に及ぼす直接的かつ間
接的な影響を明らかにするために、SEM による重回帰分析を行った。  
分析に用いたデータの記述統計量を表 4-8 に示した。「障害者雇用」を示す変数として障
害者雇用率を用い、「財務利益」を示す変数としては、売上高利益率(%)(観測変数)を用いた。
また、「顧客確保・維持」と「業務効率の向上」「従業員の成長」を示す変数は、それぞれ
因子分析による潜在変数を用いた。 
 
表 4-8 記述統計量 
 N 最小値 最大値 平均値 標準偏差 
規模区分(大企業ダミー) 239 0 1 0.48 0.50 
障害者雇用率 239 0.0 4.54 1.82 0.72 
財務利益 売上高利益率 239 -172.43 25.67 2.22 14.60 
顧客 
確保・維持 
ステークホルダ ・ーエンゲージメ
ントの開催  
239 1 3 1.81 0.97 
消費者対応部署 の有無 239 1 3 2.39 0.68 
商品・サービス安全性・安全体制
部署の有無 
239 1 3 2.54 0.61 
業務効率の NPO・NGO との連携有無 239 1 3 2.11 0.99 
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向上 投資家を意識した ESG 情報開始  239 1 4 3.03 1.35 
機関投資家や ESG 調査機関との
対話の実施可否 
239 1 3 2.05 0.97 
クレームデータベース 239 0 1 0.87 0.33 
特例子会社の有無 239 1 3 1.59 0.90 
従業員の 
成長 
多様な人材の活動専任部署の有
無 
239 1 3 1.34 0.75 
労働安全衛生マネジメント 239 0 1 0.62 0.49 
労働災害比率 
(3 年平均) 
239 0.0 18.41 0.86 2.02 
在宅勤務制度 239 0 1 0.18 0.39 
裁量労働制度 239 0 1 0.26 0.44 
キャリアアップ支援 239 0 1 0.61 0.49 
有効数 239     
出典：著者分析結果 
 
1. 障害者雇用が経営成果に及ぼす影響 
 「障害者雇用率」を説明変数とし、「売上高利益率(%)」「顧客確保・維持」「業務効率の
向上」「従業員の成長」を被説明変数として回帰分析を行った。 
最初に、障害者雇用率が経営成果に及ぼす直接的な影響を分析した結果、障害者雇用は
「従業員の成長」に正の影響を与えており、統計的にも有意であることが示された(推定値
=0.309, p<0.001)。つまり、障害者雇用率を増やすことは、「学習と成長」の視点から従業
員を成長させる経営効果をもたらすといえる。これは、日本と韓国の障害者雇用企業の事
例分析の結果からも確認することができる。上述したように、影山(2013)の事例分析及び韓
国の True company 賞を受賞した企業の事例分析の結果からみると、障害者を雇用するこ
とによって、①人材育成のノウハウの形成、②仕事のマッチングノウハウの形成、③安全
な作業環境の整備といった経営上の効果が得られ、障害者を含むすべての従業員の成長に
つながることが示された(4)(11)。 
一方、障害者雇用が「売上高利益率(%)」と「顧客確保・維持」「業務効率の向上」に及
ぼす影響は正の影響であるものの、統計的に有意な結果は得られなかった(「売上高利益率
(%)」(推定値=0.086, p>0.05)、「顧客確保・維持」(推定値=0.065, p>0.05)、「業務効率の向
上」(推定値=0.121, p>0.05)、「従業員の成長」(推定値=0.309, p<0.001))。つまり、障害者
雇用が「売上高利益率(%)」と「顧客確保・維持」「業務効率の向上」に正の影響を及ぼし
てはいるが、障害者雇用率を増やすことによって、すぐに「売上高利益率(%)」「顧客確保・
維持」「業務効率の向上」といった経営成果が得られるとはいえない。 
次に、障害者雇用が経営成果に及ぼす間接的な影響を分析した。その結果、障害者雇用
が「従業員の成長」を通して「業務効率の向上」に及ぼす間接的な影響は、正の影響であ
ることが示された(推定値=0.280, p<0.01)。また、「従業員の成長」と「業務効率の向上」を
通して「顧客確保・維持」に及ぼす間接的な影響も正の影響であることが明らかになった(推
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定値=0.423, p<0.01)。さらに、「従業員の成長」と「業務効率の向上」、「顧客確保・維持」
を通して「売上高利益率」に及ぼす間接的な影響も正の影響であることが分かった(推定値
=0.033, p>0.05)。 
一方、障害者雇用率は「売上高利益率」に及ぼす間接的な影響は正の影響であるものの、
統計的に有意な結果は得られなかった。この分析結果に基づいてみると、障害者雇用は企
業の短期的な財務利益の増加にはつながらないといえる。ただし、BSC 理論では、財務的
かつ非財務的な経営成果を均衡的に達成することによって、長期的な成長を実現すること
を前提としているため、「障害者雇用」「従業員の成長」「業務効率の向上」「顧客確保・維
持」を均衡的に成長させることによって、長期的な財務利益の増加につながる可能性があ
ると考えられる(図 4-4, 表 4-9)。 
 
図 4-4 障害者雇用が経営成果に及ぼす影響の分析結果 
 
出典：著者分析結果 
 
表 4-9 障害者雇用が経営成果に及ぼす影響の分析結果(統計量) 
出典：著者分析結果 
 
 
総合効果 直接効果 間接効果 
推定値
係数 
標準 
誤差 
p-value 
推定値 
係数 
p-value 
推定値 
係数 
p-value 
従業員成長 <- 障害者雇用率 0.114 0.031 *** 0.309 0.004** . . 
業務プロセス管理 <- 障害者雇用率 0.153 0.085 0.070 0.121 0.048* 0.280 0.004** 
顧客確保・維持 <- 障害者雇用率 0.064 0.054 0.240 0.065 0.224 0.423 0.005** 
売上高利益率 <- 障害者雇用率 1.744 1.486 0.241 0.086 0.626 0.033 0.268 
顧客確保・維持 <- 従業員成長 0.954 . 0.009** . . 0.954 0.009** 
売上高利益率 <- 従業員成長 0.065 . 0.397 . . 0.065 0.397 
売上高利益率 <- 
業務プロセス
管理 
0.072 . 0.392 . . 0.072 0.392 
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2. 企業規模の調整効果 
 企業では、障害者雇用に関わる経済的負担(機会費用として捉えられる)を考慮して障害者
を雇用する。また、障害者雇用にかかわる経済的負担は、企業の業種・規模・構造などに
よって異なるため(13)、企業の業種や規模は障害者雇用に影響を与える可能性が高い。実際
に、Byeon(2010) (14)は、韓国の民間企業における障害者の雇用可能性に影響を及ぼす諸要
因を明らかにするために、「障害者雇用可否」を被説明変数としロジスティック回帰分析を
行った結果、企業特性のうち企業規模が障害者雇用に正の影響を及ぼしていることを明ら
かにした。 
そこで、ここでは障害者雇用が経営成果に与える影響力に対する企業規模の調整効果
(Moderator Effects)(15)を明らかにするために、SEMによる多母集団同時分析(multi-group 
analysis)を行った。 
多母集団同時分析では、1) サンプル全体としての最適モデルを設定した上で、2) グルー
プ別に分析を行ってデータの適合度を確認し、3) 変数間の関係のどの部分がグループの間
で異なっているのかを検討する。また、多母集団同時分析では、推定する母数に等値制約
を課さないモデル(=自由モデル)と、等値制約を課すモデル(=制約モデル)の比較により、
どの部分にグループ間の差が見られるかを検討していく(15) (16)(17)。 
企業規模の調整効果を分析するために、以下のような研究仮説を設定した。 
 
・仮説1：障害者雇用が従業員の成長に与える影響力は、企業規模が大きいほど高くなる。 
・仮説2：障害者雇用が業務プロセス向上に与える影響力は、企業規模が大きいほど高くなる。 
・仮説3：障害者雇用が顧客確保・維持に与える影響力は、企業規模が大きいほど高くなる。 
・仮説4：障害者雇用が売上高利益率に与える影響力は、企業規模が大きいほど高くなる。 
 
研究仮説を検証するために、中小企業グループ(従業員数 1 人～299 人)と大企業グループ
(従業員数 300 人以上)に区分し、個々のグループに対してパス(図中の a, b, c, d のパス)の係
数が異なる自由モデルと等値制約を課す制約モデルを比較・分析した(図 4-5)。 
 
図 4-5 企業規模の調整効果分析の研究モデル 
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出典：著者作成 
 
・自由モデル：中小企業と大企業のパス a, b, c, d はすべて等値でない。 
・制約モデル：中小企業と大企業のパス a, b, c, d はすべて等値である。 
 
企業規模グループごとの各パス a, b, c, d における自由モデルと制約モデルの分析結果、
「障害者雇用率従業員の成果」において企業規模の調整効果が示された(表 4-10)。つまり、
企業規模が大きい大企業において、障害者雇用が経営成果に及ぼす影響が大きくなること
が示された(仮説 1 採択)。 
しかし、「障害者雇用率業務効率の向上」「障害者雇用率顧客確保・維持」「障害者雇
用率売上高利益率」においては、企業規模の調整効果が示されてなかった(仮説 2,3,4 棄
却)。中小企業と大企業における推定結果を表 4-11 に示した。 
 
表 4-10 自由モデルと制約モデルの分析結果 
 障害者雇用率 
従業員の成長 
障害者雇用率 
業務効率の向上 
障害者雇用率 
顧客確保・維持 
障害者雇用率 
売上高利益率 
x2 df p x2 df p x2 df p x2 df p 
自由 
モデル 
337.601 198 0.000 338,601 198 0.000 337.601 198 0.000 337.601 198 0.000 
制約 
モデル 
342.202 199 0.000 340.344 199 0.000 338.310 199 0.000 338.724 199 0.000 
比較 4.601 1 0.032* 2.743 1 0.098 0.709 1 0.400 1.123 1 0.289 
* p<0.05 
出典：著者分析結果 
 
表 4-11 中小企業と大企業の推定結果 
パス 
中小企業 大企業 規模の調整効
果有意確率 推定値 標準誤差 推定値 標準誤差 
障害者雇用率 
従業員の成長 
0.213 0.025 0.329 0.130 0.032* 
障害者雇用率 
業務効率の向上 
0.190 0.087 -0.156 0.378 0.098 
障害者雇用率 
顧客確保・維持 
0.129 0.047 0.132 0.262 0.400 
障害者雇用率 
売上高利益率 
0.093 2.190 -0.005 1.449 0.289 
* p<0.05 
出典：著者分析結果 
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第 7 節 結論と考察 
 
以上、BSCマネジメント・ツールに基づいて、障害者雇用と経営効率を両立していくた
めの経営プロセスを検証するとともに、「障害者雇用企業の経営成果評価指標」を開発した
(図4-6)。 
今回の研究結果を踏まえ、障害者雇用と経営効率性を両立していくための経営成果評価
について以下のように結論づけることができる。 
第1に、障害者雇用が経営成果に及ぼす影響について分析した結果、障害者雇用率の増加
は、直接的に「従業員の成長」の経営効果をもたらしていることが示された。また、障害
者雇用企業の経営プロセスを分析した結果、「従業員の成長」は「業務効率の向上」と「顧
客確保・維持」にプラスの影響を与え、最終的に「財務利益の向上」の効果をもたらして
いることが明らかになった。すなわち、障害者雇用と経営効率性を両立していくためには、
最初に「学習と成長」の視点から「従業員の成長」という経営成果を上げることが必要で
あるといえる。また、今回開発された経営成果評価の指標に基づいて「従業員の成長」の
経営効果を持続的に評価・管理していくことが可能である。 
特に、「従業員の成長」については、企業規模の調整効果がしめされたため、障害者雇用
が「従業員の成長」に及ぼす影響力は、中小企業よりも大企業において大きいことが明ら
かになった。このことから、従業員300人以上の大企業において、障害者雇用と経営効率性
を両立していくためには、「従業員の成長」に対する評価・管理がさらに重要であるといえ
る。 
第2に、障害者雇用が経営成果に及ぼす影響について分析した結果、障害者雇用率の増加
は間接的に「業務効率の向上」の経営効果をもたらしていることが示された。統計的に有
意な結果は得られなかったものの、障害者雇用率は直接的にも「業務効率の向上」の経営
効果にプラスの影響を与えることが分かった。また、経営プロセスについて分析した結果、
「従業員の成長」は「業務効率の向上」の経営効果をもたらすことが示された。つまり、「障
害者雇用」と「業務効率の向上」の関係において「従業員の成長」は媒介変数として作用
されているといえる。そのため、障害者雇用により「業務効率の向上」の経営効果をもた
らすためには、「業務効率の向上」だけでなく、「従業員の成長」の経営成果も同時に上げ
ていく必要があるといえる。また、今回開発された経営成果評価の指標に基づいて「従業
員の成長」と「業務効率の向上」の経営効果を持続的に評価・管理していくことが可能で
ある。 
第3に、障害者雇用が経営成果に及ぼす影響について分析した結果、障害者雇用率の増加
は間接的に「顧客維持・管理」の経営効果をもたらしていることが示された。また、統計
的に有意な結果は得られなかったものの、障害者雇用率は直接的にも「顧客確保・維持」
の経営効果にプラスの影響を与えることが示された。また、経営プロセスについて分析し
91 
た結果、「業務効率の向上」は「顧客維持・管理」の経営効果をもたらすことが示された。
このような結果から、「障害者雇用」と「顧客維持・管理」の関係において「従業員の成長」
と「業務効率の向上」は媒介変数として作用されているといえる。そのため、障害者雇用
により「顧客維持・管理」の経営効果をもたらすためには、「顧客維持・管理」の経営成果
だけでなく、「業務効率の向上」と「従業員の成長」の経営成果も同時に上げていく必要が
あるといえる。また、今回開発された経営成果評価の指標に基づいて「従業員の成長」と
「業務効率の向上」、「顧客維持・管理」の経営効果を持続的に評価・管理していくことが
可能である。 
最後に、経営プロセスについて分析した結果、「顧客確保・維持」は「財務利益」に正の
影響を与えることが示されたため、今回開発された経営成果評価の指標に基づいて「財務
利益」の経営成果とともに、「顧客維持・管理」と「業務効率の向上」「従業員の成長」の
経営成果も同時に上げていくことにより、障害者雇用と経営効率性を両立していくことが
可能であるといえる。 
ただし、今回の研究においては、以下のような研究的な限界がある。 
第 1 に、時間的・経済的な事情、サンプル確保の困難さにより、韓国のデータを用いた
実証分析までは至らなった。また、サンプル確保の困難さにより、日本のデータのなかで
も「顧客」と「内部プロセス」視点に関わるデータが少なく、詳細は評価指標について分
析できなかった限界がある。 
第 2 に、障害者雇用と経営成果に関する因果関係を検証することができなかった限界が
ある。障害者雇用をインプットとした場合の経営成果を明らかにするためには、各企業に
おける年度別（または分岐別）の障害者雇用率と財務利益のデータ、顧客確保・維持及び
業務の効率向上、従業員成長に関連するデータが必要であり、障害者雇用率の変化による
経営成果の変化量を分析すべきである。しかし、今回用いたデータのほとんどは、2013 年
度のデータしか確保できなかったため、障害者雇用と経営成果の因果関係までは検証する
までは至らなかった限界がある。 
第 3 に、本研究では評価指標を開発することを目的としたため、評価指標に基づいた詳
細は評価手法までは提案することまでは至らなかった限界がある。そのため、今後の研究
課題として、評価指標に基づいたスコアリング方法や指標ごとにおける重みづけといった
詳細は評価方法までは提案することができなかった。 
そのため、以上のような研究的な限界を踏まえて、今後には、障害者雇用と経営成果に
関連する時系列データを用いて、障害者雇用と経営成果に関する因果関係を証明するため
の研究が行われる必要がある。また、「顧客」と「内部プロセス」視点に関わる詳細はデー
タを加えた分析とともに、経営成果評価指標のスコアリング方法を明示するための研究を
通して、障害者雇用企業の経営成果評価モデルを提案する必要があるといえる。さらに、
今後の研究課題として、韓国のデータを用いた実証分析により、「障害者雇用企業の経営的
な成果評価指標」の妥当性と適用可能性を検証していく必要があると考えられる。 
92 
図4-6 障害者雇用企業の経営成果評価指標(完成型) 
 
出典：著者作成 
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Disabled, 障害者雇用促進大会「True Company 賞の受賞事例(2011~2015)」 
URL: http://moel.go.kr 
(12) 朝野煕彦・鈴木督久・小島隆矢(2011) 『入門共分散構造分析の実際』によれば、SEM
モデルの適合度を示す指標は 50 種類以上が提案されており、どの適合度指標に着目す
るかは研究者の判断による。ここでは、適合度指標として利用されることの多い GFI、
AGFI、CFI、RMSEA の 4 つの指標を取り上げた。また、パラメータの推定は最尤法
を使用した。 
GFI(Goodness of Fit Index)は、重回帰分析の決定係数に似た指標であり、AGFI(Adjust 
GFI)は、重回帰分析の調整済み決定係数に似た指標である。GFI と AGFI は、1 に近
いほど適合度が高いと解釈される。 
RMSEA(Root Mean Square Error of Approximation)とは、標本数 n と自由度 df で標
準化したカイ２乗の統計量を意味し、小さいほど適合度が高いと解釈でき、0.1 以上に
なると不適合と解釈される。RMSEA は、以下のような式１で求めることができる。 
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        ・・・式１ 
 
CFI(Comparative Fit Index)と TLI(Tucker-Lewis index)は、モデルとデータの適合度
を判定する指標である。CFI と TLI は、１に近いほど適合度が高いと解釈されている。 
(13) 土橋俊寛、尾山大輔（2008）「経済学から見た障害者雇用納付起因・調整金制度」日
本労働研究雑誌, No.578, pp.43-52. 
(14) Minsu Byeon (2010) “Enterprise for the Disabled Employment fact analysis of the 
study”,『Disability & Employment』Vol.20, pp.262-293. 
(15) 調整効果とは、調整変数が、説明変数と被説明変数の間に及ぼす影響の程度を意味す
る。調整効果を検証する一つの手法として多母集団同時分析(multi-group analysis)
があり、多母集団同時分析では、推定する母数に等値制約を課さないモデル(=自由モ
デル)と、等値制約を課すモデル(=制約モデル)間の自由度(df)とカイ 2 乗値の変化に
基づいて有意性を検証する。 
(16) 川端一光 (2007) 「多母集団同時分析」 豊田秀樹 (編著) 『共分散構造分析（Amos 編）』
東京図書、pp.74-87。 
(17) 篠ヶ谷圭太・赤林英夫(2012)「家庭背景が学力に与える影響とそのプロセス―階層的重
回帰分析と構造法定式モデリングを用いた検討―」, Joint Research Center for Panel 
Studies Keio University. 
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第 5 章 障害者雇用が企業に及ぼす社会貢献的な影響に関する研究 
―障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価尺度の開発を中心に―3) 
 
第 1 節 問題と目的 
 
工藤ら(2005)(1)の調査研究によれば、障害者割当雇用制度による法定雇用率を達成してい
る企業の割合は少ないものの、CSR として障害者雇用に積極的に取り組む企業が増加して
いる。これは、障害者雇用の取り組みを CSR の目標や成果評価の指標として挙げている企
業が増加しているからである。CSR に関する統一された定義はないが、ここでは、企業の
持続的な発展のために、従来の財務利益の追求に加え、すべてのステークホルダー(従業員、
消費者、コミュニティなど)に与える影響に責任を持つ経営理念として定義づける。そこで、
障害者雇用は、雇用・労働及び人権における差別禁止、法律遵守につながるといえる。 
経済学的な観点から CSR は、企業による自発的な私的財の供給と同時に、準公共財の提
供であるといえる。ここで、準公共財とは、1) 他人の消費を制限できず(非排除性)、使用
することで他人の便益を減らす(競合性)性質をもつ財であり、2) 本来は社会的便益しかも
たらさないにも関わらず、私的便益ももたらす財である(2)。 
また、CSR 支出について研究した Heal(2005)(3)は、企業による CSR 支出の経済的な意
義を外部性の観点から説明した。Heal によれば、CSR 支出の経済的な意義は市場失敗
(market failures)(4)による 1) 外部性(environmental conflict)と 2) 分配問題(distributional 
conflict)にある。具体的に、市場失敗が生じた場合、CSR は外部コスト(外部不経済)を私的
費用として内部化するために必要なコストとして意義がある。また、分配問題を防ぐため
のコストとしても意義がある。さらに、CSR は公平性や環境問題に注目している社会のな
かで、企業の持続可能性を高めるために不可欠であり、CSR 支出を通してリスクを減少す
ることができる。同時に、あらゆる社会問題に取り組むことは、ブランドイメージ向上に
もつながるため、最終的には企業の利潤最大化に準ずる活動であると示した。Bagnoli and 
Watts(2003)(5)も、企業で CSR を投入した準公共財を生産することで、商品の価格を上げる
ことができ、最終的には企業の利潤最大化につながると示した。 
実際に、CSR経営と財務的な成果の関係について分析した先行研究として岡本・梅津
(2006) (6)、首藤・竹原(2008)(7)、荒木(2009) (8)の研究がある。岡本・梅津は、「社会性が高
い企業群は社会性が低い企業群よりも、業績回復率が高い」「全般的に社会性と収益性・
成長性とは正の相関があることを明らかにした。また、首藤・竹原は、社会性が高い企業
群は社会性が低い企業群よりも、複数の財務指標において有意に高いことを示した。荒木
は、CSR 評価と財務業績の関係について、「業種全体（5 業種）においては、正の相関が
                                                   
3)2015 年 9 月 1 日、東北大学経済学会に投稿・審査中である(「障害者雇用企業の成果評価
ツール開発に関する研究―障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度の開発を中心に―」)。ま
た、本研究は、JSPS 科研費 15J00551 の助成を受けたものである。 
96 
明らかになったが、業種別に見てみると正の相関が強く現れる業種と無相関の業種がある」
としている。海外の先行研究においても、CSRと財務的利益は正の関係にあることを明ら
かにした研究が多い。たとえば、McWilliams and Siegel(2000)(9)は、CSR 経営と企業パフ
ォーマンスの間に直接の関係は見られず、CSR 経営を意識した戦略的な行動としての研究
開発投資によって企業パフォーマンスが向上することを明らかにした。また、Simpson & 
Kohers(2002) (10)は、企業の社会性と財務成果に関する定量的実証研究から断定的な結論を
導くことは難しいが、両者の間に正の相関を報告する研究が最も多いと結論づけている。 
 以上の先行研究に基づいてみると、政府の限界や市場の失敗によって公共財の効率的な
提供ができなくなる場合には、準公共財としてCSRを活用することが効率的である。同時
に、CSR 経営と企業パフォーマンスの間に直接の関係は見られないかもしれないが、CSR 
経営を意識した戦略的な行動としての研究開発投資によって企業パフォーマンスが向上す
る可能性が高い。 
そこで、本研究では、上記のような CSR の経済経営学的な意義に基づいて、CSR の一環
として障害者雇用を促進していくために、障害者雇用による社会貢献的な成果を定量的に
評価するための尺度開発を目的とする。 
 
第 2 節 研究方法 
 
本研究では、Churchill (1979)(11)によって提示された尺度開発の方法に基づいて、「障害
者雇用企業の社会貢献の成果評価尺度」を開発する。Churchill が提示した尺度開発は、一
般的に、経営学の分野での尺度及び測定項目を開発する際に活用されており、尺度開発の
手順について以下の 8 段階を提示した(図 5-1)。 
 
図 5-1 Churchill による度及び測定項目を開発の方法 
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出典：Churchill(1979) “A Paradigm for Developing Better Measures of Marketing 
Constructs,”をもとに、著者作成 
 
そこで、本研究では、Churchill が提示した尺度開発の方法に基づいて、最初に文献レビ
ューにより尺度(試案)を作成し、尺度(試案)の内容的妥当性を検証した。また、尺度の信頼
性と構造的な妥当性を検証し、日本と韓国で通用可能な障害者雇用企業の社会貢献成果評
価尺度を開発した。 
 
1) 尺度(試案)の作成方法 
日本と韓国の障害者雇用企業の事例を分析すると共に、障害者雇用専門家(12)の意見を反
映しながら、障害者雇用による社会貢献効果を分析し、障害者雇用企業の社会貢献成果を
評価するための項目を導出した。また、導出した評価項目と、CSR 活動を評価する際に用
いられる国際的な基準や指標、ガイドラインとの関連性を分析し、障害者雇用企業の社会
貢献成果評価の領域と項目を構成した。最後には、点数付けによる尺度(試案)を完成した。 
 
2) 尺度(試案)の内容的妥当性の分析方法 
 2015 年 6 月 1 日～6 月 30 日まで、約 1 ヵ月間、日韓における障害者雇用専門家 22 名に
対して質問紙調査を行い、尺度(試案)の言葉や各領域及び項目の設定が妥当であるか否かを
検証した。 
 
3) 尺度(試案)の信頼性(内的一貫性)と構造概念妥当性の分析方法 
 2015 年 7 月 6 日～8 月 10 日まで、約 1 ヵ月間、日韓における障害者雇用専門家 320 名
に対いて質問紙調査を行い、尺度の信頼性と構造概念妥当性を検証した。信頼性(13) は、
SPSS 17.0 を使って Cronbach’s α 係数により検証し、構造概念妥当性は、Amos 23.0 を使
って構造方程式モデリング(SEM)により検証した。 
 以上の研究方法及び尺度開発の流れを図 5-2 に示した。 
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図 5-2 尺度開発のための研究方法 
 
出典：著者作成 
 
第 3 節 障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価の尺度（試案）作成 
 
１．障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価の尺度項目の収集 
 
 最初に、日本における障害者雇用企業の事例を分析するために、独立行政法人高齢・障
害・求職者雇用支援機構の障害者雇用事例リファレンスサービスホームページで紹介され
ている障害者雇用企業の事例を分析した。また、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支
援機構(2007) (14)(2013) (15)の報告書で紹介されている障害者雇用企業の事例を参照しながら
分析した。これらの 2 つの報告書は、障害者雇用に関して企業を対象にヒアリング調査を
行った結果を公表している代表的な文献資料である。日本の障害者雇用企業の事例を分析
した結果は表 5-1 に示した。 
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表 5-1 日本の障害者雇用企業における効果事例(社会的貢献に関する効果のみ) 
障害者雇用企業 社会貢献的な成果 
富士ゼロックス東京株式会社 
2011 年従業員数：2,161 名 
障害者従業員数：30 名 
・障害者雇用の法令遵守 
・障害者の業務能力開発 
・雇用労働における差別解消 
・雇用労働におけるバリアフリー充実 
株式会社コスモネット 
2013 年従業員数：1,736 名 
障害者従業員数：42 名 
・障害者就労支援センターなどの地域関連
機関との連携及びネットワーク構築 
・人材活用の充実 
・雇用労働における差別解消 
花王株式会社 
2006 年従業員数：7,046 名 
障害者従業員数：102 名 
・障害者雇用の法令遵守(雇用率の維持) 
・社員の多様性と人権尊重 
・能力開発及びと人材活用の充実 
・ノーマライゼーションの実現 
ソニー太陽株式会社 
(ソニー株式会社の特例子会社) 
2014 年従業員数：170 名 
障害者従業員数：110 名 
・障害者の業務能力開発の充実 
・バリアフリーの充実 
・雇用労働における配慮 
出典：独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構の障害者雇用事例リファレンスサー
ビスの事例、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構(2007) (14)(2013) (15)の報告書を
もとに、著者作成 
 
次に、Ministry of Employment and Labor で毎年実施している「障害者雇用促進大会」
にて True Company 賞を受賞した企業を対象として、韓国における障害者雇用企業の事例
(16)分析を行った。その結果、2011 年から 2015 年までに True Company 賞を受賞した企業
は、すべて常時労働者 300 人以上の大企業であり、障害者雇用率とともに収益率も高い企
業であった(表 5-2)。 
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表 5-2 韓国の障害者雇用企業における効果事例(社会的貢献に関する効果のみ) 
障害者雇用企業 社会貢献的な成果 
株式会社ロッテ SHOPPING 
(2007 年障害者雇用優良企業受賞） 
従業員数：19,014 名 
障害者従業員数：367 名 
・法定雇用率の達成によるコンプライアン
ス充実 
・多様な人材育成と活用の実現 
・雇用労働における差別解消 
・障害者就労支援センターなどの地域関連
機関との連携及びネットワーク構築 
・障害者雇用に関するノウハウ提供 
KORAIL Networks（株） 
2007 年障害者雇用優良企業受賞 
従業員数：705 名 
障害者従業員：13 名 
・法定雇用率の達成によるコンプライアン
ス充実 
・障害(者)に関する認識改善の教育充実 
・地域の障害者就労センターや NPO 団体
との連携＆ネットワーク 
・障害者雇用に関するノウハウ提供 
（株）SEWON 流通 
2012 年従業員数 2,681 名 
障害者雇用率：2.8%(47 名雇用) 
・法定雇用率の達成によるコンプライアン
ス充実 
・雇用労働における差別解消 
・障害(者)に対する認識改善 
・障害者就労支援センターなどの地域関連
機関との連携及びネットワーク構築 
・雇用労働におけるバリアフリー充実 
（株）Canon Korea Business Solution 
2012 年従業員数 1,128 名 
障害者雇用率 10.73%(67 名、うち重度 54 名) 
・多様な人材育成と活用の実現 
・雇用労働における差別解消 
・雇用労働におけるバリアフリー充実 
・障害(者)に対する認識改善 
出典：Ministry of Employment and Labor and Korea Employment Agency for the 
Disabled, 障害者雇用促進大会「True Company 賞の受賞事例(2011~2015)」をもとに著者
作成 
 
以上、日本と韓国における障害者雇用企業の事例を分析した結果、両国とも障害者を雇
用することによって法定雇用率の達成や雇用労働における差別解消の実践などの一般的な
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効果の他に、多様な人材育成と活用、障害(者)に対する認識改善、地域機関とのネットワ
ーク構築などの社会的貢献の効果が得られることを分かった。 
 
２．障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価の尺度（試案）の完成 
 
日本と韓国における障害者雇用企業の事例分析の結果に基づいて、「障害者雇用企業の社
会貢献成果評価尺度(試案)」を完成した(表 5-3)。表 5-3 から分かるように、尺度(試案)の領
域と項目は、国際的に通用されている代表的なCSR関連ガイドラインである ISO 26000(17)、
Global Compact principle 10(18)、GRI(Global Reporting Initiative) G4(19)に基づいて作成
された。 
 ISO26000 は 、 2010 年 に 国 際 基 準 化 機 構 (International Organization for 
Standardization: ISO)から公表されたものであり、CSR 推進にあたって対応すべき具体的
な基準が示されている。大きく 7 つの各条に基づいて CSR に関する基準を示しており、各
条では果たすべき CSR の中核主題及び課題として「組織統治」「人権」「労働慣行」「環境」
「公正な事業慣行」「消費者課題」「コミュニケーション参加及びコミュニティの発展」の
７つの基準を示している。 
 また、Global Compact principle 10 は、2000 年に国際連合から発足されたものであり、
CSR に関する企業行動原則が示されている。2004 年に修正され、「人権(2 原則)」「労働(4
原則)」「環境(3 原則)」「腐敗防止(1 原則)」の 4 分野と 10 原則に基づいて企業の社会的な責
任を示している。 
 GRI G4 は、2013 年に国際非営利団体である GRI により発行されたものであり、CSR に
よる成果報告書を作成するための報告原則、標準開示項目及び実施マニュアルが示されて
いる。主に、「環境」「労働環境及び慣行」「人権」「商品に対する責任」に関する CSR 成果
を報告するための基準を示している。 
 
表 5-3 障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度と CSR 関連ガイドラインとの関連性 
領域 項目 ISO26000 
Global 
Compact 
GRI G4 
人 
権 
保 
障 
・ 
差 
別 
解 
消 
Q1. 障害者雇用企業は、人権保護に関する方
針・計画・取組みを図っているか。 
Ⅰ.人権 人権 人権 
Q2. 障害者雇用企業は、障害理解教育を図ってい
るか。 
Ⅰ.人権 労働 
労働慣行とディーセ
ント・ワーク 
人権 
Q3. 障害者雇用企業は、障害者の勤務条件（人
的配慮）の配慮を図っているか。 
Ⅰ.人権 
Ⅱ.労働慣行 
労働 
労働慣行とディーセ
ント・ワーク 
人権 
Q4. 障害者雇用企業は、障害者に対する人事・労
務的な公平性を図っているか。 
Ⅰ.人権 
Ⅱ.労働慣行 
労働 
労働慣行とディーセ
ント・ワーク 
人権 
地 
域 
資 
源 
Q5. 障害者雇用企業は、地域関係機関との連携
を図っているか。 
Ⅶ．コミュニティ
への参画、発展 
透明性と 
腐敗防止 
社会 
Q6. 障害者雇用企業は、障害者の能力開発を図っ
ているか。 
Ⅶ．コミュニティ
への参画、発展 
透明性と 
腐敗防止 
労働慣行とディーセ
ント・ワーク 
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の 
開 
発 
社会 
Q7. 障害者雇用企業は、障害者雇用に関するノウ
ハウや情報の提供を図っているか。 
Ⅶ．コミュニティ
への参画、発展 
透明性と 
腐敗防止 
社会 
Q8. 障害者雇用企業は、ボランティア活動機会
の提供を図っているか。 
Ⅶ．コミュニティ
への参画、発展 
透明性と 
腐敗防止 
労働慣行とディーセ
ント・ワーク 
社会 
コ 
ン 
プ 
ラ 
イ 
ア 
ン 
ス 
Q9. 障害者雇用企業は、障害者雇用率向上を図
っているか。 
Ⅰ.組織統治 
透明性と 
腐敗防止 
社会 
Q10. 障害者雇用企業は、バリアフリー化（物的
配慮）を図っているか。 
Ⅱ.人権 労働 
労働慣行とディーセ
ント・ワーク 
社会 
Q11. 障害者雇用企業は、ステークホルダーへの
信頼性を図っているか。 
Ⅰ.組織統治 
透明性と 
腐敗防止 
社会 
製品責任 
Q12. 障害者雇用企業は、ダイバーシティー社会
構築を図っているか。 
Ⅰ.組織統治 
Ⅱ.人権 
人権 
透明性と 
腐敗防止 
人権 
社会 
Q13. 障害者雇用企業は、障害者を雇用する企業
風土の促進を図っているか。 
Ⅰ.組織統治 
透明性と 
腐敗防止 
社会 
出典：ISO 26000、Global Compact principle 10、GRI(Global Reporting Initiative) G4
をもとに、著者作成 
 
第 4 節 障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価の尺度（試案）の内容的妥当
性検証 
 
1. 内容的妥当性のための質問紙作成 
 
障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度の開発は、初めての試みであることから、領域
や項目設定、言葉の定義や表記などに関する内容的な妥当性を評価することが大事である
といえる。そこで、完成した尺度試案の内容的妥当性を検証するための調査票を作成した。 
調査票には、尺度試案の概念について説明した後、障害者雇用企業の社会貢献成果を評
価するにあたって、尺度試案の領域や項目の設定が妥当であるか否かを主観的に評価する
ように作成した。また、「5 とても妥当性である」「4 妥当である」「3 どちらかといえば妥当
である」「2 妥当ではない」「1 まったく妥当ではない」の 5 段階リカート法(Likert scale)
を用いて、各領域と項目が妥当であるか否かを評価するように設定した。 
  
2. 内容的妥当性の分析結果 
 
1) 回答者の属性における集計結果 
 日本では 12 名、韓国では 10 名と計 22 名の障害者雇用専門家に対して、内容的妥当性を
評価してもらった。日本の回答者のなかでは、障害者雇用について研究している研究者が
58.3%(7 名)と最も多く、韓国では、CSR の観点から人権や企業倫理、障害者雇用に関する
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論文や研究実績がある大学教授が 40.0%(4 名)と最も多かった(表 5-4)。 
 
表 5-4 内容的妥当性調査の回答者属性集計結果 
区分 日本 韓国 
性別  
男性 6 名(50.0%) 
女性 6 名(50.0%)  
男性 2 名(20.0%) 
女性 8 名(80.0%)  
年齢  33.7 歳  36.8 歳  
障害有無  
障害有 1 名(8.3%) 
障害無 11 名(91.7%)  
障害有 1 名(10.0%) 
障害無 9 名(90.0%)  
職業  
大学教授 4 名(33.3%) 
研究者(員)7 名(58.3%) 
障害者雇用関連従事者 1 名(8.3%)  
大学教授 4 名(40.0%) 
研究者(員)3 名(30.0%) 
障害者雇用関連従事者 3 名(30.0%)  
計  12 名(100.0%)  10 名(100.0%)  
出典：著者分析結果 
 
2) 領域に関する内容的妥当性の分析結果 
 CSR の観点から障害者雇用企業の社会貢献成果を評価するにあったて「❶人権保障・差
別解消」「❷地域資源の開発」「❸コンプライアンス」の 3 つの領域を設定したことに関し
て、両国とも「妥当である」と評価され、領域に関する内容的妥当性は検証された。ただ
し、「「コンプライアンス」という言葉には、人権保障・差別解消の意味が含まれるため、
言葉に対する修正が望ましい」という意見が示された(図 5-3)。 
 
図 5-3 領域に関する内容的妥当性調査の結果（単位：％） 
 
出典：著者分析結果 
 
3) 項目に関する内容的妥当性の分析結果 
 CSR の観点から障害者雇用企業の社会貢献成果を評価するにあったて、13 項目の言葉の
表記や定義、各領域への設定したことが妥当であるか否かを調査した。その結果、「❶人権
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保障・差別解消」の 4 つの項目に関しては、両国とも「妥当である」と評価された（図 5-4）。
ただし、Q1 について日本では、「倫理経営の観点から障害者未雇用企業でも人権保護を図
っている企業があるため、Q1 を障害者雇用企業の成果としてみてもよいのか再度検討した
ほうが良い」という意見が示された。 
 
図 5-4 「❶人権保障・差別解消」項目に関する調査結果（単位：％） 
 
出典：著者分析結果 
 
 一方、「❷地域資源の開発」の４つの項目のうち、Q6 と Q8 は、両国とも 20%程度で「妥
当でない」と評価された(図 5-5)。これについては、言葉に関する定義が不十分であるとい
う意見が示された。また、Q7 について、日本では妥当性であると評価されたものの、韓国
では 20%程度で「妥当でない」と評価された。その理由としては、「障害者雇用に関するノ
ウハウの提供と地域資源の開発とのつながりが分かりにくい」という意見が示された。日
本調査でも Q7 の障害者雇用に関するノウハウを提供することは大事であるため、項目とし
て「妥当である」と評価されたものの、韓国と同様に「地域資源開発とのつながりが分か
りにくい」という意見が多数示されたこのことから、Q6、Q7、Q8 に関する修正が必要で
あると判断された。 
 
図 5-5 「❷地域資源の開発」項目に関する調査結果（単位：％） 
 
105 
出典：著者分析結果 
 
最後に、「❸コンプライアンス」の項目に関する調査結果、日本では、Q9 のみが 100%「妥
当である」と評価され、ほとんどの項目が 20%程度で「妥当でない」と評価された(図 5-6)。
各項目について「妥当でない」と評価した意見をまとめて表 5-5 に示した。 
 
図 5-6 「❸コンプライアンス」項目に関する調査結果（単位：％） 
 
出典：著者分析結果 
 
表 5-5 「妥当でない」と評価された項目に対する意見 
項目 意見 
Q10 
・バリアフリー化(物的配慮)は、人権保護や差別解消にも該当する 
・バリアフリー化とコンプライアンスのつながりに関する用語の説明が不十分 
Q11 
・ステークホルダーには、地域主民や障害者雇用関連機関も含まれるため、❷地域
資源の開発に設定すべきではないか 
・ステークホルダーへの信頼性とコンプライアンスとの関連性が結びつかない 
Q12 
・ダイバーシティは、人権保障・差別解消にもつながる 
・ダイバーシティは、「❷地域資源の開発」の障害者能力開発にもつながる 
Q13 
・企業風土を促進することとコンプライアンスのつながりが明確に分からない 
・企業風土の定義や意味に関する説明がないため、その意味が不明 
出典：著者分析結果 
 
3. 障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価の尺度（試案）の完成  
 
以上、内容的妥当性を検証した結果と、障害者雇用専門家の意見に基づいて、尺度(試案)
の内容を修正した。最初に、領域については「コンプライアンス」領域に関する専門家の
意見を反映して、「コンプライアンス・社会規範」に修正し、法律や制度への遵法に関する
項目として 2 つの項目を設定した。「コンプライアンス・社会規範」の 2 つの項目は、尺度
試案の Q9 を基に再構成した。 
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項目については大幅修正を行った。日本と韓国の調査結果により、修正意見が示された
尺度試案の Q1、Q7、Q11、Q13 項目は、両国の専門家との再検討を通して最終的に削除さ
れ、Q10 と Q12 は、「人権保障・差別解消」に再構成した。 
尺度試案の領域と項目の修正により、最終的には、表 5-6 のように「❶コンプライアンス・
社会規範(2 項目)」「❷人権保障・差別解消(4 項目)」「❸地域資源開発(4 項目)」の 3 領域 10
項目で構成した「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」を完成した。 
 
表 5-6 修正された「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」の領域と項目 
領域 項目 
コンプライア
ンス・ 
社会規範 
(2 項目) 
Q1 障害者雇用企業は、障害者雇用促進法に基づいて法定雇用率達成を図っているか。 
Q2 
障害者雇用企業は、障害者雇用を維持・定着させるための計画・取組みを図ってい
るか。 
人権保障 
・差別解消 
(4 項目) 
Q3 
障害者雇用企業は、障害(者)理解境域を計画・実施し、ダイバシティーを図っている
か。 
※ダイバシティーとは、国籍や性別、年齢の違い、障害有無などに関わらず多様な人材を受け
入れ個性を尊重しあうこと 
Q4 
障害者雇用企業は、障害者の勤務条件(人的配慮含む)の配慮を図っているか。 
※勤務条件の配慮(人的配慮含む)とは、障害者の業務遂行能力を補助または向上させるための手
話通訳者やジョブコーチ、職業コンサルタントなどの人的な支援を行うこと 
Q5 
障害者雇用企業は、バリアフリー化(物的配慮)を図っているか。 
※バリアフリー化(物的配慮)とは、障害者雇用を維持・定着させるためのあらゆる作業施設の設
置または改造、購入すること 
Q6 
障害者雇用企業は、障害者に対する人事・労務的な公平性を図っているか。 
※人事・労務的な公平性とは、障害者の採用や上昇のような人事管理上において公平な待遇を
行うこと 
地域資源の開
発 
(4 項目) 
Q7 
障害者雇用企業は、地域機関との連携を図っているか。 
※地域機関との連携とは、障害者雇用を維持・定着する目的で、地域の社会福祉機関や NPO 及
び NPO 団体、医療保険機関、民間教育訓練機関(職業能力開発学校など)、ハローワーク・労働
局などの機関と連携すること 
Q8 
障害雇用企業は、特例子会社の設置または多数の障害者雇用によって、地域の活性
化を図っているか。 
Q9 
障害者雇用企業は、障害者の能力開発を図っているか。 
※障害者の能力開発とは、障害者の業務遂行能力を開発する目的で行うあらゆる職業訓練や実
習などのこと 
Q10 
障害者雇用企業は、イベント等を開催し、ボランティア活動機会の提供を図ってい
るか。 
※イベントとは、障害者雇用に関連するテーマを用いて開催するセミナーやワークショップ、
研究会などのこと 
出典：著者作成 
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第 5 節 障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価の尺度（試案）の信頼性と構
造的妥当性検証 
 
1. 調査票作成 
 
内容的妥当性が検証された「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」の信頼性と構造
概念妥当性を分析するために、信頼性と構造概念妥当性用の調査票を作成した。 
調査項目は「❶コンプライアンス・社会規範(2 項目)」「❷人権保障・差別解消(5 項目)」
「❸地域資源開発(5 項目)」の 3 領域 10 項目に構成し、各領域と項目に対して「1 まったく
そう思わない」「 2 そう思わない」「3 普通」「4 そう思う」「5 非常にそう思う」の 5 点のう
ち、最も当てはまる点数を付けるようにした。 
一般的に尺度の信頼性を検証する際には、実際に尺度に基づいて評価してもらい、内的
一貫性を検証するため、調査票に基づいて、実際に日本と韓国の障害者雇用企業(20)を評価
してもらった。 
 
2. 回答者の属性における集計結果 
 
 日本では、主に障害者雇用に関わっている宮城県中小企業家同友会の会員と神奈川県中
小企業家同友会の会員、障害者雇用について研究している日本経営倫理学会の会員と大学
研究者を含む計 120 名を対象として調査を行った。調査結果、回収率は 65%であった。有
効回答は 78 であったが、欠損値のない 77 名分のデータを用いた。回答者のうち、障害の
ある方は 6.8%(5 名)であり、ほとんどの回答者は障害のない健常者であった。また、障害者
雇用について研究している研究者は 41.1%(30 名)と最も多かった。 
一方、韓国では、主に障害者雇用に関わっている Korea Employment Agency for the 
Disabled と Korea Employment Security Association for the Disabled、韓国社会福祉協議
会の関係者、障害者雇用について研究している研究者、企業の社会貢献業務の担当者を含
む計 200 名を対象として行った。調査結果、回収率は 93.5%であった。有効回答は 187 で
あったが、欠損値のない 177 名分のデータを用いた。回答者のうち、障害のある方は
14.6%(25 名)であり、ほとんどの回答者は健常者であった。また、障害者雇用に関わる職員
は 62.7%(106 名)と最も多かった。両国の回答者における基本属性は表 5-7 に示した。 
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表 5-7 日本と韓国の回答者の基本属性 
 
Age(year) sex disability occupation 
work experience 
(year) 
  Japan Korea Japan Korea Japan Korea Japan Korea Japan Korea 
N Valid 73 173 73 175 73 171 73 169 66 152 
Missing 4 4 4 2 4 6 4 8 11 25 
Mean 44.0 35.8 - - - 15.5 7.8 
Median 44.0 34.0 - - - 15.2 6.4 
Std. Deviation 11.5 9.7 - - - 10.3 6.3 
Minimum 20 21.0 1 1 1 1 1 1 0.3 0.1 
Maximum 69 61.0 2 2 2 2 3 3 40.3 30.0 
Percentiles 25 37.5 28.0 - - - 6.9 2.0 
50 44.0 34.0 - - - 15.2 6.4 
75 49.5 42.6 - - - 20.5 11.0 
出典：著者分析結果 
 
3. 信頼性の分析結果 
 
上述したように、「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」の信頼性を分析するために、
SPSS を用いて各領域と項目に対する Cronbach’s  値を求めた。一般的に、α係数>.80
であれば、尺度の信頼性が高い(=内的一貫性が高い)と判断される(小塩 2014)。 
最初に、日本のデータ(n=77)を用いて分析した結果、「❶コンプライアンス・社会規範」
領域の 係数は.876、「❷人権保障・差別解消」領域の 係数は.857、「❸地域資源の開発」
領域の 係数は.848 になり、各領域と項目の高い信頼性が検証された (表 5-8)。 
 
表 5-8 「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」の信頼性検証結果(日本)(n=77) 
Constructs Mean SD 
Corrected Item-Total 
Correlation 
Cronbach’s alpha if item 
deleted 
Cronbach’s alpha 
❶コンプライアンス・社会規範   .876 
Q1 2.58 1.351 .784   
Q2 2.31 1.217 .784   
❷人権保障・差別解消   .857 
Q3 2.23 1.202 .731 .805  
Q4 2.56 1.343 .805 .771  
Q5 2.38 1.203 .574 .869  
Q6 2.18 1.073 .713 .816  
❸地域資源の開発    .848 
Q7 2.39 1.090 .669 .815  
Q8 2.03 1.063 .770 .769  
Q9 2.04 1.019 .783 .765  
Q10 1.92 .943 .534 .865  
出典：著者分析結果 
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 次に、韓国でのデータ(n=177)を用いて分析した結果、「❶コンプライアンス・社会規範」
領域の 係数は.844、「❷人権保障・差別解消」領域の 係数は.904、「❸地域資源の開発」
領域の 係数.874 になり、各領域と項目対する高い信頼性が検証された。このことから、日
本と韓国において「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」の信頼性が確認された(表 5-9)。 
 
表 5-9 「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」の信頼性検証結果(韓国)(n=177) 
Constructs Mean SD 
Corrected Item-Total 
Correlation 
Cronbach’s alpha if item 
deleted 
Cronbach’s alpha 
❶コンプライアンス・社会規範   .844 
Q1 2.91 .943 .730   
Q2 2.68 .907 .730   
❷人権保障・差別解消   .904 
Q3 2.59 .979 .761 .886  
Q4 2.68 .930 .808 .868  
Q5 2.74 .983 .770 .882  
Q6 2.51 .893 .806 .870  
❸地域資源の開発    .874 
Q7 2.85 .962 .666 .865  
Q8 2.69 .934 .788 .814  
Q9 2.53 .840 .780 .821  
Q10 2.34 .903 .694 .852  
出典：著者分析結果 
 
4. 構造妥当性の分析結果 
 
信頼性が検証された「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」の構造概念妥当性を分
析するために、図 5-7 のような仮定モデルを設定した。 
仮定モデルの妥当性を分析するために Amos を使った SEM 分析を行った。SEM の適合
度指標は 50 種類以上が提案されており、どの適合度指標に着目するかは研究者の判断によ
る。ここでは、適合度指標として利用されることの多い GFI、AGFI、CFI、RMSEA、TLI
の 5 つの指標(21)を取り上げた。また、パラメータの推定は最尤法を使用した。 
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図 5-7 構造概念妥当性分析のための仮定モデル
 
出典：著者作成 
 
1)日本データ(n=77)による尺度の構造的妥当性の分析結果 
 「❶コンプライアンス・社会規範(2 項目)」「❷人権保障・差別解消(4 項目)」「❸地域資源
開発(4 項目)」の 3 つの因子と 10 個の観測変数で構成された尺度モデルの適合度を分析し
た結果、GFI=.888、AGFI=.808 と若干低くなっているものの、その他の CFI=.964、
RMSEA=.091、TLI=.949 とすべて許容水準であったため、尺度モデルは妥当であることが
検証された(図 5-8)。すなわち、障害者雇用による企業の社会貢献成果は「コンプライアン
ス・社会規範」「人権保障・差別解消」「地域資源開発」で説明することができ、10 項目に
よって定量的に評価することができるといえる。 
「コンプライアンス・社会規範」は「Q1.障害者雇用促進法に基づいて法定雇用率を図っ
ているか」と「Q2. 障害者雇用を維持・定着するための計画・取組を図っているか」によ
って説明することができ、「人権保障・差別解消」成果は、「Q3.障害者理解教育を計画・実
施し、ダイバーシティーを図っているか」と「Q4. 障害者の勤務条件(人的配慮含む)の配慮
を図っているか」「Q5. バリアフリー化(物的配慮)を図っているか」「Q6.障害者に対する人
事・労務的な公平性を図っているか」により説明されるといえる。 
 障害者雇用による「地域資源開発」成果は、「Q7. 地域機関との連携を図っているか」「Q8. 
特例子会社の設置または多数の障害者雇用によって、地域の活性化を図っているか」「Q9. 
障害者の能力開発を図っているか」「Q10. イベント等を開催し、ボランティア活動機会の
提供を図っているか」によって説明することができる。 
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図 5-8「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」構造概念妥当性分析の結果(n=77) 
 
出典：著者分析結果 
 
2) 韓国データ(n=177)による尺度の構造概念妥当性の分析結果 
「❶コンプライアンス・社会規範(2項目)」「❷人権保障・差別解消(4項目)」「❸地域資源
開発(4項目)」の計 3 つ因子と 10 個の観測変数で構成された尺度モデルの適合度を分析し
た結果、GFI=.914、AGFI=.852、CFI=.968、RMSEA=.085、TLI=.956 となり、いずれの
適合度指標が非常に良い結果が得られ、尺度の妥当性が検証された (図 5-9)。すなわち、日
本と同様に韓国においても、障害者雇用による企業の社会貢献的な成果は、「コンプライア
ンス・社会規範」「人権保障・差別解消」「地域資源開発」で説明することができ、10 項目
によって定量的に評価することができるといえる。 
 
図 5-9「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」構造概念妥当性分析の結果(n=177) 
 
出典：著者分析結果 
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第 6 節 結論と考察 
 
以上のような分析結果に基づいて、CSR の観点から障害者雇用による企業の社会貢献的
な成果を定量的に評価するための「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」を開発した(図
5-10)。 
「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」は、金・韓(2015)(22)により完成された「障
害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度(試案)」の信頼性と妥当性を検証することによって開
発した。尺度の信頼性と妥当性を分析した結果は以下のようである。 
最初に完成した尺度(試案)の言葉や各領域及び項目の設定が妥当であるか否か(内容的妥
当性)を分析した。内容的妥当性の分析は日本と韓国で行った。両国の分析結果と障害者雇
用専門家の意見に基づいて、尺度(試案)に構成されていた Q1、Q7、Q11、Q13 の 4 項目は
削除した。また、Q10, Q12 の 2 項目は「人権保障・差別解消」領域に再構成し、新たに「❶
コンプライアンス・社会規範(2 項目)」「❷人権保障・差別解消(4 項目)」「❸地域資源開発(4
項目)」の 3 領域 10 項目を完成した。 
続いて、尺度の信頼性(内的一貫性)を検証するために、各領域と項目に対する Cronbach’s 
α係数を求めた。日本と韓国における信頼性の分析結果、両国とも各領域におけるα係数
>0.8 であった。Cronbach’s α係数については、一般的に、α係数>.80 であれば、尺度の
信頼性が高い(=内的一貫性が高い)と判断される(23)。すなわち、本尺度は、日本と韓国にお
ける障害者雇用企業の社会貢献成果を評価する尺度として十分な信頼性を有していること
が明らかになった。 
最後に、尺度の構造的な妥当性(構造概念妥当性)を検証するために、高次因子分析モデル
を仮定し分析を行った。一般的に、モデルの適合度を示す GFI,AGFI,CFI,TLI 係数は、1 に
近いほど適合度が高いと解釈され、RMSEA は、0.1 以上にならなければ適切であると解釈
される(24)。日本データを用いて高次因子分析モデルの分析結果、モデルの適合度は、
GFI=.888、AGFI=.808、CFI=.964、RMSEA=.091、TLI=.949 であった。また、韓国デー
タを用いて分析した結果、モデルの適合度は、GFI=.941、AGFI=.852、CFI=.968、
RMSEA=.085、TLI=.956 となり、両国ともモデルの適合度を示す指標がすべて許容水準で
あることが分かった。すなわち、日本と韓国における障害者雇用企業の社会貢献成果を評
価する尺度として「❶コンプライアンス・社会規範(2 項目)」「❷人権保障・差別解消(4 項
目)」「❸地域資源開発(4 項目)」の構造的妥当性が検証された。 
以上の分析結果から、日韓とも、障害者雇用による企業の社会貢献的な成果は、「コンプ
ライアンス・社会規範」「人権保障・差別解消」「地域資源開発」で説明することができ、
❶コンプライアンス・社会規範＝2 項目、❷人権保障・差別解消＝4 項目、❸地域資源開発
＝4 項目の 10 項目に基づいて、定量的に評価することができるといえる。 
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図 5-10 障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度 
 
 
 
出典：著者作成 
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第 6 章 障害者雇用企業の成果評価ツールを用いた障害者雇用企業の成果評価 
 
 ここでは、第 4 章と第 5 章で開発した「障害者雇用企業の経済経営的な成果の評価指標」
と「障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価の尺度」を活用して、実際に日本と韓国にお
ける障害者雇用企業の経済経営的な成果と社会貢献的な成果を評価した。 
 
第 1 節 障害者雇用企業の経済経営的な成果の評価 
 
「障害者雇用企業の経済経営成果評価指標」に基づいて、実際に、日本における障害者
雇用企業と障害者未雇用企業を評価した。評価に用いたデータは、2015 年度の(株)東洋経
済新報「CSR 総覧―雇用・人材活用部門➀」と「CSR 総覧―CSR 全般」に回答した企業 1,305
社（障害者雇用企業 974 社、障害者未雇用企業 331 社）であった。 
 
1. 「学習と成長」視点からの評価 
 
「学習と成長」の視点から障害者雇用企業と障害者未雇用企業を評価した結果、6 つのす
べての項目において障害者雇用企業が優れていることが確認された(表 6-1, 図 6-1)。 
最初に、従業員のスキルアップや成長に関連する項目で評価した。その結果、多様な人
材活用部署を設置しているもしくは設置を検討している障害者雇用企業は35.73%(328社)、
障害者未雇用企業は 18.13%(60 社)であった。また、在宅勤務制度を実施している障害者雇
用企業は、16.02%(156 社)であり、障害者未雇用企業は、わずか 3.93%(13 社)であった。裁
量労働制度を実施している障害者雇用企業は、24.64%(240 社)である一方、障害者未雇用企
業は、7.55%(25 社)のみであった。続いて、キャリアアップのための支援を行っている障害
者雇用企業は、51.04%(497 社)であり、障害者未雇用企業は 19.64%(65 社)しかなかった。 
続いて、従業員の労働安全や衛生に関連する項目で評価すると、労働安全衛生マネジメ
ントを実施している障害者雇用企業は 46.11%(449 社)である一方、障害者未雇用企業は
17.82%(59 社)と非常に少ないことが分かった。ただし、生産部門における労働災害比率(3
年平均)は障害者雇用企業と障害者未雇用企業で同様に 0.76%であった。 
 
表 6-1 障害者雇用企業と障害者未雇用企業の経営成果評価 (学習と成長の視点から) 
学
習
成
長
の
視
評価項目 
障害者雇用企業 
(n=974) 
障害者未雇用企業 
(n=331) 
取り組んでいる
もしくは 
取り組み検討中 
取り組んで 
いない 
(無回答含む) 
取り組んでいる
もしくは 
取り組み検討中 
取り組んで 
いない 
(無回答含む) 
多様な人材活用部署 35.73% 64.27% 18.13% 81.37% 
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点 の設置 (328 社) (626 社) (60 社) (271 社) 
労働安全衛生マネジ
メントの実施可否 
46.11% 
(449 社) 
53.89% 
(525 社) 
17.82% 
(59 社) 
82.18% 
(272 社) 
在宅勤務制度の実施
可否 
16.02% 
(156 社) 
83.98% 
(818 社) 
3.93% 
(13 社) 
96.07% 
(318 社) 
裁量労働制度の実施
可否 
24.64% 
(240 社) 
75.36% 
(734 社) 
7.55% 
(25 社) 
92.45% 
(306 社) 
キャリアアップ支援
の実施可否 
51.04% 
(497 社) 
49.08% 
(477 社) 
19.64% 
(65 社) 
80.36% 
(266 社) 
出典：筆者分析結果 
 
図 6-1 各評価項目別における取り組みの状況 (学習と成長の視点から) 
 
出典：筆者分析結果 
 
2. 「内部プロセス」視点からの評価 
 
「内部プロセス」視点から 5 つの項目に基づいて、障害者雇用企業と障害者未雇用企業
を評価した(表 6-2, 図 6-2)。その結果、コミュニティへの参加に関連する項目として、NPO・
NGOと連携しているもしくは連携を検討中である障害者雇用企業は52.87%(515社)である
一方、障害者未雇用企業は 16.31%(54 社)しかなかった。 
また、CSR 業務の効率アップに関連する項目として、投資家を認識した ESG 情報を開示
している障害者雇用企業は 58.32%(568 社)であり、障害者未雇用企業は、わずか 11.49%(38
社)であった。投資家や ESG 調査機関との対話の実地については、障害者雇用に関わらず、
実施していない企業がほとんどであるものの、障害者雇用企業のうち、45.90%(448 社)が、
障害者未雇用企業のうち、13.00%(43 社)が実施しており、障害者雇用企業でより多く実施
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していることが確認できる。 
一方、サービス及び商品の質向上に関連するクレームデータベースを作成している障害
者雇用企業は 8.62%(84 社)、障害者未雇用企業は 15.11%(50 社)であり、障害者未雇用企業
で充実していることが分かる。 
 
表 6-2  障害者雇用企業と障害者未雇用企業の経営成果評価 (内部プロセスの視点から) 
内
部
プ
ロ
セ
ス
の 
視
点 
評価項目 
障害者雇用企業(n=974) 障害者未雇用企業(n=331) 
取り組んでいる
もしくは 
取り組み検討中 
取り組んで 
いない 
(無回答含む) 
取り組んでいる
もしくは 
取り組み検討中 
取り組んで 
いない 
(無回答含む) 
NPO・NGO との連
携 
52.87% 
(515 社) 
47.13% 
(459 社) 
16.31% 
(54 社) 
83.69% 
(277 社) 
投資家を認識した
ESG 情報開始 
58.32% 
(568 社) 
41.68% 
(406 社) 
11.49% 
(38 社) 
88.51% 
(293 社) 
投資家や ESG 調査
機関との対話 
45.90% 
(448 社) 
54.10% 
(526 社) 
13.00% 
(43 社) 
87.00% 
(288 社) 
クレームデータベ
ースの管理 
8.62% 
(84 社) 
91.38% 
(890 社) 
15.11% 
(50 社) 
84.89% 
(281 社) 
特例子会社の設置 
16.32% 
(159 社) 
83.68% 
(815 社) 
2.11% 
(7 社) 
97.89% 
(324 社) 
出典：筆者分析結果 
 
図 6-2 各評価項目別における取り組みの状況 (内部プロセスの視点から) 
 
出典：筆者分析結果 
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3. 「顧客」視点からの評価 
 
「顧客」視点からは、3 つの項目に基づいて障害者雇用企業と障害者未雇用企業を評価し
た結果、すべての評価項目において障害者雇用企業が優れていることが確認された(表 6-3, 
図 6-3)。 
最初に、顧客確保に関連する項目として、ステークホルダーエンゲージメントの開催し
ている障害者雇用企業は、33.98%(331 社)である一方、障害者未雇用企業はわずか 4.23%(14
社)であった。 
また、顧客の満足度向上に関連する項目として、消費者対応部署を設置している障害者
雇用企業は 71.77%(699 社)であり、障害者未雇用企業は 48.34%(160 社)であった。さらに、
商品安全管理体制の部署を設置している障害者雇用企業は 75.77%(738 社)であり、障害者
未雇用企業は 47.43%(157 社)となっていた。 
 
表 6-3  障害者雇用企業と障害者未雇用企業の経営成果評価 (顧客の視点から) 
顧
客
の 
視
点 
評価項目 
障害者雇用企業(n=974) 障害者未雇用企業(n=331) 
取り組んでいる
もしくは 
取り組み検討中 
取り組んで 
いない 
(無回答含む) 
取り組んでいる
もしくは 
取り組み検討中 
取り組んで 
いない 
(無回答含む) 
ステークホルダーエ
ンゲージメントの開
催 
33.98% 
(331 社) 
66.02% 
(643 社) 
4.23% 
(14 社) 
95.77% 
(317 社) 
消費者対応部署の有
無 
71.77% 
(699 社) 
28.23% 
(275 社) 
48.34% 
(160 社) 
51.66% 
(171 社) 
商品安全管理体制の
部署の有無 
75.77% 
(738 社) 
24.23% 
(236 社) 
47.43% 
(157 社) 
52.57% 
(174 社) 
出典：筆者分析結果 
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図 6-3 各評価項目別における取り組みの状況 (顧客の視点から) 
 
出典：筆者分析結果 
 
4. 「財務」視点からの評価 
 
「財務」視点からは 5 つの項目に基づいて、障害者雇用企業と障害者未雇用企業の生産
性と収益性を評価した(表 6-4)。 
その結果、生産性に関連する項目として、従業員 1 人当たり経常利益の平均額や売上高
利益率、自己資本成長率(5 年間平均)は、障害者未雇用企業に比べて障害者雇用企業が高く
なっていた。特に、長期的な収益性を示す自己資本成長率(5 年間平均)は、障害者雇用企業
で 4.74%、障害者未雇用企業で 4.35%となっており、障害者雇用に大きな差は見られない
ものの、障害者雇用企業で若干高くなっていた。 
 
表 6-4 障害者雇用企業と障害者未雇用企業の経営成果評価 (財務の視点から) 
財
務
の 
視
点 
項目 
障害者雇用企業 
(n=974) 
障害者未雇用企業
(n=331) 
平均値 標準誤差 平均値 標準誤差 
従業員 1 人当たり経常利益 
(単位：10 万円) 
37.06  4.19  29.61  4.84  
売上高利益率 
(単位：%) 
3.43  0.16  ‐213.16 212.38  
自己資本成長率(5 年間平均) 
(単位：%) 
4.74  0.26  4.35  0.75  
出典：筆者分析結果 
 
以上の評価結果からみると、障害者未雇用企業に比べて、障害者雇用企業では、従業員
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のスキルアップや成長に関連する支援に充実しており、従業員の労働安全や衛生に関連す
る支援にも積極的に取り組んでいることが分かる。 
また、障害者雇用企業では、コミュニティへの参加や CSR を含む業務上の効率アップに
積極的に取り組んでおり、顧客確保や顧客満足度向上のために積極的に取り組んでいるこ
とが分かる。しかし、クレームデータベースにあたっては、障害者雇用に関係なく、ほと
んどの企業で取り組んでおらず、障害者雇用企業でさらに取り組んでいないことが分かる。 
さらに、財務利益においても、障害者未雇用企業に比べて障害者雇用企業が優れているこ
とが確認された。 
 
第 2 節 障害者雇用企業の社会貢献的な成果の評価 
 
障害者雇用が企業の社会貢献に及ぼす影響について定量的かつ総合的に評価するために、
「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」に基づいて、実際に、日本と韓国における障
害者雇用企業における社会貢献的な成果を評価した。評価に用いたデータは、2015 年 7 月
6 日～10 月 30 日まで、約 3 ヵ月間、日韓における障害者雇用に関して研究している大学教
授及び研究者(員)、障害者雇用に関わる経営者及び従事者などを対象として質問紙調査を行
った結果、回収されたデータのうち、欠損値のない日本のデータ 84 ケースと韓国のデータ
177 ケースである。回答者の基本属性は表 6-5 に示した。 
 
表 6-5 日本と韓国における回答者の基本属性 
区分 日本 韓国 
性別 
(人数)  
男性 62 (74.7%) 76 (42.9%) 
女性 21(25.3%) 101 (57.1%) 
年齢  
(年数) 
平均 45.59 36.09 
標準誤差 1.31 0.73 
最小値 20 21 
最大値 76 61 
障害有無  
(人数) 
あり 7 (8.4%) 29 (16.4%) 
なし 76 (91.6%) 148 (83.5%) 
職業  
(人数) 
研究者 1) 17 (20.5%) 110 (62.1%) 
障害者雇用関連職業 2) 38 (45.8%) 24 (13.6%) 
その他 28(33.7%) 43 (24.3%) 
職業の通算経験年数 
(年数) 
平均 15.04 7.76 
標準誤差 1.16 0.50 
最小値 0.3 0.1 
最大値 40.3 30.0 
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計 84 (100.0%) 177 (100.0%) 
出典：筆者分析結果 
注 1) 研究者とは、大学、研究所などの研究関連機関に所属して障害者雇用について研究し
ている者を意味する。 
2)障害者雇用関連職業とは、ハローワーク、障害者職業カウンセラー、ジョブコーチを
意味する。 
 
1. 「コンプライアンス・社会規範」「人権保障・差別解消」「地域資源の開発」
の 3 領域別における評価 
 
日本と韓国における障害者雇用企業における社会貢献成果を評価した結果、障害者雇用
をインプットとした場合の企業の社会貢献的なアウトカムは、100 点満点のうち日本で
46.28 点、韓国で 53.05 点と評価された。すなわち、両国とも、障害者雇用がもたらす社会
貢献的な成果について高く評価しているとはいえない。特に、すべての評価項目において
日本よりも韓国で若干高く評価されていることが分かる(表 6-6, 図 6-4)。 
  
表 6-6 障害者雇用企業における社会貢献成果評価の結果 
(単位: 点数) 
項目 
日本 
(n=84) 
韓国 
(n=177) 
Mean SE Mean SE 
❶コンプライアンス・社会規範 
Q1 障害者雇用促進法に基づいて障害者法定雇用率を図
っているか 
5.29  0.29  5.82  0.14  
Q2 障害者雇用を維持・定着するための計画・取組を図っ
ているか 
4.78  0.27  5.36  0.14  
小計(20 点) 10.07  0.52  11.18  0.26  
❷人権保障・差別解消 
Q3 障害者理解教育を計画・実施し、ダイバーシティー
を図っているか 
4.57  0.26  5.19  0.15  
Q4 障害者の勤務条件(人的配慮含む)の配慮を図ってい
るか 
5.17  0.28  5.37  0.14  
Q5 バリアフリー化(物的配慮)を図っているか 4.90  0.26  5.48  0.15  
Q6 障害者に対する人事・労務的な公平性を図っている
か 
4.51  0.24  5.02  0.13  
小計(40 点) 19.15  0.86  21.05  0.50  
❸地域資源の開発 
Q7 地域機関との連携を図っているか 4.90  0.24  5.69  0.14  
Q8 特例子会社の設置または多数の障害者雇用によって、
地域の活性化を図っているか 
4.16  0.22  5.39  0.14  
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Q9 障害者の能力開発を図っているか 4.10  0.21  5.06  0.13  
Q10 イベント等を開催し、ボランティア活動機会の提供
を図っているか 
3.90  0.20  4.68  0.14  
小計(40 点) 17.06  0.73  20.82  0.47  
合計(100 点) 46.28  1.98  53.05  1.12  
出典：筆者分析結果 
 
図 6-4 日本と韓国における障害者雇用企業の社会貢献成果 
(単位: 点数) 
 
出典：筆者分析結果 
 
表 6-6 からも分かるように、障害者雇用企業の社会貢献成果を、「コンプライアンス・社
会規範」「人権保障・差別解消」「地域資源の開発」の 3 領域別に評価した結果、2 項目で評
価された「コンプライアンス・社会規範」に対する評価が、日本で 10.07 点、韓国で 11.18
点と最も高くなった。一方で、「地域資源の開発」に対する評価は、日本で 17.06 点、韓国
で 53.05 点と最も低くなった。 
「コンプライアンス・社会規範」領域の平均点数 10.00 点を基準とした場合、両国とも
平均点以上に評価されたため、「コンプライアンス・社会規範」の側面から、障害者雇用に
よる社会貢献成果は、どちらかといえば評価されていることが分かる。 
同様に、両国とも「人権保障・差別解消」に対して、領域の平均点数 20.00 点以上に評
価されたため、「人権保障・差別解消」の側面から、障害者雇用による社会貢献成果は、ど
ちらかといえば評価されていることが分かる。 
しかし、「地域資源の開発」に対する評価は、日本では平均点数 20.00 点以下に評価され
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ていることから、全体的に評価されていないことが分かる。一方、韓国では平均点数 20.00
点以上に評価され、「コンプライアンス・社会規範」と「人権保障・差別解消」よりは低い
ものの、どちらかといえば評価されていることが分かる。 
このような評価結果からみると、日本と韓国の両国における障害者雇用企業では、「コン
プライアンス・社会規範」「人権保障・差別解消」「地域資源の開発」の 3 つの側面から、
障害者雇用による社会貢献的な成果を認識しつつ、障害者雇用が社会貢献につながるよう
にさらに取り組む必要があると考えられる。特に、日本における障害者雇用企業では、「地
域資源の開発」の側面から、障害者雇用が社会貢献につながるような取り組みがさらに必
要であると考えられる。  
 
2. 「コンプライアンス・社会規範」「人権保障・差別解消」「地域資源の開発」
の 10 項目別における評価 
 
 日本と韓国の障害者雇用企業における社会貢献成果を、計10項目別に評価した結果、「Q1. 
障害者雇用促進法に基づいた法定雇用率の遂行」に対した評価が、日本で 5.29 点、韓国で
5.82 点と最も高く評価された。一方で、「Q10. イベント等の開催によるボランティア活動
の機会提供」に対した評価は、日本で 3.90 点、韓国で 4.68 点と最も低く評価された。 
 
図 6-5 障害者雇用企業の社会貢献成果に対する評価結果(項目別) 
 
出典：筆者分析結果 
 
図 6-5 からみて分かるように、韓国では「Q10. イベント等の開催によるボランティア活
動の機会提供」項目以外のすべての 9 項目に対して、項目の平均点数 5.00 点以上に評価さ
れたため、高く評価されているとはいえないものの、ほとんどの項目においてどちらかと
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いえば評価されていることが分かる。 
一方、日本において項目の平均点数 5.00 点以上に評価された項目としては、「Q1. 障害
者雇用促進法に基づいた法定雇用率の遂行」と「Q4. 障害者の勤務条件(人的配慮を含む)
への配慮」の 2 つのみであった。 
このような評価結果からみると、日本と韓国の両国における障害者雇用企業では、「地域
資源の開発」の側面から、障害者雇用に関連するセミナーやワークショップ、研究会など
のイベントを開催し、地域の主民や関係者が直接的・間接的に参加する機会を提供するよ
うに試みる必要があると考えられる。また、両国ともに、地域の人的資源として障害者の
能力の開発のために、障害者の職業訓練や実習などを実施していく必要があると考えられ
る。 
特に、日本では、「コンプライアンス・社会規範」の側面から障害者法定雇用率の達成だ
けでなく、障害者雇用を維持・定着させるための取り組みを実施していくことが重要な課
題として考えられる。同時に、ダイバーシティーの観点から、障害(者)対する理解教育を計
画・実施すること、差別解消の観点から、障害者に対する人事・労務的な公平性を維持し
ていくことが今後の課題として考えられる。 
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第 7 章 結論と考察 
 
本章では 2 章から 6 章までの研究結果を踏まえて、障害者雇用が企業活動に及ぼす影響
について総合的に考察した。また、第 4 章と第 5 章で開発した「障害者雇用企業の経済経
営的な成果の評価指標」と「障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価の尺度」の今後の活
用可能性について考察した。最後には、本研究の限界と課題を示した。 
 
第 1 節 研究結果 
 
本研究では、日本と韓国では障害者雇用を促進していくための社会的な規制として障害
者割当雇用制度を実施し、企業の障害者雇用を義務づけているにも関わらず、企業の障害
者雇用が横ばいである問題に着目した。 
そこで、今後、日本と韓国の企業に対する障害者雇用を促進していくためには、障害者
割当雇用制度のみならず、情報提供の観点から、障害者雇用による効果を総合的かつ定量
的に明示する必要があることに着目し、障害者雇用が企業活動に及ぼす影響を明らかにす
ることを第一目的とした。そのため、障害者雇用企業の経済経営的な成果を分析し、経営
効率性と障害者雇用を両立していくためのマネジメント・ツールとして「障害者雇用企業
の経済経営的な成果の評価指標」開発を目的とした。また、CSR 経営の観点から障害者雇
用企業の社会貢献的な成果を分析し、これらの成果を定量的に評価する「障害者雇用企業
の社会貢献的な成果評価の尺度」開発を目的とした。 
 
1. 障害者割当雇用制度の現状と課題 
 
第 2 章では、日本と韓国における障害者法定雇用率制度及び障害者雇用納付金・調整金・
助成金制度における具体的な内容を分析するとともに、企業における障害者雇用の現状を
分析した。その結果、以下のような制度上の限界があると考えられる。 
第 1 に、韓国と日本の両国とも、現行の障害者法定雇用率や納付金制度による障害者の
雇用促進効果は、ほとんど見られないこと、第 2 に、制度のみでは、企業経営の観点から
障害者雇用を維持していくための情報提供が不十分である限界があるといえる。特に、障
害者割当雇用制度に基づいて障害者を採用しても、採用後に障害者雇用の維持していくた
めの制度的な措置が不十分であることに注目する必要がある。障害者雇用後の管理に対す
る制度的な措置として、障害者労働者の職業定着を支援する障害者担当職員や職場適応援
助者（ジョブコーチ）を配置するようにしている。しかしながら、障害者職業総合センタ
ー(2013)の「中小企業における障害者雇用促進の方策に関する研究」結果からみると、ジョ
ブコーチを活用したいと答えた比率は、常時労働者 100 人未満の企業で 14.6%、101 人～
200 人企業で 15.4%、201 人～300 人企業で 18.8%と、ほとんどの中小企業ではジョブコー
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チに対する有効性を感じていないもしくは、ジョブコーチに対する認知度が低いことが分
かる。そのため、法定雇用率を達成する前の段階で、障害者雇用を維持・管理していくた
めの支援対策が必要であるといえる。例えば、企業経営の観点から、障害者雇用及び法定
雇用率を達成することによって、実際にどのような企業経営上の効果が上げられるのか明
示し、企業が障害者雇用に積極的かつ能動的に取り組むことができるような支援対策が必
要であるといえる。すなわち、今後企業に対する障害者雇用を促進していくためには、障
害者割当雇用制度の持続的な改善とともに、企業で障害者雇用を続けていくことができる
ような対策が必要であると考えられる。 
 
2. 障害者雇用に対する企業の実態 
 
障害者雇用企業と障害者未雇用企業では、障害者雇用にどのように取り組んでおり、障
害者雇用に対して抱えっている問題及び課題を明らかにするために、第 3 章では、「日本に
おける企業の障害者雇用に関する実態調査」を行った。ただし、経済的事情、サンプル確
保の困難さにより、韓国の企業における実態調査ができなかったため、韓国における企業
の障害者雇用実態に関しては、韓国障害者雇用公団(日本の独立行政法人高齢・障害・求職
者雇用支援機構の障害者就業総合センターに該当)で調査した「2014 企業における障害者
雇用の実態調査(Survey on the Employment Status of the Disabled in Business 2014)」結
果を用いて分析した。その結果、障害者雇用企業と障害者未雇用企業の間には以下のよう
な大きな相違点がみられた。 
日本と韓国の両国において共通的に、障害者を雇用していない企業では、企業規模や産
業に関わらず、障害者業務能力に関して懸念されていることが明らかになった。また、健
常者社員などの納得への懸念を含めて「障害者の職場適応」に関して懸念している企業が
多くなっていた。半面、障害者を雇用している企業もしくは障害者を雇用して経験のある
企業では、障害者雇用によって実際に「法定雇用率の達成」や「企業のイメージ改善」の
他にも、「健常者のモラルやスキル向上の効果」「分業による業務上の効率向上の効果」と
いった効果があると評価していた。また、韓国の調査結果に基づいてみると、「職務遂行の
能力」「対人関係の能力」の側面から、障害者社員の能力は健常者社員に比べて大きな差は
見られなかった。すなわち、障害者雇用によってどのような経営上の効果が得られるのか
または障害者雇用が企業に与える肯定的な影響は何かに関する総合的な情報提供が十分行
われていないため、障害者雇用にあたって懸念する企業の割合が多くなっていると考えら
れる。このような調査結果から、今後、障害者雇用促進のための課題として、企業経営の
観点から、障害者雇用が企業に与える肯定的な影響について総合的かつ定量的に示す必要
があると考えられる。 
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3. BSC を活用した障害者雇用企業の経営的な成果評価指標の開発 
 
第 2 章と第 3 章の研究結果に基づいて、企業の障害者雇用を促進していくための一つの
課題として、障害者割当雇用制度の持続的な改善とともに、企業経営の観点から、障害者
雇用が企業経営上に及ぼす効果を明示する必要があることを示した。そこで、日本と韓国
において、障害者雇用が企業活動の全般に及ぼす影響を明らかにするために、第 4 章と第 5
章では、障害者雇用企業の経営成果を定量的に評価することが可能なツールを開発した。
障害者雇用企業の経営成果としては、主に 1) 障害者雇用をインプットとする場合の経済経
営的な成果と 2) 社会貢献的な成果を評価するためのツールを開発した。 
第 4 章では、障害者雇用による経済経営の全般的な効果に焦点をあてて、障害者雇用を
インプットとした場合の経済経営的なアウトカムを定量的に評価するために「障害者雇用
企業の経営成果評価指標」を開発した。 
「障害者雇用企業の経営成果評価指標」は、BSC(Balanced Scorecard)という企業の財務
的な成果と非財務的な成果を均衡的に評価するための評価ツールに基づいており、「財務」
視点の経営成果指標(5 指標)、「顧客」視点の経営成果指標(3 指標)、「内部プロセス」視点の
経営成果指標(5 指標)、「学習と成長」視点の経営成果指標(7 指標)で構成した。つまり、開
発された「障害者雇用企業の経営成果評価指標」に基づいてみると、障害者雇用をインプ
ットとした場合のアウトカムは、「学習と成長」視点と「内部プロセス」視点、「顧客」視
点、「財務」視点からそれぞれ評価することができる。 
具体的には、障害者雇用が経営成果に及ぼす影響について分析した結果、障害者雇用率
の増加は、直接的に「従業員の成長」の経営効果をもたらしていることが示された。また、
障害者雇用企業の経営プロセスを分析した結果、「従業員の成長」は「業務効率の向上」と
「顧客確保・維持」にプラスの影響を与え、最終的に「財務利益の向上」の効果をもたら
していることが明らかになった。すなわち、障害者雇用と経営効率性を両立していくため
には、最初に「学習と成長」の視点から「従業員の成長」という経営成果を上げることが
必要であるといえる。また、今回開発された経営成果評価の指標に基づいて「従業員の成
長」の経営効果を持続的に評価・管理していくことが可能である。 
特に、「従業員の成長」については、企業規模の調整効果がしめされたため、障害者雇用
が「従業員の成長」に及ぼす影響力は、中小企業よりも大企業において大きいことが明ら
かになった。このことから、従業員300人以上の大企業において、障害者雇用と経営効率性
を両立していくためには、「従業員の成長」に対する評価・管理がさらに重要であるといえ
る。 
また、障害者雇用が経営成果に及ぼす影響について分析した結果、障害者雇用率の増加
は間接的に「業務効率の向上」の経営効果をもたらしていることが示された。統計的に有
意な結果は得られなかったものの、障害者雇用率は直接的にも「業務効率の向上」の経営
効果にプラスの影響を与えることが分かった。また、経営プロセスについて分析した結果、
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「従業員の成長」は「業務効率の向上」の経営効果をもたらすことが示された。つまり、「障
害者雇用」と「業務効率の向上」の関係において「従業員の成長」は媒介変数として作用
されているといえる。そのため、障害者雇用により「業務効率の向上」の経営効果をもた
らすためには、「業務効率の向上」だけでなく、「従業員の成長」の経営成果も同時に上げ
ていく必要があるといえる。また、今回開発された経営成果評価の指標に基づいて「従業
員の成長」と「業務効率の向上」の経営効果を持続的に評価・管理していくことが可能で
ある。 
さらに、障害者雇用が経営成果に及ぼす影響について分析した結果、障害者雇用率の増
加は間接的に「顧客維持・管理」の経営効果をもたらしていることが示された。また、統
計的に有意な結果は得られなかったものの、障害者雇用率は直接的にも「顧客確保・維持」
の経営効果にプラスの影響を与えることが示された。また、経営プロセスについて分析し
た結果、「業務効率の向上」は「顧客維持・管理」の経営効果をもたらすことが示された。
このような結果から、「障害者雇用」と「顧客維持・管理」の関係において「従業員の成長」
と「業務効率の向上」は媒介変数として作用されているといえる。そのため、障害者雇用
により「顧客維持・管理」の経営効果をもたらすためには、「顧客維持・管理」の経営成果
だけでなく、「業務効率の向上」と「従業員の成長」の経営成果も同時に上げていく必要が
あるといえる。また、今回開発された経営成果評価の指標に基づいて「従業員の成長」と
「業務効率の向上」、「顧客維持・管理」の経営効果を持続的に評価・管理していくことが
可能である。 
最後に、経営プロセスについて分析した結果、「顧客確保・維持」は「財務利益」に正の
影響を与えることが示されたため、今回開発された経営成果評価の指標に基づいて「財務
利益」の経営成果とともに、「顧客維持・管理」と「業務効率の向上」「従業員の成長」の
経営成果も同時に上げていくことにより、障害者雇用と経営効率性を両立していくことが
可能であるといえる。 
しかし、本研究において、障害者雇用は「財務利益」に直接的かつ間接的に正の影響を
与えているものの、統計的に有意な結果は得られなかった。 
 
4. 障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価尺度の開発 
 
第 5 章では、CSR 経営の観点から、主に障害者雇用による社会貢献的な効果に焦点をあ
てて、障害者雇用をインプットとした場合の社会貢献的なアウトカムを定量的に評価する
ための「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」を開発した。 
「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」は、国際的に通用されている代表的な CSR
勧告指針及び実施ガイドラインである ISO 26000、Global Compact principle 10、GRI G4
に基づいており、「❶コンプライアンス・社会規範(2 項目)」「❷人権保障・差別解消(4 項目)」
「❸地域資源開発(4 項目)」の 3 領域 10 項目に構成した。つまり、開発された「障害者雇
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用企業の社会貢献成果評価尺度」に基づいて、障害者雇用をインプットとした場合、社会
貢献の側面から「コンプライアンス・社会規範」「人権保障・差別解消」「地域資源開発」
といったアウトカムを評価することができる。 
具体的には、障害者雇用によって雇用管理・維持の充実や法定雇用率を達成する可能性
が高くなるため、障害者雇用の義務という企業の社会規範・コンプライアンス充実の観点
からアウトカムを評価することができる。また、障害者雇用によって障害(者)に対する理解
教育を計画・実施することでダイバーシティーを実現する可能性が高くなり、また、障害
者の勤務条件の配慮や障害者に対する人事・労務的な公平性を図る可能性が高くなるため、
障害者の差別禁止または差別解消の充実という観点からアウトカムを評価することができ
る。さらに、障害者雇用によって、地域の社会福祉機関や NPO 団体、医療保険機関、民間
教育訓練機関(職業能力開発学校など)、ハローワーク・労働局などの機関と連携する可能性
が高くなり、地域の物的資源の開発の観点からのアウトカムを評価することができる。ま
た、特例子会社の設置や障害者労働者及び健常者労働者の能力開発を図る可能性が高くな
り、イベント等を通して地域住民との連携を図る可能性も高くなるため、地域の人的資源
の開発の観点からのアウトカムを評価することができる。 
 
5. 障害者雇用企業の経済経営的かつ社会貢献的な成果評価 
 
1) 経済経営的な成果評価結果 
第 6 章では、開発された「障害者雇用企業の経営成果評価指標」と「障害者雇用企業の
社会貢献成果評価尺度」を用いて、日本と韓国における障害者雇用企業の成果について評
価した。最初に、「障害者雇用企業の経済経営成果評価指標」に基づいて、実際に、日本に
おける障害者雇用企業の経済経営成果を評価した。 
その結果、障害者雇用企業では、障害者未雇用企業に比べて、従業員のスキルアップや
成長に関連する支援に充実しており、従業員の労働安全や衛生に関連する支援にも積極的
に取り組んでいることが分かる。 
また、障害者雇用企業では、コミュニティへの参加や CSR を含む業務上の効率アップに
積極的に取り組んでおり、顧客確保や顧客満足度向上のために積極的に取り組んでいるこ
とが分かる。しかし、クレームデータベースにあたっては、障害者雇用に関係なく、ほと
んどの企業で取り組んでおらず、障害者雇用企業でさらに取り組んでいないことが分かる。 
さらに、生産性及び収益性においても、障害者未雇用企業に比べて障害者雇用企業が優れ
ていることが確認された。 
 
2) 社会貢献的な成果評価結果 
 「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」に基づいて、日本と韓国における障害者雇
用企業における社会貢献的な成果を評価した。障害者雇用をインプットとした場合の企業
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の社会貢献的なアウトカムは、100 点満点のうち日本で 46.28 点、韓国で 53.05 点と評価
された。すなわち、両国とも、障害者雇用がもたらす社会貢献的な成果について高く評価
しているとはいえない。 
障害者雇用企業の社会貢献成果を、「コンプライアンス・社会規範」「人権保障・差別解
消」「地域資源の開発」の 3 領域別に評価した結果、2 項目で評価された「コンプライアン
ス・社会規範」に対する評価が、日本で 10.07 点、韓国で 11.18 点と最も高くなった。一方
で、「地域資源の開発」に対する評価は、日本で 17.06 点、韓国で 53.05 点と最も低くなっ
た。 
また、10 項目別に評価した結果、「Q1. 障害者雇用促進法に基づいた法定雇用率の遂行」
に対した評価が、日本で 5.29 点、韓国で 5.82 点と最も高く評価された。一方で、「Q10. イ
ベント等の開催によるボランティア活動の機会提供」に対した評価は、日本で 3.90 点、韓
国で 4.68 点と最も低く評価された。すなわち、日本と韓国の両国における障害者雇用企業
では、「地域資源の開発」の側面から、障害者雇用に関連するセミナーやワークショップ、
研究会などのイベントを開催し、地域の主民や関係者が直接的・間接的に参加する機会を
提供するように試みる必要があると考えられる。また、両国ともに、地域の人的資源とし
て障害者の能力の開発のために、障害者の職業訓練や実習などを実施していく必要がある
と考えられる。 
 
第 2 節 結論と考察 ―障害者雇用が企業活動に及ぼす影響に関する考察― 
 
1. 障害者雇用が企業経営の全般に及ぼす影響 
 
1) 障害者雇用と従業員教育・スキルアップ 
「学習と成長」の視点から障害者雇用企業と障害者未雇用企業を評価した結果、多様な
人材活用部署を設置しているもしくは設置を検討している障害者雇用企業は、35.73%(328
社)であり、障害者未雇用企業は、18.13%(60 社)であった。また、労働安全衛生マネジメン
トを実施している障害者雇用企業は、46.11%(449 社)である一方、障害者未雇用企業は、
17.82%(59 社)であった。在宅勤務制度を実施している障害者雇用企業は、16.02%(156 社)
であり、障害者未雇用企業は、わずか 3.93%(13 社)であった。裁量労働制度を実施してい
る障害者雇用企業は、24.64%(240 社)である一方、障害者未雇用企業は、7.55%(25 社)のみ
であった。続いて、キャリアアップのための支援を行っている障害者雇用企業は、
51.04%(497 社)であり、障害者未雇用企業は 19.64%(65 社)であった。 
また、障害者雇用が「従業員教育・学習」に正(＋)の影響を与えることについては、障害
者雇用と経営成果の関係について分析した結果からも検証されたため、障害者雇用は、直
接的に、多様な人材活用部署の設置、労働安全衛生マネジメントの実施、在宅勤務制度や
裁量労働制度の実施につながり、従業員に対するスキルアップや業務能力の開発に肯定的
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な影響を与えるといえる。 
 
2) 障害者雇用と業務上の効率向上 
「内部プロセス」視点から、障害者雇用企業と障害者未雇用企業を評価した。その結果、
NPO・NGO と連携しているもしくは連携を検討中である障害者雇用企業は 52.87%(515 社)
である一方、障害者未雇用企業は、16.31%(54 社)しかなかった。また、投資家を認識した
ESG 情報を開始している障害者雇用企業は 58.32%(568 社)であり、障害者未雇用企業は、
わずか 11.49%(38 社)であった。投資家や ESG 調査機関との対話の実地については、障害
者雇用に関わらず、実施していない企業がほとんどであるものの、障害者雇用企業のうち、
45.90%(448 社)が、障害者未雇用企業のうち、13.00%(43 社)が実施しており、障害者雇用
企業でより多く実施していることが確認できる。クレームデータベースの管理や特例子会
社の設置についても、障害者雇用に関わらず、ほとんどの企業において実施されていない
ものの、障害者雇用企業のうち、16.32%(159 社)が、障害者未雇用企業のうち、2.11%(7 社)
が実施しており、障害者雇用企業でより多く実施していることが確認できる。 
しかし、障害者雇用と経営成果の関係について分析した結果、障害者雇用が「業務プロ
セス」に正(＋)の影響を与えるものの、統計的には有意ではなかったため、障害者雇用が直
接的に業務プロセスの効率性や質向上に影響を与えるとはいえない。ただし、上述したよ
うに、障害者雇用は「従業員の学習と成長」にプラスの影響を与えており、「従業員の学
習と成長」は「業務プロセス」に正(＋)の影響を与えるため、障害者雇用は、間接的に、NPO
や NGO といった関連機関との連携や特例子会社の設置、障害者雇用の他の CSR として環
境や社会、ガバナンス分野(ESG)における情報開示といった業務上の効率向上に肯定的な影
響を与えるといえる。 
 
3) 障害者雇用と顧客確保 
「顧客」視点から障害者雇用企業と障害者未雇用企業を評価した結果、ステークホルダ
ーエンゲージメントの開催している障害者雇用企業は、33.98%(331 社)である一方、障害者
未雇用企業はわずか 4.23%(14 社)であった。また、消費者対応部署を設置している障害者
雇用企業は 71.77%(699 社)であり、障害者未雇用企業は 48.34%(160 社)であった。さらに、
商品安全管理体制の部署を設置している障害者雇用企業は 75.77%(738 社)であり、障害者
未雇用企業は 47.43%(157 社)となっており、すべての評価項目において障害者雇用企業が
優れていることが確認された。 
しかし、障害者雇用と経営成果の関係について分析した結果、障害者雇用が「顧客管理」
に与える影響は正の影響であるものの、統計的には有意ではなかったため、障害者雇用が
直接的に顧客管理に影響を与えるとはいえない。ただし、「業務プロセス」は「顧客管理」
にプラスの影響を与え、また、「従業員教育・学習」は「業務プロセス」に正の影響を与
えており、「障害者雇用」は「従業員教育・学習」にプラスの影響を与えることが分かっ
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た。そのため、障害者雇用は、間接的に、自社の商品またはサービスの安全管理・品質管
理やステークホルダーとのエンゲージの充実につながり、顧客の満足度向上に肯定的な影
響を与えるといえる。 
 
4) 障害者雇用と財務的な利益 
最後に、「財務」視点から障害者雇用企業と障害者未雇用企業を評価した結果、従業員 1
人当たり経常利益の平均額や売上高利益率、自己資本成長率(5 年間平均)に対して、障害者
未雇用企業に比べて障害者雇用企業が高くなっていた。特に、長期的な収益性を示す自己
資本成長率(5 年間平均)は、障害者雇用企業で 4.74%、障害者未雇用企業で 4.35%となって
おり、障害者雇用に大きな差は見られないものの、障害者雇用企業で若干高くなっていた。 
しかし、第 4 章において障害者雇用が「財務利益」の経営成果に与える影響について分
析した結果、障害者雇用は「財務利益」に直接的かつ間接的に正の影響を与えているもの
の、統計的に有意な結果は得られなかった。ただし、経営プロセスについて分析した結果、
「顧客確保・維持」は「財務利益」の経営成果に直接的にプラスの効果を与えることから、 
「学習と成長」、「内部プロセス」、「顧客」の視点から経営全般におけるマネジメントを
計画・実施していくことによって、経営効率性と障害者雇用または障害者雇用維持を両立
することができるといえる。 
しかし、障害者雇用または障害者雇用を維持するために経営マネジメントを実施するか
は、企業の自主的な判断によるものである。また、現行の制度や政策では、様々な経営マ
ネジメントを計画・実施することで、積極的に障害者を雇用し、障害者雇用を維持する企
業に対した経営的インセンティブがほとんどないため、障害者を雇用せず、障害者雇用納
付金を支払う企業が増加する可能性が高い。現在、日本と韓国の両国において、障害者雇
用優良企業に対する表彰、雇用管理や職場環境の改善などでモデルとなるような優秀事例
を募集・表彰する制度はあるものの、この表彰された企業に対した認知度は低く、表彰に
よる経営的なインセンティブはほとんどない限界がある。 
そのため、今後企業における障害者雇用を促進していくためには、今回開発した「障害
者雇用企業の経済経営成果の評価指標」のような経営成果評価指標を用いて、経営効率性
と障害者雇用を両立している企業の経営成果を具体的に評価し、評価結果が社会や市場で
肯定的に反映され、障害者雇用企業が市場取引で優遇されるような政策的な仕組みが重要
な政策的課題として考えられる。 
 
2. 障害者雇用が企業の社会貢献に及ぼす影響 
 
「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」に基づいて、実際に、日本と韓国における
障害者雇用企業の社会貢献的な成果を評価した結果に基づいて、障害者雇用が企業の社会
貢献の評価に及ぼす影響について以下のように示した。 
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1) 「コンプライアンス・社会規範」観点から障害者雇用企業の成果 
2 項目で構成された「コンプライアンス・社会規範」に対する評価(20 点満点)は、日本で
10.07 点、韓国で 11.18 点と評価され、日本よりも韓国で高く評価されていることが分かっ
た。これは、「コンプライアンス・社会規範」領域の平均点数 10.00 点を基準とした場合、
両国とも平均点以上に評価されたため、「コンプライアンス・社会規範」の観点から障害者
雇用による社会貢献成果は、どちらかといえば評価されていることが分かった。これは、
コンプライアンス・社会規範の観点から障害者雇用企業の社会貢献成果は、社会的にこれ
は、コンプライアンス・社会規範の観点から障害者雇用企業の社会貢献成果は、社会的に
ある程度認められているとも解釈できる。 
 具体的に2項目別に評価した結果、「Q1. 障害者雇用促進法に基づいた法定雇用率の遂行」
に対した評価が、日本で 5.29 点、韓国で 5.82 点と最も高く評価された。一方で、「Q2. 障
害者雇用の維持・定着」に対した評価は、日本で 4.78 点、韓国で 5.36 点と評価され、Q1
に比べて低く評価されていることが分かった。このような評価結果からみると、確かに障
害者雇用は、障害者法定雇用率の達成の側面から企業の社会貢献成果を評価するにあたっ
て肯定的な影響を及ぼすといえる。 
また、「コンプライアンス・社会規範」の 2 つの評価項目は、すべて国際的に通用されて
いる代表的なCSR関連ガイドライン及びCSR 実施における原則を示している ISO 26000、
Global Compact principle 10、GRI(Global Reporting Initiative) G4 に基づいて構成され
た項目であるため、今後、両国の障害者雇用企業では、「コンプライアンス・社会規範」の
側面から障害者法定雇用率の達成だけでなく、障害者雇用を維持・定着させるための取り
組みを実施していくことが重要な課題として考えられる。 
同時に、政策的な課題として、障害者雇用企業でコンプライアンス・社会規範の重要性
を認識しつつ充実していくことができるように、事業主に対して障害者雇用を維持・定着
に関するノウハウや情報提供が必要であるといえる。 
 
2) 「人権保障・差別解消」観点から障害者雇用企業の成果 
4 項目で構成された「人権保障・差別解消」に対する評価(40 点満点)は、日本で 19.15 点、
韓国で 21.05 点と評価され、日本よりも韓国で高く評価されていることが分かった。「人権
保障・差別解消」領域の平均点数 20.00 点を基準とした場合、日本では平均点数以下に評
価されているため、人権保障・差別解消の観点から障害者雇用による社会貢献成果は、ど
ちらかといえば評価されていないといえる。一方で、韓国では平均点数以上に評価されて
いるため、どちらかといえば評価されているといえる。このような結果は、人権保障・差
別解消の観点から障害者雇用企業の社会貢献成果は、韓国ではある程度認められていると
も解釈できる。 
 具体的に 4 項目別に評価した結果、日本では項目平均点数 5.00 点以上に評価された項目
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は、「Q4. 障害者雇用の労務条件の配慮」のみであった。一方、両国とも「Q6. 障害者に
対する人事・労務的な公平性」に対する評価が低くなっていた。 
「人権保障・差別解消」の 4 つの評価項目は、すべて国際的に通用されている代表的な
CSR 関連ガイドライン及び CSR 実施における原則を示している ISO 26000、Global 
Compact principle 10、GRI(Global Reporting Initiative) G4 に基づいて構成された項目で
あるため、今後、両国の障害者雇用企業では、業務上の差別解消の観点から、障害者に対
する人事・労務的な公平性を確保・維持していくことが課題として考えられる。特に、日
本では、障害者に対する人事・労務的な公平性の確保だけでなく、ダイバーシティーの観
点から、障害(者)対する理解教育を計画・実施していく必要があるといえる。 
同時に、政策的な課題として、障害者雇用企業で障害者の人権保障・差別解消の重要性
を認識しつつ、充実していくことができるように、事業主に対して人事・労務的な公平性
を確保・維持や障害(者)対する理解教育の実施に関するノウハウ及び情報提供が必要である
といえる。 
 
3) 「地域資源の開発」観点から障害者雇用企業の成果 
 4 項目で構成された「地域資源の開発」に対する評価は、日本で 17.06 点と平均点数 20.00
点以下に評価されていることから、全体的に評価されていないことが分かった。一方、韓
国では 20.82 点と平均点数の以上に評価され、「コンプライアンス・社会規範」と「人権保
障・差別解消」よりは低いものの、どちらかといえば評価されていることが分かった。 
具体的に 4 項目別に評価した結果、両国とも共通的に「Q7. 地域機関との連携」に対す
る評価が最も高くなっており、「Q10. イベント等の開催によるボランティア活動の機会提
供」に対する評価が最も低くなっていた。特に、「Q10. イベント等の開催によるボランテ
ィア活動の機会提供」に対する評価は、10 項目のうち最も低く評価されており、両国とも
項目平均点数 5.00 点以下に評価されたことから、どちらかといえば評価されないといえる。 
このような評価結果からみると、日本と韓国の両国における障害者雇用企業では、「地域
資源の開発」の側面から、障害者雇用に関連するセミナーやワークショップ、研究会など
のイベントを開催し、地域の主民や関係者が直接的・間接的に参加する機会を提供するよ
うに試みる必要があると考えられる。また、両国ともに、地域の人的資源として障害者の
能力の開発のために、障害者の職業訓練や実習などを実施していく必要があると考えられ
る。 
同時に、障害者雇用企業で障害者雇用が地域資源の開発につながることを認識しつつ、
地域資源の開発に充実していくことができるように、事業主に対して人事・労務的な公平
性を確保・維持や障害(者)対する理解教育の実施に関するノウハウ及び情報提供が必要であ
るといえる。 
さらに、今回開発された「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」のような評価ツー
ルを用いて、障害者雇用をインプットとした場合の社会貢献的なアウトカムに関する総合
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的かつ定量的な評価結果が、社会や市場のなかで肯定的に評価され、企業のイメージ改善
や企業の知名度向上といった経営上のインセンティブにつながるような政策的な仕組みや
規制等が必要であると考えられる。 
 
3. 企業の障害者雇用促進のための「障害者雇用企業の経営成果評価指標」と「障
害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」の活用可能性 
 
1) 「障害者雇用企業の経営成果評価指標」の活用可能性 
第 4 章では、障害者雇用企業の経営成果を定量的に評価することが可能なツールとして、
「障害者雇用企業の経営成果評価指標」を開発した。 
本指標は、計 17 項目の評価指標で構成されており、障害者雇用と経営効率性を両立して
いくことを目標とした評価ツールとして意義がある。特に、本指標は BSC 成果評価ツール
に基づいて、社内の従業員を教育・訓練し、スキルアップを図る(「学習と成長」視点)こと
ができれば、業務プロセスのサイクルタイムの短縮や質の向上を実現できる(「内部プロセ
ス」視点)。またそれは、顧客の満足度向上や顧客ロイヤルティの向上(「顧客」視点)につ
ながり、最終的には売上や利益率の向上(「財務」視点)が達成されることを前提としている。
BSC成果評価では、4つの視点の評価がバランスを維持することに焦点を当てているため、
偏りなく、4 つの視点の成果が均衡的に達成できることを前提としている。 
本指標の評価主体は、障害者雇用企業である。本指標を用いて障害者を雇用している企
業では、「障害者雇用」とともに「学習と成長」「内部プロセス」「顧客」「財務」の 4
つの視点ごとに障害者雇用と経営効率性を両立していくための目標を設定したうえ、目標
達成度に基づいて自己評価していくためのツールとして活用可能である。具体的に、毎年
度の初めには「前年度の実績」と「今年度の目標値」を設定し、年度末に「今年度の実績」
と「今年度の達成度」を評価するように設定しているため、事後評価とともに経営プロセ
スに対するモニタリングツールとしても活用可能である。また、達成度は「A=目標達成率
110%以上」「B=目標達成率 100%~110%未満」「C=目標達成率 85~100%未満」「D=目標
達成率 70%~85%未満」「E=目標達成率 70%未満」の 5 段階に評価することができる。 
本指標を用いて障害者雇用企業の経営成果を評価した結果を公開することによって、障
害者雇用と経営効率性を両立していくためのプロセスや取り組みについて分かりやすく説
明することが可能であり、情報提供の機能としても期待できる。 
 
2) 「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」の活用可能性 
第 5 章では、障害者雇用企業の社会貢献成果を定量的に評価することが可能なツールと
して、「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」を開発した。 
本尺度は、「社会規範・コンプライアンス(2 項目)」「人権保障・差別解消(4 項目)」「地域
資源の開発(4 項目)」の計 3 領域 10 項目に構成されており、障害者雇用による「社会規範・
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コンプライアンス」「人権保障・差別解消」「地域資源の開発」といった定性的な成果を定
量的かつ総合的に評価するためのツールとして意義がある。また、各評価領域と項目は、
日本と韓国を含めて国際的に通用されている CSR 関連指標及びガイドライン(ISO 26000, 
GRI G4, Global Compact principle 10)に基づいているため、各項目は CSR 経営の観点に
基づいた勧告事項になっている。 
特に、本尺度は日本と韓国における障害者雇用企業に対する外部評価(第 3 者評価)ツール
として開発されたため、各国の企業のみならず、国や地域のレベルで障害者雇用による社
会貢献成果を評価・比較する際にも活用可能である。また、障害者雇用企業の社会貢献成
果を定量的に評価し、評価結果を公開することによって、障害者雇用が生み出す経営的な
成果を分かりやすく説明することが可能であるため、情報提供の機能として期待できる。 
 
図 7-1 障害者雇用企業の成果評価ツールの活用 
 
 
出典：著者作成 
 
第 3 節 研究の限界と課題 
 
本研究では、日本と韓国の企業に対する障害者雇用を促進していくためには、障害者割
当雇用制度のみならず、企業経営の観点から障害者雇用による効果を総合的かつ定量的に
明示する必要があることに着目し、障害者雇用が企業活動に及ぼす影響を明らかにするこ
とを第一目的とした。 
そのため、障害者雇用企業の経済経営的な成果を分析し、経営効率性と障害者雇用を両
立していくための成果評価ツールとして「障害者雇用企業の経済経営的な成果の評価指標」
開発した。また、CSR 経営の観点から障害者雇用企業の社会貢献的な成果を分析し、これ
らの成果を定量的に評価する「障害者雇用企業の社会貢献的な成果評価の尺度」開発した。
138 
ただし、時間的・経済的事情、サンプル確保の困難さによる本研究の限界を以下のように
提示した。 
 
1．「障害者雇用企業の経済経営的な成果評価指標」の開発における限界 
 
第 1 に、韓国では、「障害者雇用企業の経済経営的な成果評価指標」の構造的妥当性の検
証ができなかった限界がある。本研究の第 4 章では、日本と韓国で通用可能な「障害者雇
用企業の経済経営的な成果評価指標」を開発するためには、最初に、日本と韓国における
障害者雇用企業の事例分析及び先行研究のレビューを通して、障害者雇用をインプットと
した場合の経済経営的なアウトカムについて分析し、障害者雇用企業の経済経営成果とし
て評価するための指標(試案)を完成した。完成した指標(試案)は、BSC マネジメント・ツー
ルの 4 つの視点に基づいており、指標(試案)の構造的妥当性を検証するためには、「財務」、
「顧客」、「内部プロセス」、「学習と成長」の観点から、障害者を雇用している企業の財務
的かつ非財務的なデータが必要であったため、それに適した日本のデータとしては、①東
洋経済の『2015 CSR 総覧』のうち「雇用・人材活用 1」と「CSR 全般」の raw-data と、
②日経 NEEDS 財務データを用いて分析した。 
しかし、韓国では、「財務」、「顧客」、「内部プロセス」、「学習と成長」の観点から障害者
を雇用している企業の財務的かつ非財務的な状況について調査されたデータがなく、時間
的・経済的な事情、サンプル確保の困難さにより、実際に調査を行うことができなかった
ため、韓国のデータを用いた構造的妥当性の検証はできなかった。 
ただし、日本と韓国における障害者雇用企業の事例分析や先行研究を分析した結果、両
国とも、「業務効率性の向上」、「人材育成のノウハウ形成」、「労働安全管理の改善」、「障害
(者)に対する認識改善」などを障害者雇用によるアウトカムとして挙げられていることが確
認されたため、その結果に基づいて、韓国での活用可能性を示唆した。 
第 2 に、統計的に指標の構造的妥当性は検証されたものの、「顧客」と「内部プロセス」
視点における評価指標が不十分である限界がある。指標の構造的妥当性を検証するために
用いた日本のデータのなかには、「顧客」視点に関わるデータがほとんどなかったため、障
害者雇用企業が顧客及び消費者を確保または維持していくための詳細は評価指標について
分析できなかった限界がある。また、「内部プロセス」視点に関わるデータのなかで品質管
理やサービス管理に関わるデータが少なく、詳細な評価指標の分析までは至らなかった。
今後、「顧客」視点と「内部プロセス」視点からの経営成果をさらに詳しく評価するための
諸指標を取り入れた「障害者雇用企業の経営成果評価モデル」に関する研究が必要である
と考えられる。 
第 3 に、障害者雇用と経営成果に関する因果関係を検証することができなかった限界が
ある。障害者雇用をインプットとした場合の経営成果を明らかにするためには、各企業に
おける年度別（または分岐別）の障害者雇用率と財務利益のデータ、顧客確保・維持及び
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業務の効率向上、従業員成長に関連するデータが必要であり、障害者雇用率の変化による
経営成果の変化量を分析すべきである。しかし、今回用いたデータのほとんどは、2013 年
度のデータしか確保できなかったため、障害者雇用と経営成果の因果関係までは検証する
までは至らなかった限界がある。このような研究限界を踏まえて、今後には、障害者雇用
と経営成果に関連する時系列データを用いて、障害者雇用と経営成果に関する因果関係を
証明するための研究が行われる必要がある。 
最後に、本研究では評価指標を開発することを目的としたため、評価指標に基づいた詳
細は評価手法までは提案することまでは至らなかった限界がある。そのため、今後の研究
課題として、評価指標に基づいたスコアリング方法までは提案することができなかった。
このような研究的な限界をもとに、今後には、経営成果評価指標のスコアリング方法を明
示するための研究を通して、障害者雇用企業の経営成果評価モデルを提案する必要がある
といえる。 
 
2. 障害者雇用企業の成果評価ツールの活用可能性に関する限界 
 
第 3 に、「障害者雇用企業の経済経営的な成果指標」と「障害者雇用企業の社会貢献的の
成果評価尺度」の活用可用性及び期待効果について示したものの、その有効性の検証まで
は至らなかった限界がある。本研究では、障害者雇用が企業活動に及ぼす影響を明示する
ために、障害者雇用企業の成果評価ツールとして「障害者雇用企業の経済経営的な成果評
価指標」と「障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度」を開発した。また、その活用可能
性として、障害者を雇用している企業に対しては、障害者雇用をインプットとした場合の
あらゆるアウトカムを総合的かつ定量的に評価するための事後評価ツールとして活用可能
であると示した。また、障害者雇用企業の経済経営的かつ社会貢献的な成果について評価
した結果を公開することによって、障害者を雇用していない企業もしくは、障害者雇用に
対して懸念されている企業に対しては、障害者雇用が企業経営に与える影響について事前
評価するためのツールとして活用可能であると示した。 
ただし、開発された障害者雇用企業の成果評価ツールが、障害者雇用企業と障害者未雇
用企業に対して、実際に事後評価ツールと事前評価ツールとして有効であるかに関しては
検証していない。また、障害者雇用企業の成果評価ツールを活用することによって、企業
の障害者雇用が促進されるという期待効果については、長期的な観点からその有効性を検
証していく必要があるといえる。 
従って、今後、企業の障害者雇用を促進していくための研究課題として、本研究の限界
を踏まえて、企業経営の観点から障害者雇用をインプットとした場合の経営成果をさらに
詳しく評価するための諸指標に関する研究が必要であると考えられる。また、障害者雇用
企業の経営成果評価の結果が、社会や市場で肯定的に反映され、経営上のインセンティブ
につながるような制度・政策的な仕組みに関する研究が今後の課題として考えられる。 
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付録 1. 企業に対する障害者雇用実態調査の調査票 
2015 年 1 月 23 日 
 ０００殿 
 
東北大学大学院 経済学研究科 
吉田研究室 
 
企業に対する障害者雇用実態調査についてのお願い 
 
拝啓 平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。 
 
 さて、私ども東北大学大学院吉田研究室では、高齢者、女性、障害者等の社会的弱者の
社会進出に関する研究を行っております。今回その一環として、障害者の一般雇用促進に
関する研究を考えております。 
 
 現在、障害者の一般雇用を促進するため「障害者の雇用の促進等に関する法律」により、
従業員 50 人以上を雇用している事業主に対しては、雇用する労働者に占める身体障害者・
知的障害者の割合が 2.0%以上になるよう義務づけております。なお、精神障害者について
は雇用義務はありませんが、雇用した場合は身体障害者・知的障害者を雇用したものとみ
なしております。 
 
 そこで、企業に対する障害者雇用実態に関するアンケート調査についてぜひご協力頂け
ればと思い、突然ではありますが、このようなお願いをさせていただきました。ご回答頂
いた内容は、今後の障害者の一般雇用促進の在り方に示唆を与える資料として活用してい
きたいと考えております。 
 障害者の雇用促進の発展のため、趣旨をご理解いただければ幸いでございます。 
 
 なお、ご回答いただいた内容については、個別の企業名などが出ない形で統計的に集計
し、学術的な目的のみに使用させていただきますのでご安心いただけれと思います。また、
ご回答していただいた企業のうち、希望される企業様には、全体の平均と貴社の回答を集
計した結果をご参考資料としてご返送いたします。 
 新年早々のご多忙の中に誠に恐縮ではございますが、ご協力いただきますようどうぞよ
ろしくお願い申し上げます。 
 
 
敬具 
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１．研究の概要について 
  
 障害者を雇用することは、障害者の社会的かつ経済的な自立を支援する福祉的な意味だ
けではなく、障害者の特性を生かして社会全体の経済利益をもたらすために重要であると
考えます。 
 しかし、企業に対して経営と障害者雇用を両立させることは非常に難しく、実際に、厚
生労働省の調査によると近年、企業の障害者雇用率は 1.82%と過去最高値を示しているも
のの、障害者法定雇用率を達成していない企業のうち、1 人も障害者を雇用していない企
業(0 人雇用企業)は、59.4%とかなり高くなっているとの報告がされています。 
 本調査では、企業の経営と障害者雇用を両立させたうえでの障害者雇用促進の在り方を
探るために、まずは障害者雇用実態を明らかにすることを目的としています。 
 
 
２．調査の実施・集計について 
 
 このアンケート調査の実施・集計は、市場調査や世論調査を専門に行っている株式会社
東日本リサーチセンターに委託しております。このため、アンケート調査票の返送先が、
株式会社東日本リサーチセンターとなっている点をご了承願います。 
 
 
＜調査の趣旨に関するお問い合わせ先＞ 
東北大学大学院 経済学研究科  吉田研究室 （担当：金 紋廷） 
宮城県仙台市青葉区川内 27－1  TEL （022）795－6292（研究室代表） 
受付時間：午前 9 時から午後 5 時(土・日・祝祭日を除く) 
 
 
＜アンケート記入に関するお問い合わせ先＞ 
株式会社 東日本リサーチセンター  （担当：佐藤・新妻） 
仙台市青葉区本町三丁目 2 番 26 号 TEL （022）217－3021 
受付時間：午前 9 時から午後 5 時(土・日・祝祭日を除く) 
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企業に対する障害者雇用実態調査票 
 
 
 下記の項目についてご回答をお願いいたします。ご不明な点等がありましたら、遠慮な
くお問い合わせ先までご連絡お願いします。 
 
企業名 
 
※企業名に誤りがございましたら、恐縮ですが、訂正お願います。 
ご回答者の所属 課          係（担当） 
ご回答者連絡先                －        － 
ご回答者 E-mail  
 
＜アンケート記入に関するお問い合わせ先＞ 
株式会社 東日本リサーチセンター  （担当：佐藤・新妻） 
仙台市青葉区本町三丁目 2 番 26 号 TEL （022）217-3021 
受付時間：午前 9 時から午後 5 時(土・日・祝祭日を除く) 
 
【アンケート調査票ご記入、ご返送に際してのお願い】 
・下記の「Ｑ１～Ｑ３１」の設問について、設問ごとの説明にしたがって、当てはま
る選択肢の番号を○で囲んでください。 
・選択肢の中で「その他」に当てはまるときには、（      ）内に具体的な内
容をご記入ください。 
・ご記入いただいた調査票は、同封の返信用封筒（切手不要）に入れ、2015 年 2 月
10 日（火）までにご返送願います。
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Ⅰ．障害者雇用の概要について伺います。 
Ｑ１．【雇用可否】2014 年 10 月時点で、貴社では障害者（身体障害者、知的障害者、精神障害者）を雇用して
いますか。 
１．雇用している ２．雇用していない(→Ｑ２９－１に移動) 
 
 
Ｑ２．【障害者の数】2014 年 10 月時点で、貴社で雇用している障害者数を障害種別に教えてください。 
身体障害者 知的障害者 精神障害者 合計 
人 人 人 人 
※ない場合は、「０」と記入ください 
 
 
Ｑ３．【雇用理由】貴社で、障害者を雇用する理由は何ですか。以下の障害者雇用理由から優先度が高い順に番
号を 3 つ並べてください。 
1 位  2 位  3 位  
 
１．法定雇用率を達成するために 
２．自社の社会的なイメージを改善するために 
３．自社の社会的責任を遂行するために 
４．各種の調整金、報奨金、助成金等の財務的な利得を得るために 
５．障害者でもできる仕事があり、業務上の必要のために 
６．障害者を雇用すると、健常者を雇用するよりも賃金等のコスト負担が軽減されるために 
７．その他（                             ） 
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Ⅱ．はじめに、身体障害者雇用状況について伺います。 
＊「Ｑ４～Ｑ１０」の質問に関しては、2014 年 10 月時点の状況を基に回答してください。 
＊「Ｑ１１－１、Ｑ１１－２」の質問に関しては、2013 年度（2013 年 4 月～2014 年 3 月）の 1 年間の状況を
基に回答してください。 
 
 
Ｑ４．【雇用有無】貴社では、身体障害者を雇用していますか。 
１．雇用している ２．雇用していない (→Ｑ１２に移動) 
 
 
Ｑ５．【障害種】障害種別における身体障害者労働者の数を教えてください。 
障害種 労働者数 
視覚障害 人 
聴覚・言語障害（聴覚、平行機能、音声・言語障害） 人 
肢体不自由（上肢・下肢切断、上肢・下肢機能、体幹機能、脳病変上肢・移動機能障害） 人 
内部障害（心臓機能、胃臓機能、呼吸器機能、直腸機能、小腸機能障害者） 人 
※ない場合は「０」と記入ください 
 
Ｑ６．【雇用形態】雇用形態別における身体障害者労働者の数を教えてください。 
常時労働者の数 短時間労働者の数 非常時労働者の数 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 
人 人 人 人 人 人 
※ない場合は「０」と記入ください 
 
Ｑ７．【業務】身体障害者労働者の業務のうち、最も多い業務を 1 つ教えてください。 
１．専門的、技術的業務 
４．販売の業務 
７．農林漁業の業務 
２．管理的業務 
５．サービスの業務 
８．運輸・通信の業務 
３．事務的業務 
６．保安の業務 
９．生産工程・労務の業務 
 
Ｑ８－１．【労働時間】身体障害者労働者の 1 週間の平均所定労働時間は何時間ですか。 
１．5～10 時間未満 
４．20～25 時間未満 
２．10～15 時間未満 
５．25～30 時間未満 
３．15～20 時間未満 
６．30 時間以上 
 
Ｑ８－２．【労働時間－超過勤務時間】身体障害者労働者の 1 週間の平均超過勤務時間は何時間ですか。 
１．0 時間 
４．10～15 時間未満 
２．1~5 時間未満 
５．15～20 時間未満 
３．5～10 時間未満 
６．20 時間以上 
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Ｑ９．【賃金】実際に身体障害者労働者 1 人に支払われる 1 か月の平均賃金（超過勤務手当と賞与を含む）はい
くらですか。 
万円 
※ない場合は「０」と記入ください 
 
Ｑ１０．【勤続年数】身体障害者労働者の平均勤続年数は何年ですか。 
年 カ月 
※ない場合は「０」と記入ください 
 
Ｑ１１－１．【追加費用】2013 年度の１年間、身体障害者を雇用することによって給与以外で、追加的にかかっ
た費用はありましたか。 
１．あった ２．なかった (→Ｑ１２に移動) 
 
 
Ｑ１１－２．【追加費用】2013 年度の１年間、身体障害者を雇用することによって給与の以外で、追加的にかか
った費用項目別における金額をお分かりの範囲で教えてください。 
費用項目 金額 (万円) 
１．障害者を募集・採用にかかる費用 万円 
２．作業を容易にするための施設設備・改造等の費用 万円 
３．作業を容易にするための業務遂行援助者等の人的配置費用 万円 
４．職場適応のための手話通訳者等の人的配置費用 万円 
５．職業能力開発のための教育・訓練費用 万円 
６．通勤を支援するための措置費用 万円 
７．障害者の福祉増進のための施設設備費用 万円 
８．その他（                  ） 万円 
※ない場合は「０」と記入ください 
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Ⅲ．次に、知的障害者雇用状況について伺います。 
＊「Ｑ１２～Ｑ１７」の質問に関しては、2014 年 10 月時点の状況を基に回答してください。 
＊「Ｑ１８－１、Ｑ１８－２」の質問に関しては、2013 年度（2013 年 4 月～2014 年 3 月）の 1 年間の状況を
基に回答してください。 
 
Ｑ１２．【雇用有無】貴社では、知的障害者を雇用していますか。 
１．雇用している ２．雇用していない (→Ｑ１９に移動) 
 
Ｑ１３．【雇用形態】雇用形態別における知的障害者労働者の数を教えてください。 
常時労働者の数 短時間労働者の数 非常時労働者の数 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 
人 人 人 人 人 人 
※ない場合は「０」と記入ください 
 
Ｑ１４．【業務】知的障害者労働者の業務のうち、最も多い業務を 1 つ教えてください。 
１．専門的、技術的業務 
４．販売の業務 
７．農林漁業の業務 
２．管理的業務 
５．サービスの業務 
８．運輸・通信の業務 
３．事務的業務 
６．保安の業務 
９．生産工程・労務の業務 
 
Ｑ１５－１．【労働時間】知的障害者労働者の 1 週間の平均所定労働時間は何時間ですか。 
１．5～10 時間未満 
４．20～25 時間未満 
２．10～15 時間未満 
５．25～30 時間未満 
３．15～20 時間未満 
６．30 時間以上 
 
Ｑ１５－２．【労働時間－超過勤務時間】知的障害者労働者の 1 週間の平均超過勤務時間は何時間ですか。 
１．0 時間 
４．10～15 時間未満 
２．1~5 時間未満 
５．15～20 時間未満 
３．5～10 時間未満 
６．20 時間以上 
 
Ｑ１６．【賃金】実際に知的障害者労働者 1 人に支払われる 1 か月の平均賃金（超過勤務手当と賞与を含む）は
いくらですか。 
万円 
※ない場合は「０」と記入ください 
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Ｑ１７．【勤続年数】知的障害者労働者の平均勤続年数は何年ですか。 
年 か月 
※ない場合は「０」と記入ください 
 
Ｑ１８－１．【追加費用】2013 年度の１年間、知的障害者を雇用することによって給与以外で、追加的にかかっ
た費用はありますか。 
１．あった ２．なかった (→Ｑ１９に移動) 
 
Ｑ１８－２．【追加費用】2013 年度の１年間、知的障害者を雇用することによって給与の以外で、追加的にかか
った費用項目別における金額をお分かりの範囲で教えてください。 
費用項目 金額 (万円) 
１．障害者を募集・採用にかかる費用 万円 
２．作業を容易にするための施設設備・改造等の費用 万円 
３．作業を容易にするための業務遂行援助者等の人的配置費用 万円 
４．職場適応のためのジョブコーチ等の人的配置費用 万円 
５．職業能力開発のための教育・訓練費用 万円 
６．通勤を支援するための措置費用 万円 
７．障害者の福祉増進のための施設設備費用 万円 
８．その他（                  ） 万円 
※ない場合は「０」と記入ください 
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Ⅳ．続いて、精神障害者雇用状況について伺います。 
＊「Ｑ１９～Ｑ２４」の質問に関しては、2014 年 10 月時点の状況を基に回答してください。 
＊「Ｑ２５－１、Ｑ２５－２」の質問に関しては、2013 年度（2013 年 4 月～2014 年 3 月）の 1 年間の状況を
基に回答してください。 
 
Ｑ１９．【雇用有無】貴社では、精神障害者を雇用していますか。 
１．雇用している ２．雇用していない (→Ｑ２６に移動) 
 
Ｑ２０．【雇用形態】雇用形態別における精神障害者労働者の数を教えてください。 
常時労働者の数 短時間労働者の数 非常時労働者の数 
男性 女性 男性 女性 男性 女性 
人 人 人 人 人 人 
※ない場合は「０」と記入ください 
 
Ｑ２１．【職務】精神障害者労働者の職務のうち、最も多い職務を 1 つ教えてください。 
１．専門的、技術的業務 
４．販売の業務 
７．農林漁業の業務 
２．管理的業務 
５．サービスの業務 
８．運輸・通信の業務 
３．事務的業務 
６．保安の業務 
９．生産工程・労務の業務 
 
Ｑ２２－１．【労働時間】精神障害者労働者の 1 週間の平均所定労働時間は何時間ですか。 
１．5～10 時間未満 
４．20～25 時間未満 
２．10～15 時間未満 
５．25～30 時間未満 
３．15～20 時間未満 
６．30 時間以上 
 
Ｑ２２－２．【労働時間－超過勤務時間】精神障害者労働者の 1 週間の平均超過勤務時間は何時間ですか。 
１．0 時間 
４．10～15 時間未満 
２．1~5 時間未満 
５．15～20 時間未満 
３．5～10 時間未満 
６．20 時間以上 
 
Ｑ２３．【賃金】実際に精神障害者労働者 1 人に支払われる 1 か月の平均賃金（超過勤務手当と賞与を含む）は
いくらですか。 
万円 
※ない場合は「０」と記入ください 
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Ｑ２４．【勤続年数】精神障害者労働者の平均勤続年数は何年ですか。 
年 か月 
※ない場合は「０」と記入ください 
 
Ｑ２５－１．【追加費用】2013 年度の１年間、精神障害者を雇用することによって給与以外で、追加的にかかっ
た費用はありますか。 
１．あった ２．なかった (→Ｑ２６に移動) 
 
Ｑ２５－２．【追加費用】2013 年度の１年間、精神障害者を雇用することによって給与の以外で、追加的にかか
った費用項目別における金額をお分かりの範囲で教えてください。 
費用項目 金額 (万円) 
１．障害者を募集・採用にかかる費用 万円 
２．作業を容易にするための施設設備・改造等の費用 万円 
３．作業を容易にするための業務遂行援助者等の人的配置費用 万円 
４．職場適応のためのジョブコーチ等の人的配置費用 万円 
５．職業能力開発のための教育・訓練費用 万円 
６．通勤を支援するための措置費用 万円 
７．障害者の福祉増進のための施設設備費用 万円 
８．その他（                  ） 万円 
※ない場合は「０」と記入ください 
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Ⅴ．障害者雇用上の成果管理及び評価について伺います。 
Ｑ２６．【障害者雇用上の成果】貴社において、障害者雇用による経営上のメリット及び成果は何だと思います
か。（複数チェック可能） 
１．企業の社会的なイメージの改善 ２．法定雇用率を達成 
３．調整金、報奨金等による財務的な利得 ４．賃金等のコストの軽減 
５．人事管理の向上による組織内の安定性の向上 ６．労働者たちのコミュニケーション能力の向上 
７．健常者労働者のモラルやスキルの向上 
８．障害者と健常者に適した作業を分業することによる業務の効率性向上 
９．職場の労働安全及び衛生管理の充実による労働災害の危険性の低下 
１０．その他（                              ） 
 
Ｑ２７－１．【障害者雇用成果への評価】Ｑ２６でチェックした障害者雇用による経営上のメリット及び成果を
評価・管理していますか。 
１．評価・管理している ２．評価・管理していない (→Ｑ２８に移動) 
 
Ｑ２７－２．【障害者雇用成果への評価】Ｑ２６でチェックした経営上のメリット及び成果は、どのように評価・
管理していますか。 
１．障害者雇用の成果を自己評価できるチェックリストがあり、社内で自己評価・管理している 
２．自社に係るステークホルダーによる外部評価を行っている 
 （ステークホルダー：株主、債権者、消費者、取引先、従業員、地域の行政機関など、企業経営に関わるすべて
の関係者） 
３．障害者雇用及び就労関係のＮＰＯ等の第三者機関に依頼し、第三者評価を行っている 
４．ＣＳＲ（企業の社会的責任）評価の一部として評価・管理している 
５．その他（                                 ） 
 
Ｑ２８．【障害者雇用成果評価への意向】障害者雇用のための追加費用（インプット）に対する経営上の成果（ア
ウトカム）を評価・管理するツールがあったら、使用する意向はありますか。 
１．利用してみたい ２．どちらとも言えない ３．利用したくない ４．わからない 
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Ⅵ．障害者雇用に当たっての懸念及び配慮について伺います。 
Ｑ２９－１．【障害者雇用に当たる懸念】障害者を雇用するに当たって、懸念されることはありますか。 
１．あった ２．なかった (→Ｑ３０に移動) 
 
Ｑ２９－２．【障害者雇用に当たる懸念】障害者を雇用するに当たって、懸念されることを具体的に教えてくだ
さい。(複数チェック可能) 
１．障害者を雇用するための施設設置等やそれにかかる費用への懸念 
（施設設置等：作業を容易にするための機器設置、トイレ等の施設改造等の環境的な整備等にかかる費用への負担） 
２．障害者を雇用するための人的配置やそれにかかる費用への懸念 
（人的配置：業務遂行援助者、手話通訳者、職場適応援助者等の配置等にかかる費用への負担） 
３．障害者雇用による経営上の成果への懸念 
（経営上の成果：障害者雇用によるメリットやデメリット等をどのように評価・管理すれば良いか） 
４．障害者雇用管理への懸念 
（障害者雇用管理：昇級昇格、賞与の処遇等の雇用管理に関する基準の整備等はどうすれば良いか） 
５．障害者に対する納得への懸念 
（障害者に対する納得：障害者の障害特性に関して健常者労働者は理解しているか） 
６．障害者の職場適応への懸念 
（職場適応：健常者従業員との円滑なコミュニケーション、円滑な人間関係形成ができるか） 
７．障害者の労働意欲・作業態度に関する懸念 
８．その他（                              ） 
 
Ｑ３０．【障害者雇用のための配慮】貴社では、障害者雇用を維持すると共に障害者雇用を増やすために、どの
ような配慮を提供していますか。（複数チェック可能） 
１．施設設置・改造等の環境的な整備への配慮 ２．業務遂行援助者、職場適応援助者等の配置 
３．障害者雇用による経営上の成果評価管理 ４．障害者の能力開発のための職業訓練実施 
５．昇級昇格、賞与の処遇等の障害者雇用管理に関する基準の整備 
６．障害者の障害特性に関する健常者従業員たちの理解を高めるための認識改善教育実施 
７．その他（                              ） 
 
Ｑ３１．【回答結果の返送】全体の平均と貴社の回答を集計した結果について、返送をご希望されますか。 
１．希望する ２．希望しない 
 
以上で質問は終わりです。ご協力、大変ありがとうございました。 
 
●お手数ながら、このアンケート用紙を同封の返信用封筒（切手不要）に入れ、2 月 10 日(火)までにご投
函ください。 
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付録 2. 障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度の内容的妥当性を検証するための設問紙 
 
 
障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度（SCOET）試案の内容に関する専門家調査 
(Social Contribution Outcome Evaluation Tool for Companies Employing persons with Disabilities:SCOET) 
 
障害者の一般雇用を促進することは、障害者の社会的かつ経済的な自立を支援する福祉的な意味だけではなく、
障害者の特性を生かして社会全体の利益をもたらすために重要であると考えます。障害者の一般雇用を促進する
ためには、企業の役割が非常に重要であるものの、企業において利益追求と障害者雇用を両立することは非常に
難しく、実際に、厚生労働省の調査によると近年、企業の障害者雇用率は 1.82%と過去最高値を示しているが、
障害者法定雇用率を達成していない企業のうち、1人も障害者を雇用していない企業(0人雇用企業)が、59.4%と
かなり高くなっていると報告がされています。 
 そこで、企業経営を考慮した障害者雇用促進の在り方を探るために、企業の社会的責任の観点から障害者を雇
用することによって得られる成果の測定可能な尺度の開発に至りました。 
 この調査は、障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度(SCOET)の試案の内容や言葉の表記等が適切であるか専
門家からの意見を求め、内容的妥当性を検証することを目的とします。 
 ご回答いただきました内容については、尺度開発のために分析するもので、この調査以外の目的で使われるこ
とはなく、責任を持って管理いたします。また調査への参加は自由意志によるもので、調査を拒否しても何ら不
利益はありません。尚、アンケート集計後におきましては、シュレッダーにかけてすべて処分いたします。 
 調査に同意する場合、質問紙にご回答ください。質問紙は 9ページで、問 1～問 20まであります。 
 
年齢       歳   性別  【 男   ・   女 】 
・障害の有無【 有    ・   無 】 
・職業 ①大学教員 ②研究員（者）  
③障害者雇用関連の職業(                ) 
・職業の経歴年数          年     ヶ月 
・障害者雇用関連職業経歴年数        年     ヶ月 
・連絡先(E-mail)                      
 
【アンケート記入に関するお問い合わせ先】 
日本学術振興会特別研究員 
東北大学大学院経済学研究科 
金 紋廷(Moonjung KIM)   moonjung87@gmail.com 
【研究責任者連絡先】 
琉球大学教育学部特別支援教育講座 
韓 昌完（Changwan HAN）   hancw917@gmail.com 
TEL/FAX  (098)895－8420 
159 
●障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度（Social Contribution Outcome Evaluation Tool for 
Companies Employing Persons with Disabilities:略語 SCOET）とは 
 
 企業の障害者雇用の意義は、企業の社会的責任
(Corporate Social Responsibility:略語 CSR)から
理解することができます。 
従来、障害者雇用は、CSR の一部として評価され
ているが、障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度
(以下、SCOET)は、障害者雇用による２次的な社会
貢献的成果を総合的に評価するために新しく開発
された尺度です。 
SCOET は、3領域と 13項目で構成されており、障
害者雇用企業の社会貢献成果に対する外部評価の
際に、評価基準を示しています(図 1)。そのため、
SCOET の評価主体は、障害者雇用専門家となります。 
＜図-1＞障害者雇用企業の SCOET の概念図 
 
 
●SCOET の活用方法と活用可能性 
 
 今後科学的手法(信頼性・妥当性の検証)により
開発される SCOETを用いて、障害者雇用企業では、
障害者雇用による様々な社会貢献成果を総合的に
評価しながら、管理・改善していくことによって、
障害者雇用の質的・量的向上が可能になると期待
されます。また、障害者を雇用していない企業で
は、障害者雇用による社会貢献成果を事前評価す
ることが可能となり、戦略的に障害者雇用に取り
組む企業が増加すると期待されます。さらに、最
終的には、障害者の一般雇用促進につながると期
待されます(図-2参照)。 
 
＜図-2＞障害者雇用企業の SCOET の活用可能性 
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●今後の開発過程計画 
 
 障害者雇用促進のためには、障害者雇用による経営成果も同時に分析する必要があるため、SCOETと共に
障害者雇用企業の経営成果評価 Index(Management Performance Evaluation Index for Companies Employing 
Persons with disabilities:略語 MOI)を開発します。SCOETと MOIによる分析結果に基づき、今後持続可能
な障害者雇用促進制度モデルを提案するための課題を明示し、構成要素を導出します(図-3参照)。 
 
 
 
＜図-3＞ 今後の開発流れ 
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●SCOET と ISO26000, Global Compact principle 10,GRI(Global Reporting Initiative) G4ガイ
ドラインの関係 
 
SCOET 各項目に含まれる CSRの概念を下の表に示す。 
領域 SCOETの各項目 ISO26000 
Global 
Compact 
GRI G4 
人 
権 
保 
障 
・ 
差 
別 
解 
消 
Ｑ１    障害者雇用企業は、人権保護に関する方
針・計画・取組みを図っているか。 
人権 人権 人権 
Ｑ２    障害者雇用企業は、障害理解教育を図ってい
るか。 
人権 労働 
労働慣行とディ
ーセント・ワー
ク 
人権 
Ｑ３    障害者雇用企業は、障害者の勤務条件 
（人的配慮）の配慮を図っているか。 
人権 
Ⅲ.労働慣行 
労働 
労働慣行とディ
ーセント・ワー
ク 
人権 
Ｑ４    障害者雇用企業は、障害者に対する人事・労
務的な公平性を図っているか。 
人権 
Ⅲ.労働慣行 
労働 
労働慣行とディ
ーセント・ワー
ク 
人権 
地 
域 
資 
源 
の 
開 
発 
Ｑ５    障害者雇用企業は、地域関係機関との連携を
図っているか。 
Ⅶ．コミュニティ
への参画、発展 
透明性と 
腐敗防止 
社会 
Ｑ６    障害者雇用企業は、障害者の能力開発を 
図っているか。 
Ⅶ．コミュニティ
への参画、発展 
透明性と 
腐敗防止 
労働慣行とディ
ーセント・ワー
ク 
社会 
Ｑ７   障害者雇用企業は、障害者雇用に関する 
ノウハウや情報の提供を図っているか。 
Ⅶ．コミュニティ
への参画、発展 
透明性と 
腐敗防止 
社会 
Ｑ８    障害者雇用企業は、ボランティア活動 
機会の提供を図っているか。 
Ⅶ．コミュニティ
への参画、発展 
透明性と 
腐敗防止 
労働慣行とディ
ーセント・ワー
ク 
社会 
コ 
ン 
プ 
ラ 
イ 
ア 
ン 
ス 
Ｑ９    障害者雇用企業は、障害者雇用率向上を 
図っているか。 
Ⅰ.組織統治 
透明性と 
腐敗防止 
社会 
Ｑ１０  障害者雇用企業は、バリアフリー化 
（物的配慮）を図っているか。 
人権 労働 
労働慣行とディ
ーセント・ワー
ク 
社会 
Ｑ１１  障害者雇用企業は、ステークホルダーへの信
頼性を図っているか。 
Ⅰ.組織統治 
透明性と 
腐敗防止 
社会 
製品責任 
Ｑ１２  障害者雇用企業は、ダイバーシティー社会構
築を図っているか。 
Ⅰ.組織統治 
人権 
人権 
透明性と 
腐敗防止 
人権 
社会 
Ｑ１３  障害者雇用企業は、障害者を雇用する企業風
土の促進を図っているか。 
Ⅰ.組織統治 
透明性と 
腐敗防止 
社会 
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●これまでの研究で開発された SCOET（試案） 
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【質問１：尺度の領域に関すること】 
 
 障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度(SCOET）は、障害者を雇用することによる社会貢献的成果を評価する
尺度であり、大きく以下の 3領域で構成されています。 
 
領域 1 「人権保障・差別解消」とは、 
障害者雇用による社会貢献の成果と考えられる人権保護の支持、尊重と雇用や職業に関する差別禁止について評
価する領域です。 
領域 2 「地域資源の開発」とは、 
障害者雇用による社会貢献の成果と考えられる地域の人的資源、物的資源、情報開発について評価する領域です。 
領域 3 「コンプライアンス(Compliance)」とは、 
障害者雇用による社会貢献の成果と考えられる遵法、ダイバーシティーの実践など企業の社会倫理的責任について
評価する領域です。 
 
 
 以下の質問（問 1～問 4）でもっとも当てはまる番号に丸（〇）をつけてください。 
なお、自由記述の質問項目については、意見やアドバイス等、思ったことを自由に記入してください。 
 
  
きわめて 
妥当であ
る 
妥当 
であ
る 
どちらか
というと 
妥当であ
る 
妥当 
でな
い 
まったく 
妥当でな
い 
問
1 
障害者雇用企業の社会貢献成果を評価する上で、「人権保
障・差別解消」の領域が設定されたことは妥当だと思い
ますか 
5 4 3 2 1 
問
2 
障害者雇用企業の社会貢献成果を評価する上で、「地域資
源の開発」の領域が設定されたことは妥当だと思います
か 
5 4 3 2 1 
問
3 
障害者雇用企業の社会貢献成果を評価する上で、「コンプ
ライアンス(Compliance)」の領域が設定されたことは妥
当だと思いますか 
5 4 3 2 1 
問
4 
尺度の各領域についての内容や言葉の表記についてご意見等ありましたらご記入ください 
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【質問２：尺度の項目に関すること】 
 
 障害者雇用企業の SCOETの各項目 Q1～Q13を読んで、以下の質問(問 5～問 20)に答えてください。回答方法は、
もっとも当てはまる番号に丸（〇）をつけてください。自由記述の質問項目については、意見やアドバイト等、
思ったことを自由に記入してください。 
 
 
  
きわめて 
妥当であ
る 
妥当 
である 
どちらか
というと 
妥当であ
る 
妥当 
でない 
まったく 
妥当でな
い 
問
5 
「Q1.障害者雇用企業は、人権保護に関する方針・計画・
取組みを図っているか」が「人権保障・差別解消」領域
の項目に設定されたことは妥当だと思いますか 
5 4 3 2 1 
問
6 
「Q2.障害者雇用企業は、障害理解教育を図っているか」
が「人権保障・差別解消」領域の項目に設定されたこと
は妥当だと思いますか 
5 4 3 2 1 
問
7 
「Q3.障害者雇用企業は、障害者の勤務条件の配慮（人
的配慮）を図っているか」が「人権保障・差別解消」領
域の項目に設定されたことは妥当だと思いますか 
※「勤労条件の配慮(人的配慮)」とは、障害者の業務遂行能力を補助
または向上させるための手話通訳担当者やジョブコーチ、職業コンサ
ルタントなどの人的支援のこと 
5 4 3 2 1 
問
8 
「Q4. 障害者雇用企業は、障害者に対する人事・労務的
な公平性を図っているか」が「人権保障・差別解消」領
域の項目に設定されたことは妥当だと思いますか 
※「人事・労務的な公平性」とは、障害者の採用、上昇及び教育訓練
など、人事管理上の公平な待遇のこと 
5 4 3 2 1 
問
9 
Q1～Q4の各項目についての内容や言葉の表記についてご意見等ありましたらご記入ください 
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きわめて 
妥当であ
る 
妥当 
である 
どちらか
というと 
妥当であ
る 
妥当 
でな
い 
まったく 
妥当でな
い 
問
10 
「Q5.障害者雇用企業は、地域関係機関との連携を図っ
ているか」が「地域資源の開発」領域の項目に設定さ
れたことは妥当だと思いますか 
※「地域関係機関」とは、障害者雇用・維持・定着を目的として地
域の社会福祉機関、NPO 及び NGO 団体、民間教育訓練機関(職業能力
開発校・障害者職業能力開発校)、ハローワーク・労働局などの機関
と連携すること 
5 4 3 2 1 
問
11 
「Q6. 障害者雇用企業は、障害者の能力開発を図って
いるか」が「地域資源の開発」領域の項目に設定され
たことは妥当だと思いますか 
※「障害者の能力開発」とは、障害者の職業に必要な能力を開発す
るための目的で行う職業訓練講義や実習の実施などのこと 
5 4 3 2 1 
問
12 
「Q7.障害者雇用企業は、障害者雇用に関するノウハウ
や情報の提供を図っているか」が「地域資源の開発」
領域の項目に設定されたことは妥当だと思いますか 
※「ノウハウ情報の提供」とは、障害者の雇用計画の立案、採用、
労務管理など障害者雇用に関わるあらゆるノウハウ情報を提供する
目的で行う活動のこと 
5 4 3 2 1 
問
13 
「Q8.障害者雇用企業は、ボランティア活動機会の提供
を図っているか」が「地域資源の開発」領域の項目に
設定されたことは妥当だと思いますか 
5 4 3 2 1 
問
14 
Q5～Q8の各項目についての内容や言葉の表記についてご意見等ありましたらご記入ください 
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きわめて 
妥当であ
る 
妥当 
である 
どちらか
というと 
妥当であ
る 
妥当 
でな
い 
まったく 
妥当でな
い 
問
15 
「Q9.障害者雇用企業は、障害者雇用率向上を図ってい
るか」 
が「コンプライアンス(Compliance)」領域の項目に設
定されたことは妥当だと思いますか 
5 4 3 2 1 
問
16 
「Q10. 障害者雇用企業は、バリアフリー化（物的配慮）
を図っているか」が「コンプライアンス(Compliance)」
領域の項目に設定されたことは妥当だと思いますか 
※「バリアフリー化(物的配慮)」とは、障害者の職業能力障害者雇
用維持・定着させるためのあらゆる作業施設の設置や改造、購入す
ること 
5 4 3 2 1 
問
17 
「Q11.障害者雇用企業は、ステークホルダーへの信頼
性 を 図 っ て い る か 」 が 「 コ ン プ ラ イ ア ン ス
(Compliance)」領域の項目に設定されたことは妥当だ
と思いますか 
※「ステークホルダー(stakeholder)」とは、企業と直・間接的な利
害関係を有する地域、投資家、株主、消費者などのこと 
5 4 3 2 1 
問
18 
「Q12.障害者雇用企業は、ダイバーシティー社会構築
を図っているか」が「コンプライアンス(Compliance)」
領域の項目に設定されたことは妥当だと思いますか 
※「ダイバーシティー(Diversity)」とは、国籍や性別、年齢の違い、
障害の有無などに関わらず多様な人材を受け入れ個性を尊重し合う
こと 
5 4 3 2 1 
問
19 
「Q13. 障害者雇用企業は、障害者を雇用する企業風
土の促進を図っているか」が「コンプライアンス
(Compliance)」領域の項目に設定されたことは妥当だ
と思いますか 
5 4 3 2 1 
問
20 
Q9～Q13の各項目についての内容や言葉の表記についてご意見等ありましたらご記入ください 
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付録 3．障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度の信頼性と構造的妥当性を検証するための設問紙 
 
企業の障害者雇用促進に係る専門家調査のお願い 
 
障害者雇用を促進することは、障害者の社会的かつ経済的な自立を支援する福祉的な意義だけではなく、障害者の
特性を生かして社会全体の生産性を増加させるために重要な意義を持つと考えられます。 
障害者雇用を促進するためには、企業の役割が大きいと言えますが、企業において利益追求と障害者雇用を両立す
ることは非常に難しく、実際に、厚生労働省の調査によると近年、障害者法定雇用率を達成していない企業のうち、1
人も障害者を雇用していない企業(0 人雇用企業)が、59.4%とかなり高くなっています。 
一方、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構(2013)の調査によれば、企業の障害者雇用を促進するために
は、障害者雇用が生み出す利益及び効果を強調する必要があるとしています。 そこで、企業の社会的責任(Corporate 
Social Responsibility: CSR, 以下 CSR)の観点に基づいて、障害者雇用企業の社会貢献成果を定量的に評価できる尺度
の開発に至りました。 
本調査は、CSR 観点を取り入れた障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度を用いて、日本の障害者雇用企業に対す
る専門家から意見をいただき、障害者雇用促進のために取り組むべき今後の課題を明確に示すことを目的とします。    
 ご回答いただきました内容については、この調査以外の目的で使われることはなく、責任を持って管理いたします。
また調査への参加は自由意志によるもので、調査を拒否しても何ら不利益はありません。 
 調査に同意する場合、調査票にご回答ください。調査票は 5 ページで、Q1～Q20 まであります。 
 
 
・年齢         歳     ・性別 
 
・障害の有無 
 
・職業 ① 研究者 
 
② 障害者雇用関連の職業 
 
③ その他（                       ） 
 
・上記職業の通算経験年数      年     ヶ月 
男  女  
有  無  
a.大学  b.研究所  c.その他  
a.ハローワーク b.障害者職業カウンセラー c.ジョブコーチ d.企業 e.その他 
     
 
【調査票記入に関するお問い合わせ先】 
日本学術振興会特別研究員 
東北大学大学院経済学研究科 
金 紋廷(Moonjung KIM)   moonjung87@gmail.com 
【研究責任者連絡先】 
琉球大学教育学部特別支援教育講座 
韓 昌完（Changwan HAN）   hancw917@gmail.com 
TEL/FAX  (098)895－8420 
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調査票の構成 
１．本調査票は、「Ⅰ．障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度の概要」、「Ⅱ．障害者雇用企業の社会貢
献成果評価」、「Ⅲ．企業の障害者雇用促進のための今後の課題」の 3 つに分けられており、計 20 項
目に構成されています。 
 
２．「Ⅰ．障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度の概要」では、新しく開発された障害者雇用企業の社
会貢献成果評価尺度の特徴や概念について説明しています。 
 
３．「Ⅱ．障害者雇用企業の社会貢献成果評価」では、企業の社会貢献成果評価尺度に基づいて障害者雇
用企業の成果を定量的に評価するように、3 領域 10 項目で構成されています。 
 
４．「Ⅲ．企業の障害者雇用促進のための今後の課題」では、今後企業の障害者雇用を促進するための課
題を調査するために、10 項目で構成されています。 
 
 
Ⅰ．障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度の概要 
 
■ 障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度とは？ 
 
・CSR 経営理念に基づいた新しい尺度 
 障害者雇用企業の定性的な成果である社会貢献成果を、定量的に評価することが可能な新し
い尺度です。 
 
・3 領域 10 項目で構成 
 障害者雇用企業の社会貢献成果を、「❶コンプライアンス・社会規範」、「❷人権保障・差別解
消」、「❸地域資源の開発」の 3 領域と 10 項目で評価するように構成されています。 
 
・評価主体は、障害者雇用専門家 
 障害者雇用専門家が、この尺度に基づいて障害者雇用企業の社会貢献成果を評価することに
なります。 
 
・評価対象は、企業、国、地域 
 同尺度は、日本と韓国における障害者雇用企業の事例分析に基づいて開発された尺度である
ため、各国の企業のみならず、国や地域のレベルで障害者雇用の成果を評価することが可能
になります。 
169 
Ⅱ．障害者雇用企業の社会貢献成果評価 
 
障害者雇用企業の社会貢献成果評価尺度 
 
① 本尺度は、CSR 観点に基づいて障害者雇用企業の社会貢献成果を評価するために開発された尺度です。 
② Q1～Q10の各項目について、5 段階で評価してください。1 が最も低く、5 が最も高い評価とします。 
③ Q1～Q10の全ての項目を評価してください。 
④ 各項目について最もあてはまるところにチェック又は点数を記入してください。 
⑤ 領域ごとの点数を算出し、合計点数を算出してください。 
 
 
 
 合計点数➊＋➋＋➌       /１００ 
 
➊コンプライアンス・社会規範 
 ５ ４ ３ ２ １ 
Q1 
障害者雇用企業は、障害者雇用促進法に基づいて法定雇用率達成を
図っているか。 
     
Q2 
障害者雇用企業は、障害者雇用を維持・定着させるための計画・取
組みを図っているか。 
     
 
➊「コンプライアンス・社会規範」合計点数          /２０ 
 
 
➋人権保障・差別解消 
 ５ ４ ３ ２ １ 
Q３ 
障害者雇用企業は、障害(者)理解教育を計画・実施し、ダイバシティ
ー(Diversity)を図っているか。 
※ダイバシティー(Diversity)とは、国籍や性別、年齢の違い、障害の有無などに関
わらず多様な人材を受け入れ個性を尊重し合うこと 
     
Q４ 
障害者雇用企業は、障害者の勤務条件の配慮(人的配慮含む)を図って
いるか。 
※勤務条件の配慮(人的配慮含む)とは、障害者の業務遂行能力を補助または向上さ
せるための手話通訳者やジョブコーチ、職業コンサルタントなどの人的な支援を行
うこと 
     
Q５ 
障害者雇用企業は、バリアフリー化(物的配慮)を図っているか。 
※バリアフリー化(物的配慮)とは、障害者雇用を維持・定着させるためのあらゆる
作業施設の設置または改造、購入すること 
     
Q６ 
障害者雇用企業は、障害者に対する人事・労務的な公平性を図って
いるか。 
※人事・労務的な公平性とは、障害者の採用や上昇のような人事管理上において公
平な待遇を行うこと 
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 ➋「人権保障・差別解消」合計点数                  /４０ 
 
➌地域資源の開発 
  ５ ４ ３ ２ １ 
Q７ 
障害者雇用企業は、地域機関との連携を図っているか。 
※地域機関との連携とは、障害者雇用を維持・定着する目的で、地域の社会福祉
機関や NPO及び NPO団体、医療保険機関、民間教育訓練機関(職業能力開発学校な
ど)、ハローワーク・労働局などの機関と連携すること 
     
Q８ 
障害雇用企業は、特例子会社の設置または多数の障害者雇用によっ
て、地域の活性化を図っているか。 
     
Q９ 
障害者雇用企業は、障害者の能力開発を図っているか。 
※障害者の能力開発とは、障害者の業務遂行能力を開発する目的で行うあらゆる
職業訓練や実習などのこと 
     
Q１０ 
障害者雇用企業は、イベント等を開催し、ボランティア活動機会の
提供を図っているか。 
※イベントとは、障害者雇用に関連するテーマを用いて開催するセミナーやワー
クショップ、研究会などのこと 
     
 ➌「地域資源の開発」合計点数                   /４０ 
 
 
 
採点方法 
各項目の点数は、以下のように算出してくたさい。 
5＝１０点、4＝８点、3＝６点、2＝４点、1＝２点とする。 
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Ⅲ．企業の障害者雇用促進のための今後の課題 
①日本の企業に対する障害者雇用促進のための今後の課題を明らかにするための調査票です。 
②企業の障害者雇用促進のための今後の課題について、Q11～Q20 に答えてください。 
③最も当てはまる番号を記入してください。 
区分 今後の課題に関する質問 質問に対する回答基準 番号 
Q11 
障害者雇用促進法に基づいて法定雇用
率達成するための取り組みは必要であ
ると思いますか。 
 
 
Q12 
障害者雇用率を維持・定着させるための
計画及び取り組みは必要であると思い
ますか。 
 
 
Q13 
障害(者)理解教育などを通してダイバ
シティー(Diversity)を実現するための
取り組みは必要だと思いますか。 
 
 
Q14 
障害者の勤務条件の配慮(人的配慮)の
ための取り組みは必要だと思いますか。 
 
 
Q15 
バリアフリー化(物的配慮)のための取
り組みは必要だとう思いますか。 
 
 
Q16 
障害者に対する人事・労務的な公平性の
確保するための取り組みは必要だと思
いますか。 
 
 
Q17 
地域機関との連携を図るための取り組
みは必要だと思いますか。 
 
 
Q18 
地域の活性化を目指して、特例子会社の
設置または多数の障害者を雇用するた
めの取り組みは必要だと思いますか。 
 
 
Q19 
障害者の能力を開発するための取り組
みは必要だと思いますか。 
 
 
Q20 
イベント等を開催し、ボランティア活動
機会を提供するための取り組みは必要
だと思いますか。 
 
 
 
これで質問はすべて終わりです。ご協力ありがとございます。 
 
 
